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第一部 【企業情報】

第１ 【企業の概況】

１ 【主要な経営指標等の推移】
　

回次 第59期 第60期 第61期 第62期 第63期

決算年月 平成16年３月 平成17年３月 平成18年３月 平成19年３月 平成20年３月

(1) 連結経営指標等

売上高 (百万円) 926,019 934,678 963,664 977,2961,032,291

法人税等及び持分法
による投資損益前
当期純利益

(百万円) 19,576 22,382 2,335 13,668 4,923

当期純利益 (百万円) 10,641 11,839 952 11,386 1,555

純資産額 (百万円) 262,096 268,621 291,580 298,428 287,457

総資産額 (百万円) 610,663 611,250 591,426 612,933 608,809

１株当たり純資産額 (円) 1,147.951,176.721,277.411,307.771,259.74

１株当たり当期純利益 (円) 46.61 51.86 4.17 49.89 6.81

潜在株式調整後
１株当たり当期純利益

(円) 46.32 51.85 4.17 49.83 6.80

自己資本比率 (％) 42.9 43.9 49.3 48.7 47.2

自己資本利益率 (％) 4.18 4.46 0.34 3.86 0.53

株価収益率 (倍) 26.24 26.21 295.68 28.88 216.01

営業活動による
キャッシュ・フロー

(百万円) 35,040 34,880 △21,207 33,364 29,109

投資活動による
キャッシュ・フロー

(百万円) △7,084 △23,530 △16,661 △19,740 △26,793

財務活動による
キャッシュ・フロー

(百万円) △41,113 △18,145 △1,745 △6,322 7,451

現金及び現金同等物の
期末残高

(百万円) 73,588 66,793 27,180 34,482 44,249

従業員数
(外、平均臨時
雇用者数)

(名)
15,418
(12,940)

15,658
(13,048)

15,330
(12,774)

15,145
(12,633)

14,959
(13,278)

(2) 提出会社の経営指標等

売上高 (百万円) 607,022 611,912 621,547 619,745 662,840

経常利益 (百万円) 10,542 9,585 2,520 5,304 12,885
当期純利益又は当期純
損失（△）

(百万円) 5,228 5,026 △3,699 1,569 5,703

資本金 (百万円) 24,165 24,165 24,166 24,166 24,166

発行済株式総数 (千株) 228,445 228,445 228,445 228,445 228,445

純資産額 (百万円) 209,569 211,006 206,190 202,476 201,547

総資産額 (百万円) 362,211 360,664 375,756 379,849 408,126

１株当たり純資産額 (円) 917.89 924.33 903.32 886.84 882.23

１株当たり配当額
(内１株当たり
中間配当額)

(円)
(円)

16.00
(―)

16.00
(―)

16.00
(―)

16.00
(―)

16.00
(―)

１株当たり当期純利益
又は１株当たり当期純
損失（△）

(円) 22.90 22.02 △16.20 6.87 24.99

潜在株式調整後
１株当たり当期純利益

(円) 22.86 22.01 ― 6.86 24.95

自己資本比率 (％) 57.9 58.5 54.9 53.3 49.3

自己資本利益率 (％) 2.52 2.38 ― 0.77 2.83

株価収益率 (倍) 53.41 61.73 ― 209.64 58.90

配当性向 (％) 69.9 72.7 ― 232.9 64.0

従業員数
(外、平均臨時
雇用者数)

(名)
2,925
(2,748)

2,589
(2,813)

2,417
(2,645)

2,170
(2,319)

2,155
(2,273)
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(注) １　売上高には、消費税等は含まれておりません。

２　当社の連結財務諸表は、米国で一般に公正妥当と認められた会計基準により作成されており、上記連結経営指

標等は、同会計基準に基づき算出しております。なお、連結経営指標等の「１株当たり当期純利益金額」及び

「潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額」については、財務会計基準審議会基準書第128号に基づき、

「基本的１株当たり純利益金額」及び「希薄化後１株当たり純利益金額」を記載しております。

３　提出会社の金額につきましては、第60期までは百万円未満を切り捨てて記載し、第61期から百万円未満を四捨

五入して記載しております。

４　提出会社の経営指標等につきましては、第61期から「固定資産の減損に係る会計基準の設定に関する意見書」

（企業会計審議会　平成14年８月９日）及び「固定資産の減損に係る会計基準の適用指針」（企業会計基準

適用指針第６号　平成15年10月31日）を適用しております。

５　提出会社の第61期の潜在株式調整後１株当たり当期純利益、自己資本利益率、株価収益率及び配当性向につき

ましては、当期純損失であるため記載しておりません。

６　第61期の、連結の法人税等及び持分法による投資損益前当期純利益及び当期純利益の大幅な減少は、原料価格

の高止まりや原油高による資材コストの上昇などで原価高となったことに加え、子会社への転籍による特別

退職金などを計上したことによります。

また、提出会社の経常利益の大幅な減少は、原料価格の高止まりや原油高による資材コストの上昇によりま

す。最終損益は子会社への転籍による特別退職金や減損損失などを特別損失に計上したことや繰延税金資産

取り崩しによる税金費用の増加などで、当期純損失となりました。

７　提出会社の純資産額の算定にあたり、第62期から「貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準」（企業

会計基準第５号）及び「貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準等の適用指針」（企業会計基準適

用指針第８号）を適用しております。

８　第63期の、連結の法人税等及び持分法による投資損益前当期純利益及び当期純利益の大幅な減少は、子会社へ

の転籍に伴う特別退職金、固定資産の減損損失及び為替差損などの費用を計上したことによるものでありま

す。
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２ 【沿革】

昭和17年３月 徳島市寺島本町に徳島食肉加工場を創設

昭和26年12月 資本金150万円をもって徳島ハム株式会社に組織変更

昭和36年10月 大阪証券取引所市場第二部に上場

昭和37年２月 東京証券取引所市場第二部に上場

昭和38年８月 鳥清ハム株式会社(資本金３億円)を吸収合併し、商号を日本ハム株式会社と変更

合併後、資本金７億320万円、本店を大阪市浪速区大国町２丁目７番地に移転

昭和42年12月 大阪・東京両証券取引所市場第一部に指定

昭和43年５月 本店を大阪市中央区南本町三丁目６番14号に移転

昭和51年12月 第１回C.D.R.(大陸預託証券)を発行し、ルクセンブルク証券取引所に上場

昭和52年３月 アメリカ・ロスアンゼルスのDay-Lee Foods, Inc.(現・連結子会社)を買収

昭和53年１月 オーストラリア・シドニーにNippon Meat Packers Australia Pty. Ltd.(現・連結子会社)を

設立

昭和53年３月 長崎県東彼杵郡川棚町に長崎日本ハム株式会社(現・連結子会社)を設立

昭和54年４月 三重県桑名郡木曽岬町に日本ハム食品株式会社(現・連結子会社)を設立し、加工食品部門に本

格進出

昭和56年６月 東京都港区のマリンフーズ株式会社(現・連結子会社)の事業を継承し、水産加工部門に進出

昭和60年２月 静岡県榛原郡吉田町に静岡日本ハム株式会社(現・連結子会社)を設立

昭和60年10月 決算期を７月から３月に変更

昭和61年５月 イギリス・ロンドンにNippon Meat Packers U.K. Ltd.(現・連結子会社)を設立

昭和62年９月 パリ証券取引所（現・ユーロネクスト・パリ証券取引所）に上場（平成18年４月上場廃止）

平成元年10月 オーストラリア・グリーンエーカーにM.Q.F. Pty. Ltd.(現・連結子会社)を設立

平成３年３月 中央研究所を茨城県つくば市に新築移転

平成４年７月 大阪府東大阪市の関西ルナ株式会社(平成13年４月をもって日本ルナ株式会社に商号変更現、・

連結子会社)の事業を継承し、乳酸菌飲料事業に進出

平成７年２月 アメリカ・テキサス州ペリトンにTexas Farm, Inc.(平成15年10月をもってTexas Farm, LLCに

吸収合併、現・連結子会社)を設立

平成15年７月 東京都港区の株式会社宝幸(現・連結子会社)を買収
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３ 【事業の内容】

当社グループは、当社と子会社96社及び関連会社10社で構成され、各事業を管轄する事業本部との位置付けは次のと

おりです。

また、当連結会計年度より連結財務諸表規則に基づくセグメント情報に代えて、米国財務会計基準審議会基準書第131

号「企業のセグメント及び関連情報に関する開示」を適用しております。 

　この基準書は、企業のオペレーティング・セグメントに関する情報の開示を規定しております。オペレーティング・セ

グメントは、企業の最高経営意思決定者が経営資源の配分や業績評価を行うにあたり通常使用しており、財務情報が入

手可能な企業の構成単位として定義されております。 

　オペレーティング・セグメントは主として商品及び提供するサービスの性質に基づき決定されております。 

(加工事業本部) 

　ハム・ソーセージ、加工食品は、当社及び製造委託子会社の静岡日本ハム㈱、長崎日本ハム㈱、日本ハム食品㈱及び日本

ハム惣菜㈱などが製造を行い、全国に所在する当社営業所及び販売子会社の日本ハム東部直販㈱（平成20年４月１日付

で、「日本ハム中部直販㈱」と合併して「日本ハム東販売㈱」に商号を変更しております。）などを通じて販売を行っ

ております。また、特定の地域及び市場においては、子会社の東北日本ハム㈱及び南日本ハム㈱などによって製造・販売

を行っております。 

(食肉事業本部) 

　食肉は、子会社の日本ホワイトファーム㈱、インターファーム㈱、Texas Farm, LLC、Oakey Holdings Pty. Ltd.などが

豚、牛、及びブロイラーの生産飼育を行い、子会社の日本フードパッカー㈱などが処理・加工を行った食肉製品と外部仕

入食肉商品を、当社及び全国に所在する販売子会社の東日本フード㈱、関東日本フード㈱、中日本フード㈱、西日本フー

ド㈱などを通じて販売しております。 

(関連企業本部) 

　水産物及び乳製品などを子会社のマリンフーズ㈱、㈱宝幸、日本ルナ㈱などで製造、販売しております。 

 

以上に述べた事項を事業系統図によって示すと次のとおりです。

（注）１ 平成20年４月１日付で、「日本ハム北部直販㈱」は「日本ハム北海道販売㈱」に商号を変更しております。

　　　２ 平成20年４月１日付で、「日本ハム東部直販㈱」と「日本ハム中部直販㈱」は合併して「日本ハム東販売㈱」に、「日本ハム

近畿直販㈱」と「日本ハム西部直販㈱」は合併して「日本ハム西販売㈱」にそれぞれ商号を変更しております。
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４ 【関係会社の状況】

名称 住所

資本金

又は出資金

(千円)

主要な事業

の内容

議決権の

所有割合(％)
関係内容

(連結子会社)

加工事業本部

〔ハム・ソーセージ,加工食品の製造〕
 

静岡日本ハム㈱
静岡県

榛原郡吉田町
450,000

ハム・ソーセー

ジの製造
100

当社へハム・ソーセージを販売しており、

当社所有の土地を賃借している。

また、当社より資金援助を受けている。

役員・・兼務４名、出向１名

長崎日本ハム㈱

長崎県

東彼杵郡

川棚町

100,000〃 100

当社へハム・ソーセージを販売しており、

当社所有の土地等を賃借している。

役員・・兼務４名、出向１名

日本ハム食品㈱　*１

三重県

桑名郡

木曽岬町

1,000,000加工食品の製造 100

当社へ加工食品を販売している。

当社所有の土地等を賃借し、また当社に対

して事務所を賃貸している。

また、当社より資金援助を受けている。

役員・・兼務５名、出向２名

日本ハム惣菜㈱ 新潟県三条市 488,500〃 100

当社へ加工食品を販売しており、当社より

資金援助を受けている。

役員・・兼務４名

Thai Nippon Foods Co.,

Ltd.

Bangkok, 

Thailand

(BAHT       

249,200千)
〃 100

当社へ加工食品を販売している。

役員・・兼務３名、出向１名

その他 ７社
  

〔ハム・ソーセージ,加工食品の販売〕  

日本ハム北部直販㈱ 札幌市東区 78,000

ハム・ソーセー

ジ、加工食品等

の販売

100

当社のハム・ソーセージ、加工食品等を販

売しており、当社所有の土地等を賃借して

いる。

また、当社より資金援助を受けている。

役員・・兼務５名、転籍１名

日本ハム東部直販㈱ 東京都品川区 93,000 〃 100

当社のハム・ソーセージ、加工食品等を販

売しており、当社所有の土地等を賃貸して

いる。　　　　　　　　　　　　　　　　　また、当社より資

金援助を受けている。

役員・・兼務３名、転籍５名

日本ハム中部直販㈱ 名古屋市北区 48,000 〃 100

当社のハム・ソーセージ、加工食品等を販

売しており、当社所有の土地等を賃借して

いる。　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

　　また、当社より資金援助を受けている。

役員・・兼務３名、転籍３名

日本ハム近畿直販㈱ 大阪市西区 88,000 〃 100

当社のハム・ソーセージ、加工食品等を販

売しており、当社所有の土地等を賃借して

いる。

役員・・兼務３名、転籍４名

日本ハム西部直販㈱
広島市

安佐北区
91,200 〃 100

当社のハム・ソーセージ、加工食品等を販

売しており、当社所有の土地等を賃借して

いる。

また、当社より資金援助を受けている。

役員・・兼務４名、転籍５名

その他　１社

〔ハム・ソーセージ、加工食品の製造・販売〕

東北日本ハム㈱ 山形県酒田市 96,900
ハム・ソーセー

ジの製造・販売
100

当社とハム・ソーセージ等の相互取引を

行っている。また、当社所有の土地等を賃借

し、当社より資金援助を受けている。

役員・・兼務３名、転籍１名、出向１名

南日本ハム㈱ 宮崎県日向市 360,000〃 100

当社とハム・ソーセージ、加工食品、食肉等

の相互取引を行っている。

また、当社より資金援助を受けている。

役員・・兼務４名、転籍２名

その他　11社

〔物流などのサービス〕  合計４社
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名称 住所

資本金

又は出資金

(千円)

主要な事業

の内容

議決権の

所有割合(％)
関係内容

食肉事業本部

〔生産飼育(国内)〕   

日本ホワイトファーム㈱
青森県

上北郡横浜町
1,560,000

畜産物の育成、

処理
100

当社へブロイラー製品を販売している。

また、当社より資金援助を受けている。

役員・・兼務５名、出向１名

インターファーム㈱　

青森県

上北郡おいらせ

町

1,301,000畜産物の育成 100

当社及び当社の子会社に原料肉を販売して

いる。また、当社より資金援助を受けてい

る。

役員・・兼務６名、出向２名

ニッポンフィード㈱ 東京都品川区 30,000 〃 100

当社及び当社の子会社に原料肉を販売して

いる。　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

　　　　また、当社より資金援助を受けている。

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　役員・・業務４

名、出向１名

その他　１社

〔食肉の処理・加工〕

日本フードパッカー㈱

青森県

上北郡おいらせ

町

470,000
畜産物の処理・

加工・販売
100

当社へ食肉製品を販売しており、当社所有

の土地等を賃借している。　　　　　　　　　　　　　　　

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　また、当社よ

り資金援助を受けている。

役員・・兼務４名、出向２名、転籍１名

その他　２社

〔生産飼育・処理(海外)〕
  

Texas Farm, LLC　　*１
Perryton,Tx.

U.S.A.

(US$       

70,000千)
畜産物の育成

100

(100)

米国における生産飼育会社である。　　　　役

員・・出向１名　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

　　　　　

Oakey Holdings 

Pty. Ltd.

Texas,Qld.

4385

Australia

($A        

14,250千)
〃

100

(100)

オーストラリアにおける生産飼育会社であ

る。

役員・・兼務２名、出向１名

その他　７社

〔食肉の販売(海外)〕

Nippon Meat Packers

Australia Pty. Ltd.　*１

North 

Sydney,

N.S.W.,

Australia

($A        

26,500千)
畜産物の販売 100

食肉製品を当社の子会社に販売している。　

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

　　　　　　　　　　　　　　　　　また、当社より資金援助

を受けている。

役員・・兼務５名、出向１名

Day-Lee Foods, Inc.

Santa Fe

Springs,

California,

U.S.A.

(US$       

17,316千)

畜産物の処理・

販売、加工食品

の製造・販売

100
食肉製品を当社の子会社に販売している。

役員・・兼務５名、出向１名

その他　10社
  

〔食肉の輸入及び販売〕

ジャパンフード㈱　*１ 東京都港区 40,000
食肉の輸入・販

売
100

当社へ輸入食肉製品の販売を行っている。

また、当社より資金援助を受けている。

役員・・兼務４名、出向１名、転籍２名

〔食肉の販売(国内)〕

東日本フード㈱ 札幌市北区 450,000食肉等の販売 100

当社の食肉製品を販売しており、当社より

資金援助を受けている。

役員・・兼務３名

関東日本フード㈱　*１ 東京都品川区 450,000〃 100

当社の食肉製品を販売しており、当社より

資金援助を受けている。

役員・・兼務３名、転籍２名

中日本フード㈱　*１ 名古屋市中区 450,000〃 100
当社の食肉製品を販売している。

役員・・兼務３名、転籍１名

西日本フード㈱　*１ 福岡市博多区 480,000〃 100

当社の食肉製品を販売しており、当社所有

の土地等を賃借している。

また、当社より資金援助を受けている。

役員・・兼務３名、転籍２名
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その他　１社
  

〔物流などのサービス〕

日本物流グループ㈱ 東京都品川区 480,000
冷蔵冷凍倉庫

業、運送業

100

(55.0)

当社及び子会社の製品等の倉庫業及び輸送

業務を行っている。

役員・・兼務２名、出向１名、転籍１名

その他　11社

名称 住所

資本金

又は出資金

(千円)

主要な事業

の内容

議決権の

所有割合(％)
関係内容

関連企業本部

〔水産物及び乳製品などの製造・販売並びにその他〕  

マリンフーズ㈱ 東京都品川区 1,133,300
水産加工品の製

造・販売
100

水産加工品を当社に販売している。

また、当社より資金援助を受けている。

役員・・兼務３名、出向１名、転籍２名

㈱宝幸　*１ 東京都品川区 3,000,000
水産物、乳製品

等の製造・販売
100

水産加工品、乳製品等を当社に販売してい

る。　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

　　　　　　　　　　　　　　　　また、当社より資金援助

を受けている。

役員・・兼務３名、転籍３名

日本ルナ㈱
大阪府

東大阪市
397,000

乳酸菌飲料の製

造・販売
97.1

乳酸菌飲料を当社に販売している。

役員・・兼務３名、出向１名、転籍３名

日本ピュアフード㈱ 東京都品川区 410,000
畜産物の

加工・販売

100

(58.5)

当社の食肉製品を販売している。

また、当社より資金援助を受けている。

役員・・兼務３名、転籍５名

その他　５社

　

その他
〔その他サービス〕　　　　　 合計 ６社  

　

(持分法適用関連会社)

〔サービス・その他〕　 　　　合計10社

　　　
(注) １　関係内容の役員の「兼務」は当社役員又は従業員で当該関係会社の役員を兼務している者、「出向」は当社従

業員で当該関係会社の役員として出向している者、「転籍」は当社を退職し当該関係会社の役員となってい

る者を示しています。

２　*１：特定子会社に該当します。

３　議決権の所有割合の(　)内は間接所有割合で内数であります。

４　有価証券届出書又は有価証券報告書を提出している会社はありません。

５　当連結会計年度より連結財務諸表規則に基づくセグメント情報に代えて、米国財務会計基準審議会基準書第

131号「企業のセグメント及び関連情報に関する開示」を適用しております。 

　この基準書は、企業のオペレーティング・セグメントに関する情報の開示を規定しております。オペレー

ティング・セグメントは、企業の最高経営意思決定者が経営資源の配分や業績評価を行うにあたり通常使用

しており、財務情報が入手可能な企業の構成単位として定義されております。 

　オペレーティング・セグメントは主として商品及び提供するサービスの性質に基づき決定されております。

 

６　平成20年４月１日付で、「日本ハム北部直販㈱」は「日本ハム北海道販売㈱」に商号を変更しております。

７　平成20年４月１日付で、「日本ハム東部直販㈱」と「日本ハム中部直販㈱」は合併して「日本ハム東販売㈱」

に、「日本ハム近畿直販㈱」と「日本ハム西部直販㈱」は合併して「日本ハム西販売㈱」にそれぞれ商号を

変更しております。

８　関東日本フード㈱につきましては、売上高（連結会計相互間の内部売上高を除く。）の連結売上高に占める割

合が10％を超えております。

主要な損益情報等　　　(1) 売上高　　　　　 109,592百万円

　　　　　　　　　　　(2) 経常利益　　　　   1,904百万円

　　　　　　　　　　　(3) 当期純利益　　　     763百万円

　　　　　　　　　　　(4) 純資産額　　　　　 8,981百万円

　　　　　　　　　　　(5) 総資産額　　　　　22,423百万円
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５ 【従業員の状況】

(1) 連結会社の状況

平成20年３月31日現在

オペレーティング・セグメントの名称 従業員数(名)

加工事業本部
5,609

[　 　　7,387]

食肉事業本部
7,033

[　 　　4,536]

関連企業本部
1,689

[　　　 1,238]

全社(共通)
628

[　　   　117]

合計
14,959

[　　  13,278]

(注)　従業員数は就業人員数(当社グループからグループ外への出向者を除き、グループ外から当社グループへの出向者

を含む。)であり、臨時従業員数は[　]内に年間の平均雇用人員を外数で記載しております。なお、臨時従業員数に

は、パートナー社員、定時従業員、準社員及び嘱託契約の従業員を含み、派遣社員を除いております。

　

(2) 提出会社の状況

平成20年３月31日現在

従業員数(名) 平均年齢(歳) 平均勤続年数(年) 平均年間給与(円)

2,155
[　　　　2,273]

41.4 19.1 7,773,172

(注) １　従業員数は就業人員数(当社から社外への出向者を除き、社外から当社への出向者を含む。)であり、臨時従業員

数は[　]内に年間の平均雇用人員を外数で記載しております。

２　臨時従業員には、パートナー社員、定時従業員及び嘱託契約の従業員を含み、派遣社員を除いております。

３　平均年間給与は、賞与及び基準外賃金を含んでおります。

　

(3) 労働組合の状況

労使関係について特に記載すべき事項はありません。
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第２ 【事業の状況】

１ 【業績等の概要】

(1) 業績

当連結会計年度におけるわが国の経済は、好調な企業の設備投資が牽引役となり安定的に成長してお

りましたが、期後半よりサブプライムローン問題を起因とする米国経済の後退や原油高、円高などの多く

のリスクが顕在化し、減速の懸念が強まりました。 

　当業界におきましては、国際的な食料の需給動向の変化や飼料高にともなう原料価格の高騰、原油高に

起因する燃料費、資材費の高騰もあり、依然として厳しい経営環境が続いております。 

　このような環境下、当社グループは、新中期経営計画パートⅡのテーマに掲げた「弛まぬ変革・挑戦に

よる企業価値向上」を果たすべく、品質向上をはじめ様々な経営施策に積極的に取り組んでまいりまし

た。 

　食品に対する消費者の不信や不安が過去になく高まる中、当社グループは、中期経営計画の経営方針の

一つである「品質Ｎｏ．１経営の推進」を一層強化すべく、お客様に安心と満足、感動をしていただく、

高い品質を追求する品質向上活動に取り組んでまいりました。また、安全審査や品質監査、原材料の安全

検査を徹底するとともに、各事業部・関係会社の品質保証技術の向上やお客様とのコミュニケーション

を図ってまいりました。 

　さらに、グループの各拠点においてＣＯ2削減と廃棄物のリサイクルなど環境問題についても真摯に取

り組んでまいりました。 

　原材料や燃料費の高騰に対しましては、生産ラインや商品の統廃合などの生産性の向上による効率化と

職場の小集団活動を中心とした「ムダ取り」などの合理化を強力に推進する一方、昨年９月には加工品

の価格改定を実施いたしました。 

　また、飼料価格の高騰に対しましては、国内の食肉相場高もありましたが、消費者の国産志向が強まる

中、生産部門の増産体制の構築と仕入機能の強化を行うとともに、全国に販売会社を展開する営業力の強

みを活かして、販売数量を拡大し、コストの上昇分を吸収することができました。 

　このような企業活動の結果、当連結会計年度の売上高は対前年同期比5.6％増の1,032,291百万円となり

ました。

　利益につきましては、原料価格や資材費、燃料費の高騰が続く中、売上げが順調に推移したことから、営

業利益は対前年同期比6.5％増の17,491百万円となりました。しかしながら、子会社への転籍に伴う特別

退職金、固定資産の減損損失及び為替差損などの費用を計上したことにより、法人税等及び持分法による

投資損益前当期純利益は対前年同期比64.0％減の4,923百万円、当期純利益は対前年同期比86.3％減の

1,555百万円となりました。　 

　

（注）営業利益は日本の会計慣行に従い、売上高から売上原価、販売費及び一般管理費を控除して算出しております。
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オペレーティング・セグメントの業績は次のとおりです。

①　加工事業本部

ハム・ソーセージ部門、加工食品部門は、原材料価格の高騰に対し、グループ内の効率化、合理化などの

内部努力では限界があり、昨年９月に価格改定に取り組みました。流通業界の価格凍結宣言など厳しい環

境下、売上げの伸び悩みが懸念されましたが、北海道日本ハムファイターズのパ・リーグ連覇を背景とし

た大規模なセールの実施やブランド商品を中心とした積極的な販売促進を実施し、量販チャネルを中心

にコンシューマ商品の売上げを伸長させました。 

　ハム・ソーセージ部門は、価格競争の厳しい業務用ルートでは苦戦しましたが、部門横断型のプロジェ

クトにて更なる品質向上に努めた主力ブランド「シャウエッセン」やギフト商品の販売が好調であり、

売上げは微増となりました。 

　加工食品部門は、主力ブランド「中華名菜」や「天津閣」の販売が期後半より不調となりましたが、新

商品の導入効果もあったピザ・ベーカリー類のブランド「石窯工房」がこれを補い、売上げは微増とな

りました。 

　以上の結果、加工事業本部の売上高は対前年同期比2.2％増の319,468百万円、営業利益は対前年同期比

59.1％減の2,296百万円となりました。 

　

②　食肉事業本部

食肉部門は、国内におきましては、米国産牛肉が輸入再開後も販売数量の伸びない中、代替需要である

鶏肉、豚肉を中心に売上げを伸長させました。特に、消費者の国産志向、低価格志向が高まり、国産鶏肉及

び豚肉の引き合いが強まる中、自社グループ農場から全国の販売会社までの一貫体制であるインテグ

レーションシステムの強みを活かし、売上げの拡大と収益の確保を図りました。一方、豪州事業及び米国

養豚事業につきましては、飼料高などの影響を受け、依然として厳しい状況が続いております。 

　以上の結果、食肉事業本部の売上高は対前年同期比7.9％増の681,344百万円、営業利益は対前年同期比

29.3％増の14,971百万円となりました。 

　

③　関連企業本部

水産部門は、水産資源の減少と原油高を背景とした漁獲量の減少、欧州やロシア・中国の需要増による

原料高が続きました。このような中、価格改定と代替商品の提案に取り組み、寿司種を中心に売上げを伸

長させました。また、魚種ごとの専任組織体制によるマグロ販売の拡大や国内産地鮮魚の取扱いの拡大、

海外市場の開拓を図りました。その一方で在庫の削減や冷蔵拠点の削減などコスト削減にも努めました。

 

　乳製品部門は、ヨーグルト、乳酸菌飲料につきましては、春の新商品の売上げが不振で、中間期までは苦

戦しました。秋に投入した「脂肪０％」シリーズは顧客ニーズを捉え、その貢献もあり売上げは伸長しま

した。チーズにつきましては原料高の影響で苦戦しましたが、市場のニーズに対応した新商品の開発や新

規得意先の開拓を行いました。 

　以上の結果、関連企業本部の売上高は対前年同期比0.9％増の162,195百万円、営業損失は620百万円（前

年同期は683百万円の営業損失）となりました。
　

（注）当連結会計年度より連結財務諸表規則に基づくセグメント情報に代えて、米国財務会計基準審議会基準書第131号「企業

のセグメント及び関連情報に関する開示」を適用しております。

この基準書は、企業のオペレーティング・セグメントに関する情報の開示を規定しております。オペレーティング・セグ

メントは、企業の最高経営意思決定者が経営資源の配分や業績評価を行うにあたり通常使用しており、財務情報が入手可能

な企業の構成単位として定義されております。

オペレーティング・セグメントは主として商品及び提供するサービスの性質に基づき決定されております。

このため、当該項目における売上高並びに営業損益の前年同期比については、前連結会計年度分を組み替えた金額に基づ

き算出しております。
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所在地別セグメントの業績は次のとおりです。

①　日本

日本でのハム・ソーセージの売上高は主力ブランドの「シャウエッセン」やギフト商品が好調でし

たが、業務用商品の価格競争の激化が続いたこともあり微増となりました。加工食品の売上高は期後半

からの「中華名菜」、「天津閣」の不調をピザ・ベーカリー類のブランドシリーズ「石窯工房」の新商

品投入効果により補い、微増となりました。食肉の売上高は国産志向や低価格志向が強まる中、国産鶏肉

及び国産豚肉の拡販により増収となりました。水産物の売上高は寿司種、マグロ及び国内産地鮮魚の販

売拡大により増収となりました。 

　これらの結果、日本での売上高は対前年同期比6.0％増の936,855百万円となりました。営業利益は原料

価格、資材費及び燃料費の高騰で厳しい状況が続きましたが、国内食肉を中心とした売上高の拡大によ

り対前年同期比30.8％増の22,053百万円となりました。 

　

②　その他の地域

売上高は、米国での養豚事業の売上げ拡大などにより、対前年同期比2.8％増の187,876百万円となり

ました。しかしながら利益につきましては、豪州事業における飼料価格の高騰及び豪ドル高の影響によ

り厳しい状況が続きました。さらには、米国養豚事業における飼料価格の高騰や生体価格の下落による

減益要因も加わり、4,722百万円の営業損失（前年同期は608百万円の営業損失）となりました。

　

(2) キャッシュ・フローの状況

当連結会計年度における営業活動によるキャッシュ・フローは、支払手形及び買掛金の減少などはあ

りましたが、当期純利益、減価償却費、受取手形及び売掛金の減少などにより、29,109百万円の純キャッ

シュ増(前年同期は33,364百万円の純キャッシュ増)となりました。 

　投資活動によるキャッシュ・フローは、有形固定資産の取得16,008百万円及び定期預金の増加9,764百

万円などにより26,793百万円の純キャッシュ減(前年同期は19,740百万円の純キャッシュ減)となりまし

た。 

　財務活動によるキャッシュ・フローは、現金配当、短期借入金の減少及び長期債務の返済などがありま

したが、30,000百万円の普通社債発行による長期債務の増加などにより7,451百万円の純キャッシュ増

(前年同期は6,322百万円の純キャッシュ減)となりました。 

　これらの結果、当連結会計年度末の現金及び現金同等物残高は前年同期末に比べ9,767百万円増加し

44,249百万円となりました。 
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２ 【生産、受注及び販売の状況】

（1）生産実績（製造原価ベース）

区分
当連結会計年度

(自　平成19年４月１日
　至　平成20年３月31日)

前年同期比（％）

ハム・ソーセージ（百万円） 86,110 98.4

加  工  食  品（百万円） 121,381 107.7

(注)　主に加工事業本部の生産実績であります。当社グループでは、生産飼育から処理・加工・販売までのすべ

てを一貫して行っており、その生産・販売品目も主として食肉に関連した広範囲かつ多種多様なものと

なっております。また、同種の品目についても容量、形態、包装等も一様でなく、食肉等については、販売用

とハム・ソーセージ、加工食品などの原料用にも使用されており食肉等の生産実績を金額あるいは数量

で示すことが困難であります。

（2）受注状況

　　 受注生産は行っておりません。

（3）販売実績

　　 販売実績については、「１　業績等の概要」において記載しております。

　

３ 【対処すべき課題】

(1) グループ経営の質的向上

①新中期経営計画パートⅠで推進してまいりましたグループ経営を一層推し進め、経営資源である「人」

「モノ（設備）」「金（資金）」「情報」「ブランド」を全体最適の視点で配分し、グループの戦略性

と経営効率を高めてまいります。また、グループ各社の主体的な自立経営を推進していくとともにグルー

プとしての内部統制システムの構築などガバナンス機能の強化を図ってまいります。 

②グループ全体での資金管理を一層強化し、グループ内金融の拡充とグループ資金の調達・運用の効率化

を推進してまいります。また、資産の有効活用や不採算事業の見直し、在庫の適正化を図り、キャッシュ・

フローの極大化と有利子負債の圧縮を図ります。

③ＩＴの活用を積極的に行い、事業施策を支援するとともに、経営情報を充実させてスピード経営を実現し

てまいります。 

④人材育成、人事情報システムの構築、多様な人材の活用などに注力し、人的資源管理の強化を図ってまい

ります。 

(2) 事業の積極的な拡大

①当社グループは、直接お得意先を訪問するルートセールスを主体とする販売力で発展してまいりました。

営業部門は企業成長の推進エンジンとして捉え、流通構造の変化に対応して組織を再編していくととも

に、営業マンが強い意欲と高いスキルを持てるような体制の整備を図ってまいります。またグループ内の

連携強化による相乗効果で営業力をさらに高めて、事業拡大を図ってまいります。

②原料調達、製造、物流、販売を一貫するＳＣＭ体制を構築し、生産・在庫・顧客の情報を把握し、在庫と配

送の適正化を図るとともに、あらゆる段階で品質管理を徹底し、品質向上にも繋げてまいります。 

③グローバルな原料仕入のネットワークを構築し、安定的な原料の調達を行うとともに、インテグレーショ

ンシステムの海外での拡充を図り、消費者の安全・安心を担保できる体制を構築してまいります。また、

海外での売上高の拡大を図る基盤強化と人材の育成に努めてまいります。 
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(3) 株式会社の支配に関する基本方針について

①基本方針の内容 

  当社の株式は譲渡自由が原則であり、株式市場を通じて多数の投資家の皆様により、自由で活発な取引

をしていただいております。よって、当社の財務及び事業の方針の決定を支配する者の在り方について

も、当社株式の自由な取引により決定されることを基本としております。したがって、当社の財務及び事

業の方針の決定を支配することが可能な量の株式を取得する買付提案等があった場合は、賛同されるか

否かの判断についても、最終的には株主の皆様の自由な意思に依拠すべきであると考えます。 

　一方、当社は、顧客の皆様やお得意先様に対し安全で安心な商品を安定的に供給し豊かな食生活の実現

を通じて社会に貢献していきたいと考えており、当社の財務及び事業の方針の決定を支配する者は、様々

なステークホルダーとの信頼関係を維持し、当社の企業価値ひいては株主共同の利益を確保し、向上させ

る者でなければならないと考えております。したがって、企業価値ひいては株主共同の利益を毀損するお

それのある不適切な大規模買付行為又はこれに類似する行為を行う者は、当社の財務及び事業の方針の

決定を支配する者として適当でないと考えます。 

②当社の財産の有効な活用、適切な企業集団の形成その他の基本方針の実現に資する特別な取組みに関す

る具体的内容 

当社では、多数の投資家の皆様に長期的に継続して当社に投資していただくため、当社の企業価値ひい

ては株主共同の利益を向上させるための取組みとして、以下の施策を実施しております。これらの取組み

は、上記の基本方針の実現に資するものと考えております。 

「新中期経営計画パートⅡ」による企業価値向上の取組み 

　当社は、「日本国内の少子高齢化」、「グローバル競争の激化」、「流通構造の変化」、「世界的な需要

拡大による原料価格の上昇」、「原油高によるエネルギーや資材のコスト高」、「エタノール生産拡大等

の影響による飼料高」など今後も経営を取り巻く環境は厳しく、その変化も急激であると認識しており

ます。この厳しい経営環境にあって、当社は、平成18年４月に「弛まぬ変革・挑戦による企業価値向上」

をテーマに掲げた「新中期経営計画パートⅡ」（平成18年度～平成20年度）を策定し、企業価値向上の

取組みを行ってまいりました。当社は、「新中期経営計画パートⅡ」について、事業の発展、拡大と経営の

質的向上に注力していく時期と位置づけ「品質Ｎｏ.１経営の推進」、「グループ経営の質的向上と事業

の積極的拡大」、「ＣＳＲの推進とブランド価値向上」の三つの経営方針を中心に具体的な施策を進め

ております。 

③基本方針に照らして不適切な者によって当社の財務及び事業の方針の決定が支配されることを防止する

ための取組みに関する具体的内容

当社は、当社取締役会の事前の賛同を得ない特定の株主グループによる当社株式の保有割合が20％以

上となる当社株式の大規模買付行為への対応方針として、新株予約権を利用した事前警告型買収防衛策

（以下、「本プラン」といいます。）を平成20年５月16日開催の当社取締役会で決議し、平成20年６月26

日開催の定時株主総会においてご承認いただき導入いたしました。本プランの有効期限は平成21年６月

開催予定の第64回定時株主総会終結の時までとなっておりますが、それ以降も、定時株主総会において本

プランの継続又は修正に関して株主の皆様の意思を確認させていただきます。 

　本プランは、将来当社や当社のステークホルダーの利益を害する濫用的な買収が行われた場合には、当

社は対抗措置として全株主の皆様に対して一部取得条項付新株予約権を交付し、当該濫用的買収者とそ

の一定範囲の関係者以外の株主の皆様が新株予約権を行使又は会社による取得により、極めて低い価額

又は無償で当社普通株式を取得できるようにする仕組みであります。

本プランは、合理的な範囲で利用されるよう、以下の仕組みを備えております。 

ａ．本プランの継続又は修正に関して定時株主総会における普通決議による承認を効力発生条件　　　　と

する仕組み 

ｂ．本プランの有効期限を翌定時株主総会終結の時までとし、再度定時株主総会にて株主の皆様の意思

を確認させていただくという１年間のサンセット条項の設定 

ｃ．当社の業務執行を行う経営陣から独立している社外有識者により構成される企業価値評価委員会

が、大規模買付者、大規模買付提案の内容について検討を行い、本プランに定める対抗措置の発動の必要

性の有無等について取締役会に勧告し、取締役会はその勧告を最大限尊重する仕組み 

ｄ．対抗措置の発動・不発動の判断のための客観的かつ合理的な要件の設定 

ｅ．取締役会に対する勧告の検討に際し、企業価値評価委員会による第三者専門家の意見の取得を可能

とする仕組み 

EDINET提出書類

日本ハム株式会社(E00334)

有価証券報告書

 14/113



４ 【事業等のリスク】

当社グループの経営成績及び財政状況等に影響を及ぼす可能性のある主なリスクには、以下のようなも

のがあります。なお、これらには将来に関する事項が含まれておりますが、当該事項は、当連結会計年度末現

在において判断したものであります。

 (1) 商品市況リスク

  当社グループは、食肉及び食肉関連加工品を中心に取り扱っており、販売用食肉はもとより、ハム・

ソーセージ、加工食品などの原料用にも食肉が使用されているため、畜産物の相場変動によるリスクがあ

ります。さらに、これらの食肉を供給する生産飼育事業においては、商品市況はもちろん、飼料価格の変動

にも影響を受けることとなります。

　これらの価格変動リスクに対して、商品調達ルートの分散化、商品先物契約の利用、高付加価値製品の開

発、特徴のあるマーケティング戦略の確立などに努め、また、製品需要を見越した安定的な原材料の確保、

食肉の適正在庫水準の維持などを行っております。 

　なお、疾病(ＢＳＥ、鳥インフルエンザ、口蹄疫など)の発生やセーフガード(緊急輸入制限措置)の発動な

どによる価格変動が当社グループの経営成績に影響を与える可能性があります。  

 (2) 為替リスク

当社グループは、様々な通貨による外貨建の輸出入業務を行っており、それらの取引から生ずる債権債

務、確定契約及び予定取引を起因とした為替相場変動リスクがあります。最も影響を受ける為替リスク

は、米国ドルに関連するものであります。為替相場変動リスクを軽減するため、当社グループは先物外国

為替契約、通貨スワップ契約及び通貨オプション契約を利用しております。

　当社は、これらの外貨建取引に係るリスクヘッジを行うための為替リスク管理方針を定め、為替相場を

継続的に監視し、為替相場変動リスクを定期的に評価しております。全ての先物外国為替契約、通貨ス

ワップ契約及び通貨オプション契約は、当該為替リスク管理方針、取引権限及び取引限度額を定めた社内

規程に基づいて行われております。 

 (3) 金利リスク

  当社グループは、必要資金の大部分を外部からの借入金等有利子負債により調達しており、常に金利変

動リスクがあります。

　なお、平成20年３月末時点の有利子負債1,835億円の大部分は固定金利であり、金利上昇による直接的な

影響については当面軽微であると思われますが、今後の資金需要増大に伴う調達コスト上昇に備えるた

め、営業活動によるキャッシュ・フローの増大、減価償却費の範囲内で設備投資を行うことなどの有利子

負債の削減策を講じております。 

　しかしながら、将来的な金利上昇局面において、当社の調達条件が悪化する可能性があります。  

 (4) 株価リスク

　当社グループの保有している有価証券は、取引先などの株式が中心であるため、市場価格の変動に基づ

く株価リスクがあります。

　平成20年３月末時点では、全体として含み益の状態となっておりますが、今後の株価動向次第では業績

及び財政状態に悪影響を及ぼす可能性があります。

 (5) 自然災害や社会的な制度等のリスク

　当社グループは世界各国におきまして事業活動を行っております。これらの事業活動地域においては、

つぎのようなリスクがあります。これらの事象が発生した場合は、当社グループの業績に悪影響を及ぼす

可能性があります。

・地震等の自然災害の発生 

・予期しない法律または諸規制の設定または改廃 

・予期しない不利な経済的または政治的要因の発生 

・テロ、紛争等の発生 

・世界的な鳥インフルエンザ等の感染性疾病の流行等による社会的混乱  

EDINET提出書類

日本ハム株式会社(E00334)

有価証券報告書

 15/113



 (6) 資材調達等に係るリスク

　当社グループは、生産の効率化や在庫ロス・物流コスト削減に取り組んでおりますが、原油高等に伴う

資材調達コスト、燃料費及び物流費等の上昇が取り組み範囲を超えた場合、当社グループの業績に悪影響

を及ぼす可能性があります。

 (7) 固定資産の減損損失リスク

　当社グループが保有する固定資産の価値が経済情勢等の変化により下落した場合には、必要な減損処理

を実施することになり、当社グループの業績及び財政状態に悪影響を及ぼす可能性があります。

 (8) 個人情報漏洩リスク

　当社グループは、保有する個人情報の保護・管理について「個人情報管理規程」を定めるとともに、従

業員教育等を通じ、厳正な管理に努めております。しかしながら、予期せぬ事態により情報の流出等が発

生した場合には、社会的信用の低下などにより、当社グループの業績に悪影響を及ぼす可能性がありま

す。

 (9) 安全性のリスク

  当社グループは、品質管理システム（ＩＳＯ、ＨＡＣＣＰ等）の取得に取り組むなど厳しい品質管理体

制を構築しており、今後とも品質向上の取組みを一層強化し安全性の確保に努めてまいります。しかしな

がら、これらの取り組みの範囲を超えた品質問題が発生した場合には、当社グループの業績に悪影響を及

ぼす可能性があります。

　

５ 【経営上の重要な契約等】

該当事項はありません。
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６ 【研究開発活動】

当社グループの事業を支える基礎研究から、応用研究、商品開発に及ぶ研究開発活動は、中央研究所、商品

開発研究所及び関連企業の開発部門において推進されています。中央研究所を中核に「食と健康」、「食の

安全・安心」、「食肉・食品の高付加価値化」をキーワードに、当社グループ事業における技術革新及び新

規事業へ繋がる研究開発を展開しています。 

　当連結会計年度の取り組みは以下の通りです。 

(1) 食肉事業やグループ部門を支援する研究開発

当社グループの基幹事業である食肉事業分野におけるテーマを中心に関連部門と密接に連携して研究

開発に取り組んでいます。健康な家畜を効率的に生産することを目的に、遺伝子工学等の先端的手法を応

用した疾病診断技術や、衛生管理を含めた総合的な技術開発を行っています。また、昨今の飼料の高騰化

あるいは環境問題に対応するための研究戦略として、“畜産バイオマス（例えば牛乳生産や屠場に産出

する蛋白資源）の飼料としての高度利用”を目的とする開発テーマを産官学連携の下に取り組み、着実

に進展させました。 

　また、加工事業部門その他グループ部門ともタイアップして、健康に注目した製品開発を推進しました。

当研究所が独自に発見した抗アレルギー作用を持つ植物性乳酸菌を用いたヨーグルトや整腸作用を謳っ

た特定保健用食品（「からだほほえむ」ロースハム、ボロニアソーセージ）が商品化に至りました。 

(2) 食品検査試薬の事業化及び当社の品質保証を支える研究開発

食品中のアレルゲン物質を検出する検査キットをコア商品として、食品微生物検査キットの開発品も

加えて、新しい事業の育成を目指しています。当連結会計年度中には、新規商品として、「FASTKITエライ

ザ大豆キット」を、微生物キットでは世界初となる「腸管出血性大腸菌O-26、O-111」イムノクロマトを

開発し、販売を開始しました。これらの商品群を新規事業に育てるとともに、当社商品の安心・安全の確

保に繋げてまいります。 

　なお、昨今の食品安全問題（農薬混入・畜種偽装等）に伴い生じた迅速を要する当社商品の検査活動に

おいても、先端的な分析技術を駆使し部門を支援しています。  

(3) 健康に有用な機能性素材の研究開発

当社グループの有する豊富な畜水産資源を活用して、健康に役立つ機能性素材を開発し、健康関連食品

向けの材料として供給する新事業の構築を目指しています。美容・健康効果を訴求した豚由来材料の新

素材であるエラスチン、プラセンタは市場に浸透しつつあります。また、水産素材として、「海洋性β-グ

ルカン（海藻由来）」を開発し、市場に導入しました。 なお、(独)生物系特定産業技術研究支援センター

より民間実用化研究促進事業課題として採択された血圧低下・血管保全作用を有する鶏コラーゲンペプ

チドの研究開発は、機能・安全性についての実証研究も順調に進展し、継続して研究成果の具現化を図り

ます。 

　当社グループのオリジナリティー、健康効果に関するエビデンスを重視するとともに、海外展開も視野

に入れて市場ニーズを捉えながら事業の育成に挑戦します。 

　

  当連結会計年度の当社グループ全体の研究開発費は、2,283百万円です。

　

  なお、当社グループの研究開発活動は、主として食品事業活動に必要な基礎から商品開発に及ぶさまざ

まな研究開発を行っており、特定のセグメントに関連付けることが困難であります。
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７ 【財政状態及び経営成績の分析】

　

文中における将来に関する事項は、当連結会計年度末現在において当社グループが判断したものであり

ます。

(1) 連結財務諸表作成基準

当社の連結財務諸表は、米国で一般に公正妥当と認められている会計原則に準拠して作成しております。

したがって、当連結財務諸表の作成に当たっては、主としてわが国の会計慣行に準拠して作成された会計帳

簿に記帳された数値に対していくつかの修正を加えております。米国で一般に公正妥当と認められている

会計原則に準拠した財務諸表の作成にあたり、連結会計年度末日現在の資産・負債の金額、偶発的な資産・

負債の開示及び報告対象期間の収益・費用の金額に影響を与える様々な見積りや仮定を用いております。

実際の結果は、これらの見積りなどと異なる場合があります。また、当連結会計年度の表示に合わせて、前連

結会計年度の数値を一部組替えて表示しております。

　

(2) 当連結会計年度の経営成績の分析

①　売上高

ハム・ソーセージは、価格競争の厳しい業務用ルートでは苦戦しましたが、部門横断型のプロジェクトに

て更なる品質向上に努めた主力ブランド「シャウエッセン」やギフト商品の販売が好調であり、対前年同

期比0.6％増の132,820百万円となりました。

　加工食品は、主力ブランド「中華名菜」や「天津閣」の販売が期後半より不調となりましたが、新商品の

導入効果もあったピザ・ベーカリー類のブランド「石窯工房」がこれを補い、対前年同期比0.8％増の

185,734百万円となりました。

　食肉は、国内におきましては、米国産牛肉が輸入再開後も販売数量の伸びない中、代替需要である鶏肉、豚

肉を中心に売上げを伸長させ、対前年同期比9.3％増の557,969百万円となりました。

　水産物は、価格改定と代替商品の提案に取り組み、寿司種を中心に売上げが伸長し、対前年同期比3.4％増

の86,226百万円となりました。

　乳製品部門は、ヨーグルト、乳酸菌飲料につきましては、春の新商品の売上げが不振で、中間期までは苦戦

しましたが、秋に投入した「脂肪０％」シリーズは顧客ニーズを捉え、その貢献もあり対前年同期比1.3％

増の22,124百万円となりました。

　これらの結果、売上高は、対前年同期比5.6％増の1,032,291百万円となりました。

②　損益状況

売上原価は、対前年同期比6.7％増の843,007百万円となり、売上高に対する比率につきましては前期

80.8％に対して当期は81.7％となりました。売上総利益は、売上高の増加により、対前年同期比1.0％増の

189,284百万円となりました。販売費及び一般管理費は、物流費が原油高などの影響で増加し、対前年同期比

0.4％増の171,793百万円となりましたが、売上高に対する比率は前期17.5％に対して当期16.6％となりま

した。

　法人税等及び持分法による投資損益前当期純利益は、売上総利益が増加したものの、子会社への転籍に伴

う特別退職金、固定資産の減損損失及び為替差損などの費用を計上したことにより、対前年同期比64.0％減

の4,923百万円となりました。

　法人税等及び持分法による投資損益前当期純利益に対する法人税実効税率は、繰延税金資産に対する評価

性引当金の増加や、海外子会社の税率差などにより、前期15.0％が当期68.2％となりました。

　これらの結果、当期純利益は対前年同期比86.3％減の1,555百万円となり、１株当たり当期純利益は6.81円

となりました。
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③　財政状態

当連結会計年度末の総資産は、対前年同期末比0.7％減の608,809百万円となりました。資産の部では、受

取手形及び売掛金が対前年同期末比5.3％減の110,084百万円、棚卸資産が対前年同期末比2.1％減の

112,218百万円となりましたが、現金及び現金同等物が対前年同期末比28.3％増の44,249百万円、定期預金

が対前年同期末比145.7％増の16,289百万円となったことなどにより、流動資産は対前年同期末比4.2％増

の304,726百万円となりました。有形固定資産は新規取得が減価償却の範囲であったこと及び固定資産の減

損損失などにより対前年同期末比4.2％減の246,874百万円となりました。投資及び長期債権は、その他投資

有価証券の未実現評価益が減少したことなどにより対前年同期末比16.6％減の31,722百万円となりまし

た。 

　負債の部では、一年以内に期限の到来する長期債務は対前年同期末比56.1％増の18,540百万円となりまし

たが、支払手形及び買掛金が対前年同期末比7.2％減の87,296百万円、短期借入金が対前年同期末比13.6％

減の56,427百万円となったことなどにより、流動負債は対前年同期末比5.1％減の191,527百万円となりま

した。長期債務は長期借入金の約定弁済や普通社債の一年以内に期限の到来する長期債務への振替なども

ありましたが、当連結会計年度において30,000百万円の普通社債を発行したことなどにより対前年同期末

比16.6％増の110,940百万円となりました。なお、有利子負債は前年同期末から12,328百万円増加し183,539

百万円となりました。 

　株主資本につきましては、外貨換算調整勘定、売却可能有価証券未実現評価損益などその他包括利益累計

額が前年同期末から8,910百万円減少したことなどにより対前年同期末比3.7％減の287,457百万円となり

ました。この結果、株主資本比率は1.5％低下し47.2％となりました。 

　

(3) 経営成績に重要な影響を与える要因について

世界的な飼料相場高による飼料価格の高騰や、ＢＳＥ・鳥インフルエンザなど疾病の新たな発生等は、販

売数量減や消費の減退、原料価格の高騰に繋がり、事業に多大な影響を与えることが懸念されますが、この

ような環境下においても、個々の事業が、それぞれの市場で最適な戦略・組織で強みを発揮し、全員が顧客

視点で事業、業務に取り組む所存であります。

　

(4) 経営者の問題認識と今後の方針について

　次期も厳しい環境が続くことが予測されます。新中期経営計画パートⅡで掲げた方針を基軸に効率化戦略

と成長戦略を強力に推進し、事業の拡大と収益力の強化を図ってまいります。 

　加工事業本部におきましては、今後も原材料及び燃料費などの高騰が見込まれるため、生産拠点の最適化

や不採算事業の見直しなどの構造改革を継続的に実施し、コスト競争力を強化してまいります。当社独自の

ロジスティクス体制を再構築し、ムリ・ムダの排除による生産の効率化や在庫ロス、物流コストの削減と営

業力強化に繋げてまいります。また、製販の一層の連携強化により、エリアマーケティングを深耕させ、きめ

細かく顧客ニーズに対応してまいります。既存商品におけるカテゴリーＮｏ．１戦略と新規カテゴリーの

商品やグループの国内原料を活用した商品などの高付加価値商品の開発により価値訴求型営業を展開し、

売上げの拡大に取り組みます。 

　食肉事業本部におきましても、飼料価格の高騰が生産部門のコストアップ要因となり、厳しい経営環境が

続くことが予測されます。このような中、自社農場から販売まで一貫したインテグレーションシステムを持

つ強みを活かし、グループの連携を強化してブランド戦略を推進してまいります。消費者の国産志向が強ま

る中、国内の自社生産体制の拡充と社外仕入機能を強化し、国内販売のシェア向上を図ってまいります。ま

た、ここ数年不振の続いた豪州事業については、生産部門のコスト削減のみならず、事業の選択と集中を図

り、その構造を改革いたします。あわせて、グローバルな販売力を強化し、収益向上を図ってまいります。 

　関連企業本部におきましては、水産事業は、水産物の相場高騰が続く中、販路の拡大とともに国内・海外の

パートナー企業との連携を強化し、新産地、新商材を開拓し、他社との差別化を図ってまいります。また、海

外拠点から第三国への輸出の拡大も図ってまいります。乳製品事業についても、原材料が高騰しております

が、ＣＳ（顧客満足）視点での高付加価値商品の開発と大口ユーザーへの取組みを強化し、売上げの拡大を

図ってまいります。また、新規事業領域の開発も行ってまいります。 

　品質向上の取組みにつきましては、全グループが一体となって安全と品質グレードの維持向上を図る活動

EDINET提出書類

日本ハム株式会社(E00334)

有価証券報告書

 19/113



を展開し、グループの強みと技術の機能的な活用、顧客とのコミュニケーション活動の中から求められる商

品・サービスの開発を積極的に進めてまいります。 

　また環境への関心が高まる中、環境配慮容器の開発やバイオディーゼル燃料の使用などにより環境問題に

対しましても積極的に取り組んでまいります。 

　その他にも食育やスポーツを通した地域活動など日本ハムらしいＣＳＲの推進を図ってまいります。 

　以上のようにグループを取り巻く環境は大変厳しく、課題も山積しておりますが、新中期経営計画パート

Ⅱの最終年として、これまでの取組みを最大限成果に導くとともに、次期中期経営計画に繋げてまいりま

す。そして「グローバル競争に勝ち抜く企業集団」を目指してまいります。 
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第３ 【設備の状況】

１ 【設備投資等の概要】

当社グループ(当社及び連結子会社)は、生産飼育から処理・加工・製造・流通・販売までのすべてを自

社で一貫して行うインテグレーションシステムを構築しており、その中で設備の充実、合理化及び強化を図

るため必要な設備投資を実施しております。

当連結会計年度の設備投資額は総額約186億円で、その主なものは次のとおりであります。

　

　加工事業本部

当社では、ハム・ソーセージ及び加工食品の生産設備及び営業設備の増設・更新などに約24億円の設備

投資を実施しました。 

　連結子会社では、日本ハム食品株式会社を中心にハム・ソーセージ及び加工食品の生産設備などの増設・

更新などに約40億円の設備投資を実施しました。 

　

　食肉事業本部

当社では、営業設備の更新・充実などに約12億円の設備投資を実施しました。。

　連結子会社では、日本ホワイトファーム株式会社、インターファーム株式会社、Texas Farm,LLCなどの生産

飼育設備の更新・充実などに約47億円、中日本フード株式会社などの営業設備の充実に約16億円、日本フー

ドパッカー株式会社などの加工・処理設備の更新・充実に約15億円など合計約78億円の設備投資を実施し

ました。

　

　関連企業本部

日本ピュアフード株式会社の生産設備の更新、日本ルナ株式会社、マリンフーズ株式会社などの乳製品及

び水産物の生産設備・営業設備の更新などに約11億円の設備投資を実施しました。

　

２ 【主要な設備の状況】

当社グループにおける主要な設備は、以下のとおりです。

(1) 提出会社

　

事業所名
(所在地)

オペレー
ティング・
セグメント
の名称

設備の内容
帳簿価額(百万円) 従業

員数
(名)

建物及び
構築物

機械装置
及び運搬具

土地
(面積千㎡)

その他 合計

茨城工場
(茨城県筑西市)

加工事業本部
ハム・
ソーセージ
製造設備

4,470 2,987
2,130
(89)

134 9,721
180
(514)

兵庫工場
(兵庫県加古川市)

〃 〃 1,598 1,682
355
(56)

26 3,661
129
(259)

徳島工場
(徳島県石井町)

〃 〃 1,930 1,925
465
(65)

27 4,347
105
(402)

諫早工場
(長崎県諫早市)

〃
加工食品
製造設備

2,268 1,684
1,198
(49)

37 5,187
56

(625)

中央研究所
(茨城県つくば市)

その他 研究開発設備 651 119
1,101
(38)

102 1,973 37

本社ほか
(大阪市中央区)

〃 ― 750 13
641
(75)

202 1,606 224
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(2) 国内子会社

加工事業本部
　

会社名
事業所名
(所在地)

設備の内容

帳簿価額(百万円) 従業
員数
(名)建物及び

構築物
機械装置
及び運搬具

土地
(面積千㎡)

その他 合計

静岡日本ハム㈱
本社工場
静岡県吉田町

ハム・
ソーセージ
製造設備

1,741 873
―
(―)

35 2,649
110
(234)

日本ハム食品㈱

本社工場
他２工場
三重県
木曽岬町

加工食品
製造設備

9,369 6,558
3,898
(131)

137 19,962
209
(716)

日本ハム惣菜㈱

本社工場
他３工場
１事業所
新潟県三条市

〃 1,634 1,032
1,510
(57)

27 4,203
197
(409)

南日本ハム㈱
本社工場
他10事業所
宮崎県日向市

ハム・
ソーセージ
製造販売設備

1,355 977
703
(88)

42 3,077
273
(461)

　
食肉事業本部

　

会社名
事業所名
(所在地)

設備の内容

帳簿価額(百万円) 従業
員数
(名)建物及び

構築物
機械装置
及び運搬具

土地
(面積千㎡)

その他 合計

日本ホワイトファー
ム㈱

本社
他４事業所
青森県横浜町

生産飼育設備 10,673 2,180
1,596
(3,106)

439 14,888
518

(1,160)

インターファーム㈱

本社
他５事業所
青森県おいら
せ町

〃 9,880 1,459
1,937
(3,879)

1,189 14,465
450
(164)

日本フードパッカー
㈱

本社工場
他４工場
青森県おいら
せ町

食肉
処理加工設備

3,694 1,537
1,055
(184)

109 6,395
375
(530)

東日本フード㈱
本社
他26事業所
札幌市北区

食肉販売設備 710 47
2,436
(67)

60 3,253
315
(68)

関東日本フード㈱
本社
他33事業所
東京都品川区

〃 1,547 127
6,332
(79)

33 8,039
600
(83)

中日本フード㈱
本社
他27事業所
名古屋市中区

〃 1,805 144
6,919
(66)

24 8,892
555
(43)

西日本フード㈱
本社
他29事業所
福岡市博多区

〃 2,060 179
7,053
(141)

31 9,323
495
(80)

日本物流センター㈱
(注)２

本社
川崎市川崎区
関西事業所
兵庫県西宮市

冷蔵冷凍
倉庫設備

20 16
5,812
(53)
［29］

29 5,877
93
(24)

　
関連企業本部

　

会社名
事業所名
(所在地)

設備の内容

帳簿価額(百万円) 従業
員数
(名)建物及び

構築物
機械装置
及び運搬具

土地
(面積千㎡)

その他 合計

日本ルナ㈱

本社工場他１
工場８事業所
大阪府東大阪
市

ヨーグルト類製
造販売設備

892 1,024
994
(5)

48 2,958
146
(120)

日本ピュアフード㈱
本社
他６事業所
東京都品川区

食肉
処理加工設備

4,124 905
5,322
(82)

32 10,383
289
(439)

マリンフーズ㈱
本社他１工場
55事業所
東京都品川区

水産物
製造販売設備

1,733 734
2,219
(86)

23 4,709
707
(281)

㈱宝幸
本社他４工場
10事業所
東京都品川区

水産加工品
製造販売設備
チーズ

製造販売設備

1,926 1,331
986
(37)

35 4,278
307
(312)
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(3) 在外子会社

食肉事業本部

　

会社名
事業所名
(所在地)

設備の内容

帳簿価額(百万円) 従業
員数
(名)建物及び

構築物
機械装置
及び運搬具

土地
(面積千㎡)

その他 合計

Texas Farm,
LLC

本社
Perryton,Tx.
U.S.A.

生産飼育設備 4,005 599
492

(35,125)
948 6,044

325
(51)

Oakey Abattoir
Pty.Ltd.

本社
Oakey,Qld.
Australia

食肉
処理加工設備

2,183 3,480
111

(3,806)
25 5,799

682
(76)

New Wave Leathers
Pty.Ltd.

本社
Toowoomba,Qld.
Australia

食肉副産物
処理加工設備

619 1,689
231

(2,886)
31 2,570

241
(44)

(注) １　帳簿価額のうち「その他」は、工具・器具及び備品、生物及び建設仮勘定の合計であります。なお、金額には消

費税等を含んでおりません。

２　土地の一部を賃借しております。年間賃借料は525百万円であり、賃借している土地の面積は［　］で外書きし

ております。

３　従業員数の(　)は、臨時従業員数を外書きしております。
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３ 【設備の新設、除却等の計画】

当社グループでは、期末時点において設備計画等を当社及び子会社別に大枠で決定していますので、オペレーティン

グ・セグメントごとの数値を開示する方法によっております。

当連結会計年度後１年間の設備投資計画は21,000百万円であり、オペレーティング・セグメントごとの内訳は次のと

おりです。

　
オペレーティング・
セグメントの名称

平成20年３月末
計画金額(百万円)

設備等の主な内容・目的 資金調達方法

加工事業本部 8,600
ハム・ソーセージ及び加工食品の生産設備及び
営業設備などの増設及び更新

自己資金及び社債

食肉事業本部 10,600
生産飼育設備、加工・処理設備及び営業設備の
増設・更新及び充実

同上

関連企業本部 1,700
水産物及び乳製品の生産設備・営業設備の充実
 

同上

小計 20,900

消去調整他 100

合計 21,000

(注) １　金額には消費税等は含んでおりません。

２　経常的な設備の更新のための除・売却を除き、重要な設備の除・売却の計画はありません。

３　各セグメントの設備計画の概要は次のとおりです。

　

加工事業本部

当社では、ハム・ソーセージ及び加工食品の生産設備及び営業設備の増設・更新などに5,300百万円の設備投資を計画

しております。　

　連結子会社では、日本ハム食品㈱を中心にハム・ソーセージ及び加工食品の生産設備などの増設・更新などに3,300百

万円の設備投資を計画しております。

　

食肉事業本部

当社では、営業設備の更新・充実などに1,600百万円の設備投資を計画しております。

　連結子会社では、日本ホワイトファーム㈱、インターファーム㈱、Texas Farm,LLCなどの生産飼育設備の更新・充実など

に3,000百万円、東日本フード㈱などの営業設備の充実に3,800百万円、日本フードパッカー㈱などの加工・処理設備の更

新・充実などに1,400百万円の設備投資を計画しております。

　

関連企業本部

マリンフーズ㈱、日本ルナ㈱を中心に水産物・乳製品の生産設備・営業設備の充実などに1,700百万の設備投資を計画

しております。
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第４ 【提出会社の状況】

１ 【株式等の状況】

(1) 【株式の総数等】

① 【株式の総数】

　

種類 発行可能株式総数(株)

普通株式 570,000,000

計 570,000,000

　

② 【発行済株式】

　

種類
事業年度末現在
発行数(株)

(平成20年３月31日)

提出日現在
発行数(株)

(平成20年６月27日)

上場金融商品取引所名
又は登録認可金融商品
取引業協会名

内容

普通株式 228,445,350228,445,350

東京証券取引所
（市場第一部）
大阪証券取引所
（市場第一部）
ルクセンブルク
　証券取引所(CDR)

―

計 228,445,350228,445,350 ― ―
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(2) 【新株予約権等の状況】

当社は、旧商法の規定に基づき新株予約権を発行しております。

株主総会の決議日（平成16年６月25日）

事業年度末現在 提出日の前月末現在

（平成20年３月31日） （平成20年５月31日）

新株予約権の数（個） 102 同左

新株予約権のうち自己新株予約権の数 ― ―

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式 同左

新株予約権の目的となる株式の数（株） 102,000 同左

新株予約権の行使時の払込金額（円） １株当たり１円 同左

新株予約権の行使期間 平成16年７月13日～平成36年６月30日 同左

新株予約権の行使により株式を発行する場合

の株式の発行価格及び資本組入額（円）

発行価格　　　１円

資本組入　　　１円

同左

　

新株予約権の行使の条件 新株予約権の割当を受けた者は、当社

の役員等のいずれの地位をも喪失した

日の１年後の日の翌日から新株予約権

を行使できるものとする。その他の条

件は、取締役会の決議に基づき、当社と

新株予約権の割当を受けたものとの間

で締結する「新株予約権割当契約書」

で定めるところによる。

同左

新株予約権の譲渡に関する事項 新株予約権の譲渡、担保権の設定、遺贈

その他の処分の禁止。
同左

代用払込みに関する事項 ― ―

組織再編成行為に伴う新株予約権の交付に
関する事項 ― ―

　

株主総会の決議日（平成17年６月28日）

事業年度末現在 提出日の前月末現在

（平成20年３月31日） （平成20年５月31日）

新株予約権の数（個） 99 同左

新株予約権のうち自己新株予約権の数 ― ―

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式 同左

新株予約権の目的となる株式の数（株） 99,000 同左

新株予約権の行使時の払込金額（円） １株当たり１円 同左

新株予約権の行使期間 平成17年７月12日～平成37年６月30日 同左

新株予約権の行使により株式を発行する場合

の株式の発行価格及び資本組入額（円）

発行価格　　　１円

資本組入　　　１円

同左

　

新株予約権の行使の条件 新株予約権の割当を受けた者は、当社

の役員等のいずれの地位をも喪失した

日の１年後の日の翌日から新株予約権

を行使できるものとする。その他の条

件は、取締役会の決議に基づき、当社と

新株予約権の割当を受けたものとの間

で締結する「新株予約権割当契約書」

で定めるところによる。

同左

新株予約権の譲渡に関する事項 新株予約権の譲渡、担保権の設定、遺贈

その他の処分の禁止。
同左

代用払込みに関する事項 ― ―

組織再編成行為に伴う新株予約権の交付に
関する事項 ― ―

　

EDINET提出書類

日本ハム株式会社(E00334)

有価証券報告書

 26/113



　当社は、会社法の規定に基づき新株予約権を発行しております。 

株主総会の決議日（平成18年６月28日）

事業年度末現在 提出日の前月末現在

（平成20年３月31日） （平成20年５月31日）

新株予約権の数（個） 121 同左

新株予約権のうち自己新株予約権の数 ― ―

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式 同左

新株予約権の目的となる株式の数（株） 121,000 同左

新株予約権の行使時の払込金額（円） １株当たり１円 同左

新株予約権の行使期間 平成18年８月９日～平成38年６月30日 同左

新株予約権の行使により株式を発行する場合

の株式の発行価格及び資本組入額（円）

発行価格　　　１円

資本組入　　　１円

同左

　

新株予約権の行使の条件 新株予約権者は、当社及び関係会社

（当社の出資比率が20％以上の会社を

いう。）の取締役、監査役及び執行役員

のいずれの地位をも喪失した日の１年

後の翌日から４年を経過する日までの

間に限り新株予約権を行使できるもの

とする。その他の条件は、取締役会の決

議に基づき、当社と新株予約権の割当

を受けたものとの間で締結する「新株

予約権（株式報酬型ストックオプショ

ン）割当契約書」で定めるところによ

る。

同左

新株予約権の譲渡に関する事項 新株予約権の譲渡、担保権の設定、遺贈

その他の処分の禁止。
同左

代用払込みに関する事項 ― ―

組織再編成行為に伴う新株予約権の交付に
関する事項 （注） 同左

（注）当社が、合併（当社が合併により消滅する場合に限る。）、吸収分割、新設分割、株式交換又は株式移転（以上を総称

して以下、「組織再編行為」という。）をする場合において、組織再編行為の効力発生の時点において残存する新株

予約権（以下、「残存新株予約権」という。）の新株予約権者に対し、それぞれの場合につき、会社法第236条第１項

第８号のイからホまでに掲げる株式会社（以下、「再編対象会社」という。）の新株予約権を以下の条件に基づき

それぞれ交付することとする。この場合においては、残存新株予約権は消滅し、再編対象会社は新株予約権を新たに

発行するものとする。ただし、以下の条件に沿って再編対象会社の新株予約権を交付する旨を、吸収合併契約、新設

合併契約、吸収分割契約、新設分割計画、株式交換契約又は株式移転計画において定めた場合に限るものとする。

　

①交付する再編対象会社の新株予約権の数 

　残存新株予約権の新株予約権者が保有する新株予約権の数と同一の数をそれぞれ交付するものとする。 

②新株予約権の目的である再編対象会社の株式の種類 

　再編対象会社の普通株式とする。 

③新株予約権の目的である再編対象会社の株式の数 

　組織再編行為の条件等を勘案の上、決定する。 

④新株予約権の行使に際して出資される財産の価額 

　交付される各新株予約権の行使に際して出資される財産の価額は、以下に定める再編後払込金額に上記③に従

　って決定される当該各新株予約権の目的である再編対象会社の株式の数を乗じて得られる金額とする。再編後

　払込金額は、交付される各新株予約権を行使することにより交付を受けることができる再編対象会社の株式１

　株当たり１円とする。 

⑤新株予約権を行使することができる期間 

　上記に定める新株予約権を行使することができる期間の開始日と組織再編行為の効力発生日のうちいずれか遅

　い日から、上記に定める新株予約権を行使することができる期間の満了日までとする。 

⑥新株予約権の行使により株式を発行する場合における増加する資本金及び資本準備金に関する事項 

　組織再編行為の条件等を勘案の上、決定する。 

⑦譲渡による新株予約権の取得の制限 

　譲渡による新株予約権の取得については、再編対象会社の取締役会の決議による承認を要するものとする。 

株主総会の決議日（平成19年６月27日）

事業年度末現在 提出日の前月末現在

EDINET提出書類

日本ハム株式会社(E00334)

有価証券報告書

 27/113



（平成20年３月31日） （平成20年５月31日）

新株予約権の数（個） 98 同左

新株予約権のうち自己新株予約権の数 ― ―

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式 同左

新株予約権の目的となる株式の数（株） 98,000 同左

新株予約権の行使時の払込金額（円） １株当たり１円 同左

新株予約権の行使期間 平成19年７月27日～平成39年６月30日 同左

新株予約権の行使により株式を発行する場合

の株式の発行価格及び資本組入額（円）

発行価格　　　１円

資本組入　　　１円

同左

　

新株予約権の行使の条件 新株予約権者は、当社及び関係会社

（当社の出資比率が20％以上の会社を

いう。）の取締役、監査役及び執行役員

のいずれの地位をも喪失した日の１年

後の翌日から４年を経過する日までの

間に限り新株予約権を行使できるもの

とする。その他の条件は、取締役会の決

議に基づき、当社と新株予約権の割当

を受けたものとの間で締結する「新株

予約権（株式報酬型ストックオプショ

ン）割当契約書」で定めるところによ

る。

同左

新株予約権の譲渡に関する事項 新株予約権の譲渡、担保権の設定、遺贈

その他の処分の禁止。
同左

代用払込みに関する事項 ― ―

組織再編成行為に伴う新株予約権の交付に
関する事項 （注） 同左

（注）当社が、合併（当社が合併により消滅する場合に限る。）、吸収分割、新設分割、株式交換又は株式移転（以上を総称

して以下、「組織再編行為」という。）をする場合において、組織再編行為の効力発生の時点において残存する新株

予約権（以下、「残存新株予約権」という。）の新株予約権者に対し、それぞれの場合につき、会社法第236条第１項

第８号のイからホまでに掲げる株式会社（以下、「再編対象会社」という。）の新株予約権を以下の条件に基づき

それぞれ交付することとする。この場合においては、残存新株予約権は消滅し、再編対象会社は新株予約権を新たに

発行するものとする。ただし、以下の条件に沿って再編対象会社の新株予約権を交付する旨を、吸収合併契約、新設

合併契約、吸収分割契約、新設分割計画、株式交換契約又は株式移転計画において定めた場合に限るものとする。

　

①交付する再編対象会社の新株予約権の数 

　残存新株予約権の新株予約権者が保有する新株予約権の数と同一の数をそれぞれ交付するものとする。 

②新株予約権の目的である再編対象会社の株式の種類 

　再編対象会社の普通株式とする。 

③新株予約権の目的である再編対象会社の株式の数 

　組織再編行為の条件等を勘案の上、決定する。 

④新株予約権の行使に際して出資される財産の価額 

　交付される各新株予約権の行使に際して出資される財産の価額は、以下に定める再編後払込金額に上記③に従

　って決定される当該各新株予約権の目的である再編対象会社の株式の数を乗じて得られる金額とする。再編後

　払込金額は、交付される各新株予約権を行使することにより交付を受けることができる再編対象会社の株式１

　株当たり１円とする。 

⑤新株予約権を行使することができる期間 

　上記に定める新株予約権を行使することができる期間の開始日と組織再編行為の効力発生日のうちいずれか遅

　い日から、上記に定める新株予約権を行使することができる期間の満了日までとする。 

⑥新株予約権の行使により株式を発行する場合における増加する資本金及び資本準備金に関する事項 

　組織再編行為の条件等を勘案の上、決定する。 

⑦譲渡による新株予約権の取得の制限 

　譲渡による新株予約権の取得については、再編対象会社の取締役会の決議による承認を要するものとする。 
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(3) 【ライツプランの内容】

　　　 該当事項はありません。

　

(4) 【発行済株式総数、資本金等の推移】

　

年月日
発行済株式
総数増減数
(株)

発行済株式
総数残高
(株)

資本金増減額

(百万円)

資本金残高

(百万円)

資本準備金
増減額
(百万円)

資本準備金
残高
(百万円)

平成10年４月１日～
　平成11年３月31日

570,143228,445,350469 24,166 468 43,084

(注)　転換社債の株式転換による増加であります。

　

(5) 【所有者別状況】

平成20年３月31日現在

区分

株式の状況(１単元の株式数1,000株)

単元未満
株式の状況
(株)

政府及び
地方公共
団体

金融機関
金融商品
取引業者

その他の
法人

外国法人等
個人
その他

計
個人以外 個人

株主数
(人)

― 73 31 308 277 3 6,8997,591 ―

所有株式数
(単元)

― 125,6166,30624,92454,039 8 16,859227,752693,350

所有株式数
の割合(％)

― 55.16 2.77 10.9423.73 0.00 7.40100.00 ―

(注) １　自己株式257,001株は、「個人その他」に257単元、「単元未満株式の状況」に１株含まれています。

なお、自己株式257,001株は株主名簿記載上の株式数であり、期末日現在の実質的な所有株式数と同一であり

ます。

２　「単元未満株式の状況」の欄には、証券保管振替機構名義の株式が、200株含まれております。
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(6) 【大株主の状況】

平成20年３月31日現在

氏名又は名称 住所
所有株式数
(千株)

発行済株式総数に対する
所有株式数の割合(％)

日本マスタートラスト
信託銀行株式会社(信託口)

東京都港区浜松町２丁目11－３ 15,334 6.71

三菱商事株式会社 東京都千代田区丸の内２丁目３－１ 11,784 5.16

日本トラスティ・サービス
信託銀行株式会社(信託口)

東京都中央区晴海１丁目８－11 10,413 4.56

株式会社百十四銀行 香川県高松市亀井町５－１ 10,037 4.39

明治安田生命保険相互会社 東京都千代田区丸の内２丁目１－１ 9,806 4.29

農林中央金庫 東京都千代田区有楽町１丁目13－２ 8,926 3.91

日本生命保険相互会社 東京都千代田区有楽町１丁目２－２ 8,182 3.58

株式会社三菱東京ＵＦＪ銀行 東京都千代田区丸の内２丁目７－１ 7,326 3.21

第一生命保険相互会社 東京都千代田区有楽町１丁目13－１ 7,287 3.19

日本興亜損害保険株式会社 東京都千代田区霞ヶ関３丁目７－３ 4,990 2.18

計 ― 94,087 41.19

(注) １　上記の所有株式数のうち、信託業務に係る株式数は次のとおりであります。

日本マスタートラスト信託銀行株式会社（信託口） 15,334千株

日本トラスティ・サービス信託銀行株式会社（信託口） 10,413千株

２　平成19年10月15日付（報告義務発生日平成19年10月８日）で株式会社三菱ＵＦＪフィナンシャル・グループ

から大量保有報告書（変更報告書）が関東財務局に提出されており、株式会社三菱東京ＵＦＪ銀行が保有す

る7,326千株につきましては、上記「大株主の状況」に記載しておりますが、他の共同保有者については、当期

末現在における当該法人名義の実質所有株式数の確認ができませんので、上記「大株主の状況」では考慮し

ておりません。

　　　なお、大量保有報告書（変更報告書）の内容は次のとおりです。

　

大量保有者名 保有株式数 株式保有割合

株式会社三菱東京ＵＦＪ銀行 7,326千株 3.21％

三菱ＵＦＪ信託銀行株式会社 9,673千株 4.23％

三菱ＵＦＪ証券株式会社 736千株 0.32％

三菱ＵＦＪ投信株式会社 1,330千株 0.58％

　 ３　平成19年２月21日付（報告義務発生日平成19年２月15日）でマラソン・アセット・マネジメント・エルエル

ピーから大量保有報告書が関東財務局に提出されておりますが、当期末現在における当該法人名義の実質所

有株式数の確認ができませんので、上記「大株主の状況」では考慮しておりません。

　　　なお、大量保有報告書の内容は次のとおりです。

　
大量保有者名 保有株式数 株式保有割合

マラソン・アセット・マネジメント・エルエルピー 11,470千株5.02％
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(7) 【議決権の状況】

① 【発行済株式】

平成20年３月31日現在

区分 株式数(株) 議決権の数(個) 内容

無議決権株式 ― ― ―

議決権制限株式(自己株式等) ― ― ―

議決権制限株式(その他) ― ― ―

完全議決権株式(自己株式等)
(自己保有株式)
普通株式 257,000

― ―

完全議決権株式(その他) 普通株式 227,495,000 227,495 ―

単元未満株式 普通株式 693,350 ― ―

発行済株式総数 228,445,350 ― ―

総株主の議決権 ― 227,495 ―

（注）　「単元未満株式」の欄には、当社所有の自己株式１株及び、証券保管振替機構名義の株式が200株が含まれ

ております。

② 【自己株式等】

平成20年３月31日現在

所有者の氏名
又は名称

所有者の住所
自己名義
所有株式数
(株)

他人名義
所有株式数
(株)

所有株式数
の合計
(株)

発行済株式総数
に対する所有
株式数の割合(％)

(自己保有株式)
日本ハム株式会社

大阪市中央区南本町
三丁目６番14号

257,000 ― 257,000 0.11

計 ― 257,000 ― 257,000 0.11

　

(8) 【ストックオプション制度の内容】

　　当社は、新株予約権方式によるストックオプション制度を採用しております。

　①平成16年６月25日定時株主総会決議

　旧商法の規定に基づき、平成16年６月25日開催の定時株主総会において決議されたものです。

決議年月日 平成16年６月25日

付与対象者の区分及び人数（名） 当社の取締役、監査役及び執行役員　29

新株予約権の目的となる株式の種類 「（2）新株予約権等の状況」に記載しております。

株式の数（株） 　同上

新株予約権の行使時の払込金額(円) 　同上

新株予約権の行使期間 　同上

新株予約権の行使の条件 　同上

新株予約権の譲渡に関する事項 　同上

代用払込みに関する事項 　同上

組織再編成行為に伴う新株予約権の
交付に関する事項

　同上
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　②平成17年６月28日定時株主総会決議

　旧商法の規定に基づき、平成17年６月28日開催の定時株主総会において決議されたものです。

決議年月日 平成17年６月28日

付与対象者の区分及び人数（名） 当社の取締役、監査役及び執行役員　32

新株予約権の目的となる株式の種類 「（2）新株予約権等の状況」に記載しております。

株式の数（株） 　同上

新株予約権の行使時の払込金額(円) 　同上

新株予約権の行使期間 　同上

新株予約権の行使の条件 　同上

新株予約権の譲渡に関する事項 　同上

代用払込みに関する事項 　同上

組織再編成行為に伴う新株予約権の
交付に関する事項

　同上

　

　③平成18年６月28日定時株主総会決議

　会社法の規定に基づき、平成18年６月28日開催の定時株主総会において決議されたものです。

決議年月日 平成18年６月28日

付与対象者の区分及び人数（名） 当社の取締役、監査役及び執行役員　32

新株予約権の目的となる株式の種類 「（2）新株予約権等の状況」に記載しております。

株式の数（株） 　同上

新株予約権の行使時の払込金額(円) 　同上

新株予約権の行使期間 　同上

新株予約権の行使の条件 　同上

新株予約権の譲渡に関する事項 　同上

代用払込みに関する事項 　同上

組織再編成行為に伴う新株予約権の
交付に関する事項

　同上

　

　④平成19年６月27日定時株主総会決議

　会社法の規定に基づき、平成19年６月27日開催の定時株主総会において決議されたものです。

決議年月日 平成19年６月27日

付与対象者の区分及び人数（名） 当社の取締役（社外取締役を除く）及び執行役員　26

新株予約権の目的となる株式の種類 「（2）新株予約権等の状況」に記載しております。

株式の数（株） 　同上

新株予約権の行使時の払込金額(円) 　同上

新株予約権の行使期間 　同上

新株予約権の行使の条件 　同上

新株予約権の譲渡に関する事項 　同上

代用払込みに関する事項 　同上

組織再編成行為に伴う新株予約権の
交付に関する事項

　同上
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２ 【自己株式の取得等の状況】
　

【株式の種類等】 会社法第155条第７号に該当する普通株式の取得
　

(1) 【株主総会決議による取得の状況】

　　　　該当事項はありません。

　

(2) 【取締役会決議による取得の状況】

　　　　該当事項はありません。
　

　

(3) 【株主総会決議又は取締役会決議に基づかないものの内容】

区分 株式数（株） 価格の総額（円）

当事業年度における取得自己株式 27,074 35,165,314

当期間における取得自己株式 3,733 5,161,267

（注）当期間における取得自己株式には、平成20年６月１日からこの有価証券報告書提出日までの単元未満株式の買取り

による株式は含まれておりません。

　

(4) 【取得自己株式の処理状況及び保有状況】

　

区分

当事業年度 当期間

株式数(株)
処分価額の総額

(円)
株式数(株)

処分価額の総額
(円)

引き受ける者の募集を行った
取得自己株式

― ― ― ―

消却の処分を行った取得自己株式 ― ― ― ―

合併、株式交換、会社分割に係る
移転を行った取得自己株式

― ― ― ―

その他(新株予約権の権利行使) 20,000 24,388,600― ―

保有自己株式数 257,001 ― 260,734 ―

　（注）当期間における保有自己株式数には、平成20年６月１日からこの有価証券報告書提出日までの単元未満株式の買取

りによる株式は含まれておりません。
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３ 【配当政策】

剰余金の配当等の決定に関する基本方針は、長期的発展の礎となる企業体質強化のための内部留保の充実と安定配当

を基本として、業績に対応した配当を実施してまいりたいと考えております。

当社は、期末配当の年１回の剰余金の配当を行うことを基本方針としており、剰余金の配当の決定機関は取締役会で

あり、「剰余金の配当等会社法第459条第１項各号に定める事項については、法令に別段の定めがある場合を除き、株主

総会の決議によらず取締役会の決議をもって定める。」旨定款に定めております。

　また、期末配当の年１回のほか、「基準日を定めて剰余金の配当を行うことができる。」旨定款に定めております。

当期の株主配当金は、安定配当を実施するという基本方針に基づき、１株につき普通配当16円の配当を実施致しまし

た。

内部留保金は、将来にわたっての競争力を維持成長させるための投資資金として有効に活用し、業容の拡大及び収益

の向上を図ることにより株式の価値を高めていきたいと考えております。また、自己株式の取得につきましても、株主の

皆様に対する有効な利益還元策の一つと考えており、株価の動向や財務状況等を考慮しながら適切に対処してまいりま

す。

なお、当事業年度に係る剰余金の配当は以下のとおりであります。

決議年月日
配当金の総額

（百万円）

１株当たり配当額

（円）

平成20年５月16日

取締役会決議
3,651 16

　

４ 【株価の推移】

(1) 【最近５年間の事業年度別最高・最低株価】

　

回次 第59期 第60期 第61期 第62期 第63期

決算年月 平成16年３月 平成17年３月 平成18年３月 平成19年３月 平成20年３月

最高(円) 1,292 1,480 1,434 1,483 1,589

最低(円) 960 1,175 1,106 1,175 1,023

(注)　最高・最低株価は、東京証券取引所市場第一部におけるものです。

　

(2) 【最近６月間の月別最高・最低株価】

　

月別 平成19年10月 11月 12月 平成20年１月 ２月 ３月

最高(円) 1,292 1,170 1,164 1,220 1,333 1,485

最低(円) 1,142 1,023 1,042 1,061 1,136 1,228

(注)　最高・最低株価は、東京証券取引所市場第一部におけるものです。
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５ 【役員の状況】

役名 職名 氏名 生年月日 略歴 任期
所有株式数
(千株)

取締役会長 代表取締役 藤　井　良　清 昭和15年３月27日生

昭和37年４月 当社入社

(注)４ 26

昭和59年２月 当社営業企画部長、市場開発室長

昭和63年６月 当社取締役

平成２年６月 当社取締役首都圏事業部長

平成８年６月 当社常務取締役首都圏事業部長

平成10年４月 当社常務取締役営業本部長

平成14年８月 当社代表取締役社長

平成19年４月 当社代表取締役会長(現在)

取締役社長 代表取締役 小　林　 　浩 昭和21年10月13日生

昭和44年４月 当社入社

(注)４ 7

平成５年３月 当社輸入ブロイラー部長

平成11年４月 当社輸入食肉第二事業部長代行

平成12年６月 当社取締役輸入食肉第二事業部長

平成15年４月 当社上席執行役員関連企業本部事業統轄

部長

平成17年２月 当社上席執行役員加工事業本部副本部長

平成17年４月 当社常務執行役員加工事業本部長

平成17年６月 当社取締役(常務執行役員)加工事業本部

長

平成19年４月 当社代表取締役社長(現在)

取締役
副社長執行
役員

海外戦略部長
・エンジニア
リング部担当

・
東京支社長

宗　村　純　夫 昭和19年７月22日生

昭和42年４月 当社入社

(注)４ 4

平成２年３月 当社輸入商品部長

平成８年６月 当社取締役

平成９年６月 当社取締役輸入食肉事業部長

平成11年４月 当社取締役輸入食肉第一事業部長

平成14年８月 当社取締役食肉事業本部長

平成15年４月 当社取締役(専務執行役員)食肉事業本部

長

平成15年12月 当社取締役(常務執行役員)食肉事業本部

副本部長

平成16年10月 当社取締役(常務執行役員)食肉事業本部

副本部長、海外事業統轄部長

平成17年２月 当社取締役(常務執行役員)食肉事業本部

副本部長

平成17年４月 当社取締役(専務執行役員)食肉事業本部

長

平成20年４月 当社取締役(副社長執行役員)海外戦略部

長、エンジニアリング部担当、東京支社長

(現在)
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役名 職名 氏名 生年月日 略歴 任期

所有株式数
(千株)

取締役
専務執行
役員

品質保証部・
お客様コミュ
ニケーション
部・中央研究
所担当

大　社　啓　二 昭和31年１月７日生

昭和55年４月 当社入社

(注)４ 965

平成２年６月 当社取締役営業企画部長、市場開発室長

平成３年３月 当社取締役営業企画部長

平成４年６月 当社常務取締役営業企画部長

平成６年６月 当社専務取締役営業企画部長

平成６年７月 当社専務取締役マーケティング本部長

平成７年６月 当社専務取締役マーケティング本部長、近

畿圏事業部長

平成８年６月 当社代表取締役社長

平成14年８月 当社専務取締役東京支社長

平成15年４月 当社取締役(常務執行役員)関連企業本部

長、東京支社長

平成17年４月 当社取締役(常務執行役員)関連企業本部

長

平成17年12月 当社取締役(常務執行役員)関連企業本部

長、事業統轄部長

平成18年４月 当社取締役(常務執行役員)関連企業本部

長

平成19年４月 当社取締役(専務執行役員)関連企業本部

長

平成20年４月 当社取締役(専務執行役員)品質保証部・

お客様コミュニケーション部・中央研究

所担当(現在)

取締役
常務執行
役員

グループ経営
本部長・監査
部担当

竹　添　　 昇 昭和23年11月25日生

昭和47年４月 当社入社

(注)４ 10

平成11年３月 当社統轄室長

平成15年４月 当社執行役員経営企画部長

平成16年４月 当社執行役員経営企画本部長、経営企画部

長、中央研究所担当

平成17年４月 当社上席執行役員経営企画本部長、経営企

画部長

平成17年６月 当社取締役(上席執行役員)経営企画本部

長、経営企画部長

平成19年４月 当社取締役(常務執行役員)経営企画本部

長、企業戦略室長

平成20年４月 当社取締役(常務執行役員)グループ経営

本部長、監査部担当(現在)

取締役
常務執行
役員

関連企業
本部長

上　田　 　敏 昭和24年４月12日生

昭和48年４月 三菱商事㈱入社

(注)４ 7

平成10年４月 同社ソウル支店副支店長

平成11年４月 同社人事部長

平成13年４月 同社中国総代表補佐

平成14年10月 当社へ出向、当社改革推進本部副本部長

平成15年４月 三菱商事㈱退社

当社執行役員管理本部副本部長、広報・人

事担当

平成16年４月 当社執行役員管理本部長

平成17年４月 当社上席執行役員管理本部長

平成17年６月 当社取締役(上席執行役員)管理本部長

平成17年９月 当社取締役(上席執行役員)管理本部長、総

務部長

平成18年４月 当社取締役(上席執行役員)管理本部長、東

京支社長

平成19年４月 当社取締役(常務執行役員)管理本部長、東

京支社長

平成20年４月 当社取締役(常務執行役員)関連企業本部

長(現在)

役名 職名 氏名 生年月日 略歴 任期
所有株式数
(千株)
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取締役
常務執行
役員

加工事業
本部長

内　田　幸　次 昭和25年11月13日生

昭和48年４月当社入社

(注)４ 5

平成12年４月当社加工食品事業本部生産統括部長

平成15年１月当社加工食品事業部副事業部長

平成16年１月当社加工食品事業部長

平成16年４月当社執行役員加工事業本部デリ商品事業

部長

平成17年２月当社執行役員加工事業本部生産統轄部長、

デリ商品事業部長

平成17年４月当社上席執行役員加工事業本部生産統轄

部長、デリ商品事業部長

平成19年４月当社常務執行役員加工事業本部長、生産統

轄部長

平成19年６月当社取締役(常務執行役員)加工事業本部

長、生産統轄部長

平成20年４月当社取締役(常務執行役員)加工事業本部

長(現在)

取締役
常務執行
役員

食肉事業
本部長

中  條  隆  治 昭和24年９月24日生

昭和48年４月 当社入社

(注)４
5
 

昭和54年３月 愛知フード㈱へ出向

平成14年４月 日本フード㈱専務取締役

平成14年10月 中日本フード㈱代表取締役社長

平成15年４月 当社執行役員食肉事業本部営業・物流統

括部長

平成16年４月 当社執行役員食肉事業本部フード・物流

統括部長

平成17年２月 当社執行役員食肉事業本部国内事業統轄

部長、フード・物流統括部長

平成17年４月 当社上席執行役員食肉事業本部国内事業

統轄部長、フード・物流統括部長

平成19年４月 当社常務執行役員食肉事業本部副本部長、

海外事業統轄部長

平成20年４月 当社常務執行役員食肉事業本部長

平成20年６月 当社取締役（常務執行役員）食肉事業本

部長(現在）

取締役
上席執行
役員

経理財務部
・

情報企画部担
当

西  尾  勝  利 昭和25年２月13日生

昭和47年４月 当社入社

(注)４
 

2
 

平成12年７月 当社経理部副部長

平成15年６月 当社経理部長

平成16年４月 当社執行役員経営企画本部経理部長

平成19年４月 当社上席執行役員経営企画本部経理部長

平成20年４月 当社上席執行役員経理財務部・情報企画

部担当

平成20年６月 当社取締役（上席執行役員）経理財務部

・情報企画部担当(現在）

取締役
執行役員

人事部長、
総務部・
法務部担当

松  葉  正  幸 昭和24年１月17日生

昭和46年４月 当社入社

(注)４
 

3
 

平成９年３月 当社東近畿販売部長

平成12年３月 当社人事部副部長

平成15年３月 当社人事部長

平成19年４月 当社執行役員管理本部人事部長

平成20年４月 当社執行役員人事部長、総務部・法務部担

当

平成20年６月 当社取締役（執行役員）人事部長、総務部

・法務部担当(現在）

取締役 片 山 登 志 子 平成28年６月３日生

昭和52年８月 大阪家庭裁判所 裁判所事務官任官

(注)４
 

－
 

昭和55年４月 大阪家庭裁判所家事部裁判所書記官任官

昭和63年４月 大阪弁護士会登録

平成５年４月 片山登志子法律事務所開設

平成17年７月 片山・黒木・平泉法律事務所開設(現在）

平成20年６月 当社取締役(現在）

取締役 三  須  和  泰 昭和32年２月28日生

昭和54年４月 三菱商事㈱入社

(注)４
－
 

昭和60年８月 同社食品第二部

平成４年２月 英国三菱商事㈱

平成９年８月 三菱商事㈱食品原料部

平成16年４月 同社加工食品第三ユニットマネージャー

平成17年４月 同社菓子・ペットユニットマネージャー

平成18年４月 同社生活産業グループＣＥＯオフィス室

長代行（グループコンプライアンスオ

フィサー、人事担当）

平成20年４月 同社生活産業グループＣＥＯオフィス室

長(現在）

平成20年６月 当社取締役(現在)
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役名 職名 氏名 生年月日 略歴 任期

所有株式数
(千株)

監査役 常勤 乾　　 壽　郎 昭和19年７月８日生

昭和43年４月 当社入社

(注)５
8
 

平成９年３月 当社西近畿販売部長

平成12年３月 当社近畿圏量販部長

平成13年４月 当社近畿圏事業部統括部長

平成15年１月 当社営業本部副本部長、営業本部近畿圏事

業部統括部長

平成15年４月 当社執行役員営業本部副本部長、営業本部

近畿圏営業統括部長

平成16年１月 当社執行役員コンプライアンス推進本部

副本部長

平成16年４月 当社執行役員コンプライアンス推進本部

長

平成17年４月 当社上席執行役員コンプライアンス推進

本部長

平成18年４月 当社監査部専任顧問

平成18年６月 当社監査役(現在)

監査役 常勤 古　川　創　一 昭和22年１月13日生

昭和46年６月 当社入社

(注)６ 6

平成９年３月 当社総務部長

平成15年４月 当社執行役員管理本部総務部長、法務部長

平成15年７月 当社執行役員管理本部法務部長

平成19年４月 当社管理本部法務部専任顧問

平成19年６月 当社監査役(現在)

監査役 非常勤 泉　　　　　薫 昭和32年５月25日生
昭和59年４月 大阪弁護士会登録、淀屋橋法律事務所入所

(注)６ －
平成15年６月 当社監査役(現在)

監査役 非常勤 佐々木　　勅人 昭和18年11月８日生

昭和41年４月 ㈱百十四銀行入行

(注)６ －

平成９年７月 同行審査二部長

平成11年１月 同行大阪支店長兼大阪事務所長

平成13年６月 同行取締役大阪支店長

平成15年１月 同行取締役検査部長

平成16年６月 同行常務取締役検査部長

平成16年10月 同行常務取締役監査部長

平成17年６月 百十四ワークサポート㈱代表取締役社長

平成18年６月 ㈱西日本情報サービスセンター代表取締

役社長（現在）

平成19年６月 当社監査役(現在)

監査役 非常勤 小　山　　　彪 昭和20年３月12日生

昭和54年３月 公認会計士登録

(注)７ 3

昭和61年３月 センチュリー監査法人（現新日本監査法

人）社員

平成４年９月 同監査法人代表社員

平成19年12月 同監査法人退社

平成20年６月 当社監査役(現在)

計 1,056

 (注)  1 取締役片山登志子、三須和泰は、会社法第２条15号に定める「社外取締役」であります。

2 監査役泉薫、佐々木勅人及び小山彪は、会社法第２条第16号に定める「社外監査役」であります。

3 経営監視機能と業務執行機能のそれぞれの役割と権限、責任の明確化を図るため、執行役員制度を導入しております。執行役員は取締役

兼務８名を含む24名で、以下、食肉事業本部食肉営業統括、国内食肉事業部長多田賢男、加工事業本部営業本部長、北海道販売部長辻本和

泰、加工事業本部管理統括部長、マーケティング室長森下和彦、食肉事業本部海外食肉事業部長三輪孝之、コンプライアンス部長、社会・

環境室長宮地敏通、食肉事業本部国内食肉生産事業部長福原邦彦、食肉事業本部豪州事業統括、Nippon Meat Pack

ers Australia Pty.Ltd.取締役社長、New Wave Leathers Pty.Ltd.取締役社長井上勝美、海外戦略部副部長玉垣憲一、食肉事業本部アジ

ア欧州事業統括、豪州業革担当小出秀幸、加工事業本部ハム・ソーセージ事業部長執行清司、食肉事業本部米州事業統括、

 Day-Lee Foods, Inc.取締役社長大社隆仁、加工事業本部営業本部フードサービス事業部長黒川透、食肉事業本部管理統括部長緒方俊

一、加工事業本部営業本部営業管理部長増井正樹、食肉事業本部フード・物流統括部長太田一司、品質保証部長、お客様コミュニケー

ション部長山田輝男で構成しております。

4 平成20年６月26日開催の定時株主総会の終結の時から１年間

5 平成18年６月28日開催の定時株主総会の終結の時から４年間

6 平成19年６月27日開催の定時株主総会の終結の時から４年間

7 平成20年６月26日開催の定時株主総会の終結の時から４年間
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６ 【コーポレート・ガバナンスの状況】

(コーポレート・ガバナンスに関する基本的な考え方)

当社グループは、各事業部、関係会社がそれぞれの市場に最適な組織体制・事業戦略で運営され、その強

みを発揮し、その上で、総合力を生かすグループ経営を目指しています。その為にも、経営基盤にコンプライ

アンス経営の徹底とコーポレートガバナンスの強化が不可欠です。コーポレート・ガバナンスをしっかり

機能させ、「顧客」「株主」「取引先」「従業員」などの各ステークホルダーに対する説明責任を確実に

果たしていきたいと考えております。 

　当社グループにおけるコーポレート・ガバナンスの基本は、取締役の「経営監視機能」と執行役員の「業

務執行機能」において責任と権限を明確化することです。経営監視機能を担う取締役の員数は、迅速かつ適

切な意思決定および取締役会が負う責務の範囲を考慮して12名以下とし、取締役会をサポートする本社部

門、委員会の充実を図っております。また取締役会の透明性を担保するために、２名以上の社外取締役を選

任することを基本としております。取締役の任期につきましては、毎年度の経営責任を明確にする上でも１

年としております。 

　また監査役および監査役会による経営監視体制も構築しております。監査役の員数は、取締役会に対する

監視機能を十分に果たすために５名とし、３名以上の社外監査役を選任することを基本としております。 

　原則として取締役会もしくは監査役会の構成メンバーには、経理担当役員以外に、財務の知識経験を有す

る者および弁護士等の法律の専門家をそれぞれ１名以上選任するものとします。 

　さらにコーポレート・ガバナンスの強化は、経営体制だけでなく、職場からの積み上げも重要との認識か

ら、事業所やグループ会社の内部統制機能の強化も図っております。 

(コーポレート・ガバナンスに関する施策の実施状況)

(1)会社の経営上の意思決定、執行及び監督に係る経営管理組織その他のコーポレート・ガバナンス体制の状

況

①会社の機関の内容及び内部統制システム並びにリスク管理体制の整備の状況

ａ．当社グループは、監査役制度を採用しております。

ｂ．社外取締役・社外監査役の選任状況

取締役12名のうち社外取締役２名、監査役５名のうち社外監査役３名を選任しております。

ｃ．各種委員会の概要

・コンプライアンス委員会の設置、開催

全社レベルでコンプライアンスの方針や行動規範の再検討及び周知・徹底状況の確認などグループ

のコンプライアンスにつきまして総合的に検討することを目的に、平成15年４月に設置以降、コンプラ

イアンス浸透状況や具体的な課題などにつきまして、取締役会に提案を行っております。

・報酬制度検討委員会の設置、開催

企業統治体制の強化と経営の透明性を高める一環として役員の業績を公正に評価することを目的と

して取り組んでおります。

・リスクマネジメント委員会の設置、開催

当社グループにおけるリスクを除去し、コンプライアンス経営に寄与することを目的に平成15年４

月に設置いたしました危機管理委員会の名称変更を行うとともに、機能を見直し、当社グループにおけ

るリスクマネジメント推進に関する課題・対応策の協議と意思決定を行うことを目的として取り組ん

でおります。

・　コンプライアンス推進委員会の設置、開催

グループ共通の「日本ハムグループ行動規範」を各社毎の業務をベースとして具体的に解説した各

社毎の「行動規範マニュアル」を作成しました。各社のコンプライアンス推進委員会では、このマニュ

アルの周知活動を中心に、全事業所に対するコンプライアンスの浸透を図っております。

ｄ．社外役員の専従スタッフの配置状況

当社は、社外取締役に対して専従スタッフの配置はいたしておりませんが、経営企画部がフォローを

行っております。また社外監査役を含む監査役全員に対し、担当者を２名配置しております。
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ｅ．業務執行・経営の監視の仕組み、内部統制システムの整備の状況及びリスク管理体制の整備の状況

　

　

　

・　リスク管理チームの設置

当社は、当社グループ会社の内部統制機能の強化を図るため、ＮＴプロジェクトを平成15年４月設

置以降、積極的に推進してまいりましたが、当初目的としておりました一定の役割を終えたため、Ｎ

Ｔプロジェクトを発展的に解消し、次なるステップとして、内部統制機能の運用強化を基軸として、

グループにおけるリスクを統括的に管理し、リスク予防を努めるべく、平成19年４月に新たにリスク

管理チームを設置し、リスクマネジメントの推進に取り組んでおります。（現在は、 総務部に所属）

・　情報管理の一元化とリスク管理

当社は、コンプライアンス経営とリスク管理の徹底を図るため、非日常的な事象が発生した場合の

連絡経路及び責任の明確化を目的として会社情報管理規則を制定し、報告された情報については、内

容を確認の上、適宜、緊急の対応を図るとともに、開示の要否を検討することとしております。

また、グループ従業員からの相談・通報等を受け付けるため、社内外にそれぞれ相談窓口を設置し

ております。相談窓口に寄せられた情報は、相談者のプライバシーに十分配慮した上で調査を行い適

切な対応をしております。
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ｆ．弁護士・会計監査人等その他第三者の状況（会社のコーポレート・ガバナンス体制への関与状況)

当社は、企業経営及び日常業務に関して、複数の法律事務所と顧問契約を締結し、経営判断上の参考と

するため必要に応じてアドバイスを受ける体制をとっております。

②内部監査及び監査役監査、会計監査の状況

内部監査につきましては、監査部に24名を配置し、監査役及び会計監査人と連携して、工場・営業所等

の往査、国内外の子会社調査等の会計監査および業務監査を実施しております。内部監査の結果は、役員

会に報告され、コンプライアンスの徹底や業務改善に反映されております。

なお、監査部と会計監査人は、会計監査人が内部統制の有効性を評価するにあたって、内部監査の実施

状況の理解に資するために協議を行い、また、監査の効率的運用のために監査の結果について相互に報告

を行っております。

監査役監査につきましては、監査役が取締役会・経営戦略会議等に出席し、取締役の職務執行を確認し

ております。また、監査役はモニタリングの機能を果たし、内部統制の有効性を高めるため、その職務遂行

に関連して重要と判断する事項（会計監査人の監査計画に関する事項、監査において判断した会計上の

処理及び表示に関する事項、監査において発見した事項等）について会計監査人から説明を受け、監査役

会が職務遂行上発見した事項や兆候の有無について、会計監査人と適時協議の場を設けております。

会計監査につきましては、監査法人トーマツと監査契約を締結し、会社法及び金融商品取引法に基づく

会計監査を受けております。また、経理担当部署は、必要に応じて会計監査人と協議を行い、会計処理の透

明性と正確性の向上に努めております。

業務を執行した公認会計士の氏名

矢吹幸二　　（監査法人トーマツ)

新免和久　　（監査法人トーマツ)

関口浩一　　（監査法人トーマツ)

　

監査業務に係る補助者の構成

公認会計士 13名

会計士補等 11名

その他 ７名

　(2)会社と会社の社外取締役及び社外監査役の人的関係、資本関係又は取引関係その他の利害関係の概要

　当社の社外取締役片山登志子氏は、片山・黒木・平泉法律事務所を開設し、特定非営利活動法人消費者

支援機構関西副理事長、特定非営利活動法人消費者ネット関西専務理事などを兼務されておりますが、当

社との特別な資本的、人的及び取引関係はありません。

　また、同三須和泰氏は、三菱商事株式会社生活産業グループＣＥＯオフィス室長を兼務されております

が、同社は当社の大株主であるとともに、当社及び当社関係会社との間において、定常的な商取引を行っ

ております。

　なお、社外監査役と当社との間に資本関係又は取引関係その他の利害関係はありません。

(3) 役員報酬の内容

当事業年度における当社の取締役及び監査役に対する役員報酬は以下のとおりであります。

役員報酬

取締役に支払った報酬 327百万円（うち社外取締役に支払った報酬　17百万円）

監査役に支払った報酬 67百万円（うち社外監査役に支払った報酬　23百万円）

　　　　計 394百万円
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(4) 監査報酬の内容

①　当事業年度の公認会計士法(昭和23年法律第103号)第２条第１項に規定する業務に基づく報酬は以下

のとおりであります。

監査法人トーマツ 68百万円

②　上記以外の業務に基づく報酬

「財務報告に係る内部統制に関する指導・助言業務」等の対価

監査法人トーマツ 84百万円

(5) 責任限定契約の内容の概要

　当社と社外取締役及び社外監査役は、会社法第427条第１項の規定に基づき、同法第423条第１項の損害

賠償責任を限定する契約を締結しております。当該契約に基づく損害賠償責任の限度額は、会社法第427

条第１項に規定する最低責任限度額としております。

　なお、当該責任限定が認められるのは、当該社外取締役又は当該社外監査役が責任の原因となった職務

の遂行について善意かつ重大な過失がないときに限られます。

(6) 取締役の定数

　　　当社は、「取締役は３名以上12名以内とする。」旨定款に定めております。

(7) 取締役の選任決議要件

　当社は、「取締役は株主総会において選任し、その選任決議には議決権を行使することができる株主の

議決権の３分の１以上を有する株主が出席し、その議決権の過半数をもってこれを行う。」旨定款に定め

ております。

(8) 剰余金の配当等の決定機関

　当社は、剰余金の配当等を取締役会の権限とすることにより、株主への機動的な利益還元を行うことを

目的として、「剰余金の配当等会社法第459条第１項各号に定める事項については、法令に別段の定めが

ある場合を除き、株主総会の決議によらず取締役会の決議をもって定める。」旨定款に定めております。

(9) 株主総会の特別決議要件

　当社は、株主総会の円滑な運営を目的として、「会社法第309条第２項に定める決議は、議決権を行使す

ることができる株主の議決権の３分の１以上を有する株主が出席し、その議決権の３分の２以上をもっ

て行う。」旨定款に定めております。
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第５ 【経理の状況】

１　連結財務諸表及び財務諸表の作成方法について

(1) 当社の連結財務諸表は、「連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」附則第３項(平成14

年内閣府令第11号)の規定により、米国において一般に公正妥当と認められた会計原則による用語、様式

及び作成方法(以下「米国会計基準」という。)に基づいて作成しています。

　

(2) 当社の財務諸表は、「財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」(昭和38年大蔵省令第59号。

以下「財務諸表等規則」という。)に基づいて作成しています。

なお、前事業年度(平成18年４月１日から平成19年３月31日まで)は、改正前の財務諸表等規則に基づ

き、当事業年度(平成19年４月１日から平成20年３月31日まで)は、改正後の財務諸表等規則に基づいて作

成しています。

　

２　監査証明について

当社は、証券取引法第193条の２の規定に基づき、前連結会計年度(平成18年４月１日から平成19年３月31

日まで)の連結財務諸表、及び前事業年度（平成18年４月１日から平成19年３月31日まで）の財務諸表につ

いて、並びに、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、当連結会計年度（平成19年４月１日から

平成20年３月31日まで）の連結財務諸表、及び当事業年度(平成19年４月１日から平成20年３月31日まで)

の財務諸表について、監査法人トーマツによる監査を受けております。
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１ 【連結財務諸表等】

(1) 【連結財務諸表】

① 【連結貸借対照表】

　
前期

(平成19年３月31日)

当期

(平成20年３月31日)

区分 注記番号 金額(百万円) 金額(百万円)

(資産の部)

流動資産

　現金及び現金同等物 (注記①) 34,482 44,249

　定期預金 6,630 16,289

　有価証券
(注記①,③

及び⑭)
355 388

　受取手形及び売掛金 (注記①) 116,248 110,084

　貸倒引当金 △ 707 △ 457

　棚卸資産 (注記①及び②) 114,638 112,218

　繰延税金 (注記①及び⑦) 5,509 8,566

　その他の流動資産 15,355 13,389

　　　流動資産合計 292,510 304,726

投資及び長期債権

　関連会社に対する投資及び貸付金 (注記①及び③) 2,339 2,220

　その他の投資有価証券
(注記①,③

及び⑭)
24,118 18,672

　保証金及びその他の投資 11,592 10,830

　　　投資及び長期債権合計 38,049 31,722

有形固定資産―減価償却累計額控除後
(注記①,④,⑥

及び⑫)
257,591 246,874

長期繰延税金 (注記①及び⑦) 13,394 12,954

その他の資産 (注記⑤) 11,389 12,533

　　　資産合計 612,933 608,809

「連結財務諸表に対する注記」参照
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　 前期

(平成19年３月31日)

当期

(平成20年３月31日)

区分 注記番号 金額(百万円) 金額(百万円)

(負債及び資本の部)

流動負債

　短期借入金 (注記⑥) 65,306 56,427

　一年以内に期限の到来する長期債務 (注記⑥) 11,878 18,540

　支払手形及び買掛金 94,021 87,296

　未払法人税等 (注記①及び⑦) 3,939 1,983

　繰延税金 (注記①及び⑦) 1,287 579

　未払費用 14,824 15,460

　その他の流動負債 10,469 11,242

　　　流動負債合計 201,724 191,527

退職金及び年金債務 (注記①及び⑧) 12,919 14,299

長期債務(一年以内期限到来分を除く)
(注記⑥,⑫

及び⑭)
95,174 110,940

長期繰延税金 (注記①及び⑦) 2,552 2,471

少数株主持分 2,136 2,115

契約残高及び偶発債務 (注記①及び⑰)

資本

　資本金 (注記①及び⑩) 24,166 24,166

　　　授権株式数　　　　　570,000,000株

　　　発行済株式数

　　　　　　　　　　前期　228,445,350株

　　　   　　　     当期  228,445,350株

　資本剰余金
(注記①,⑨及び

⑩)
50,813 50,944

　利益剰余金

　　　利益準備金 (注記⑩) 6,802 6,903

　　　その他の利益剰余金 (注記⑩及び⑱) 211,212 208,930

　その他の包括利益(△損失)累計額 (注記⑪) 5,737 △ 3,173

　自己株式 (注記⑩) △ 302 △ 313

　　　　　　　　　　前期　　  249,927株

　　　　　　　　　　当期　　  257,001株

　　　資本合計 298,428 287,457

　　　負債及び資本合計 612,933 608,809

「連結財務諸表に対する注記」参照
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② 【連結損益計算書】

　
前期

(平成18年４月１日
～平成19年３月31日)

当期
(平成19年４月１日
～平成20年３月31日)

区分 注記番号 金額(百万円) 金額(百万円)

収益

　売上高 (注記①) 977,296 1,032,291

　その他 (注記⑬) 2,102 1,025

　　　収益合計 979,398 1,033,316

原価及び費用
 

　売上原価 789,809 843,007

　販売費及び一般管理費 (注記①) 171,065 171,793

　支払利息 2,928 2,786

　その他
(注記④,⑧

及び⑬)
1,928 10,807

　　　原価及び費用合計 965,730 1,028,393

法人税等及び持分法による

投資損失前当期純利益
13,668 4,923

法人税等 (注記①及び⑦)

　当期税金 5,598 3,220

　繰延税金 △ 3,549 138

　　　法人税等合計 2,049 3,358

持分法による投資損失前当期純利益 11,619 1,565

持分法による投資損失(法人税等控除後) (注記①) △ 233 △ 10

当期純利益 11,386 1,555

１株当たり金額 (注記①)

　当期純利益

　　基本的 49.89円 6.81円

　　希薄化後 49.83円 6.80円

「連結財務諸表に対する注記」参照
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③ 【連結資本勘定計算書】

　
前期（平成18年４月１日～平成19年３月31日）

 
資本金 資本剰余金 利益準備金

その他の
利益剰余金

その他の包括
利益累計額

自己株式 資本合計

区　分
注記 金額 金額 金額 金額 金額 金額 金額

番号 (百万円) (百万円) (百万円) (百万円) (百万円) (百万円) (百万円)

 平成18年３月31日現在 24,16650,6886,741203,542 6,664△ 221291,580

　当期純利益 11,386 11,386

　売却可能有価証券未実現評価損
(注記①及
び③)

△ 1,822 △ 1,822

　デリバティブ未実現評価益
(注記①及
び⑭)

621 621

　最小年金債務調整勘定 (注記⑧) 2,062 2,062

　外貨換算調整勘定 2,029 2,029

　基準書第158号適用による調整

　─法人税等控除後
(注記⑧) △ 3,817 △ 3,817

　現金配当 (注記⑩) △ 3,652 △ 3,652

　利益準備金振替額 (注記⑩) 61 △ 61 ―

　自己株式取得額 (注記⑩) △ 93 △ 93

　ストックオプションの付与 (注記⑨) 134 134

　ストックオプションの行使 (注記⑨) △ 9 △ 3 12 0

 平成19年３月31日現在 24,16650,8136,802211,212 5,737△ 302298,428

「連結財務諸表に対する注記」参照

　
当期（平成19年４月１日～平成20年３月31日）

資本金 資本剰余金 利益準備金
その他の
利益剰余金

その他の包括
利益(△損失)
累計額

自己株式 資本合計

区　分
注記 金額 金額 金額 金額 金額 金額 金額

番号 (百万円) (百万円) (百万円) (百万円) (百万円) (百万円) (百万円)

 平成19年３月31日現在 24,16650,8136,802211,212 5,737△ 302298,428

  解釈指針第48号適用による累積

　的影響額
(注記①) △ 61 △ 61

　当期純利益 1,555 1,555

　売却可能有価証券未実現評価損
(注記①及
び③)

△ 2,570 △ 2,570

　デリバティブ未実現評価損
(注記①及
び⑭)

△ 1,005 △ 1,005

　年金債務調整勘定 (注記⑧) △ 1,838 △ 1,838

　外貨換算調整勘定 △ 3,497 △ 3,497

　現金配当 (注記⑩) △ 3,651 △ 3,651

　利益準備金振替額 (注記⑩) 101 △ 101 ―

　自己株式取得額 (注記⑩) △ 35 △ 35

　ストックオプションの付与 (注記⑨) 131 131

　ストックオプションの行使 (注記⑨) △ 24 24 0

 平成20年３月31日現在 24,16650,9446,903208,930△ 3,173△ 313287,457

「連結財務諸表に対する注記」参照
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④ 【連結包括利益計算書】

　
前期

(平成18年４月１日
～平成19年３月31日)

当期
(平成19年４月１日
～平成20年３月31日)

区分 注記番号 金額(百万円) 金額(百万円)

当期純利益 11,386 1,555

その他の包括利益(△損失)

(法人税等控除後)

　売却可能有価証券未実現評価損

　　未実現評価益の当期変動額

　　　法人税等控除額　前期　　　　1,251

　　　　　　　　　　　当期        2,165
△ 1,800 △ 3,115

　　当期純利益に含まれている実現損(△益) 

　　　法人税等控除額　前期　　　　   16

　　　　　　　　　　　当期　     △ 379
△ 22 △ 1,822 545 △ 2,570

　デリバティブ未実現評価(△損)益

　　未実現評価(△損)益の当期変動額

　　　法人税等控除額　前期　　　△　499

　　　　　　　　　　　当期　　　　　479
718 △ 689

　　当期純利益に含まれている実現益 

　　　法人税等控除額　前期　　　　   80

　　　　　　　　　　　当期　　　　　220
△ 97 621 △ 316 △ 1,005

　最小年金債務調整勘定

　　　法人税等控除額　前期　　 △ 1,433

　　　　　　　　　　　当期　　　　 　―　　　　　　　　　　　
2,062 ―

  年金債務調整勘定

　　年金債務調整勘定の当期変動額

　　　法人税等控除額　前期　　　　　 ― 

　　　　　　　　　　　当期        1,660
― △ 2,389

　　当期純利益に含まれている実現損

　　　法人税等控除額　前期　　　　　 ―  

　　　　　　　　　　　当期　     △ 383
― ― 551 △ 1,838

　外貨換算調整勘定 2,029 △ 3,497

　　その他の包括利益(△損失)合計 2,890 △ 8,910

当期包括利益(△損失) 14,276 △ 7,355

「連結財務諸表に対する注記」参照
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⑤ 【連結キャッシュ・フロー計算書】

　
前期

(平成18年４月１日
～平成19年３月31日)

当期
(平成19年４月１日
～平成20年３月31日)

区分
注記
番号

金額(百万円) 金額(百万円)

営業活動によるキャッシュ・フロー：

　当期純利益 11,386 1,555

　調整項目：

　　減価償却費 23,774 24,486

　　豪州子会社固定資産減損損失 ― 2,456

　　繰延税金 △ 3,549 138

　　受取手形及び売掛金の（△増）減 △ 12,345 5,809

　　棚卸資産の減 3,458 408

　　その他の流動資産の減 280 811

　　支払手形及び買掛金の増（△減） 5,805 △ 6,260

　　未払法人税等の増（△減） 94 △ 1,994

　　未払費用及びその他の流動負債の増 3,878 1,373

　　その他―純額 583 327

営業活動による純キャッシュ増 33,364 29,109

投資活動によるキャッシュ・フロー：

　有形固定資産の取得 △ 16,544 △ 16,008

　有形固定資産の売却 1,291 1,649

　定期預金の増 △ 1,991 △ 9,764

　有価証券及びその他の投資有価証券の取得 △ 687 △ 2,137

　有価証券及びその他の投資有価証券の売却 119 2,270

　保証金及びその他の投資の減 1,061 630

　その他―純額 △ 2,989 △ 3,433

投資活動による純キャッシュ減 △ 19,740 △ 26,793

財務活動によるキャッシュ・フロー：

　現金配当 △ 3,676 △ 3,677

　短期借入金の減 △ 8,625 △ 7,633

　長期債務の借入 19,278 31,426

　長期債務の返済 △ 13,413 △ 12,630

　その他―純額 114 △ 35

財務活動による純キャッシュ増（△減） △ 6,322 7,451

純キャッシュ増 7,302 9,767

期首現金及び現金同等物残高 27,180 34,482

期末現金及び現金同等物残高 34,482 44,249

補足情報：

　年間キャッシュ支払額

　　支払利息 2,919 2,705

　　法人税等 4,458 6,904

　キャピタルリース債務発生額 1,400 2,034

「連結財務諸表に対する注記」参照
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⑥ 【連結財務諸表の作成方法等について】

当連結財務諸表は、米国会計基準に基づいて作成しています。米国会計基準は、「会計研究公報」

(Accounting　Research　Bulletins)、「会計原則審議会意見書」(Opinions　of　the　Accounting　

Principles　Board)及び「財務会計基準審議会基準書」(以下「基準書」という)(Statements　of　

Financial　Accounting　Standards　Board)等からなっています。さらに米国証券取引委員会(SEC)の財

務諸表規則(Regulation　S-X)の規定も斟酌しています。

当社はヨーロッパでの時価発行による公募増資を行なうため、ルクセンブルグ証券取引所において

昭和51年12月17日に預託証券形式の普通株式を発行しました。上場に際し預託契約により、「米国会計

基準」に基づく連結財務諸表を作成・開示していたことを事由として、昭和53年６月２日に「連結財

務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則取扱要領」第86条に基づく承認申請書を大蔵大臣へ提

出し、同年６月６日付蔵証第853号により承認を受けました。その後も継続して「米国会計基準」に基

づく連結財務諸表を作成・開示しています。なお、当社は米国証券取引委員会に登録していません。

当社が採用している会計処理の原則及び手続並びに表示方法のうち、わが国の連結財務諸表原則及

び連結財務諸表規則に準拠した場合と異なるもので、重要なものは以下のとおりです。

　

[連結財務諸表の構成について]

当連結財務諸表は、連結貸借対照表、連結損益計算書、連結資本勘定計算書、連結包括利益計算書及び

連結キャッシュ・フロー計算書により構成されています。

　

[会計処理の基準及び表示の方法について]

(イ)株式交付費

株式交付費は、わが国では費用に計上されますが、当連結財務諸表では、費用計上されることなく

資本剰余金から控除して表示しています。

(ロ)新株予約権付社債

新株予約権付社債の発行手取金のうち新株予約権の価額は、発行時に負債額から控除し、資本剰余

金に計上しています。

(ハ)退職給付引当金

基準書第87号「雇用主の年金会計」、基準書第88号「給付建年金制度の清算及び縮小並びに退職

給付に関する雇用主の会計」及び基準書第158号「確定給付型年金及びその他の退職後給付制度に

関する事業主の会計」の規定に従って計上しています。

(ニ)金融派生商品

金融派生商品の公正価値の変動額は、金融派生商品の使用目的に応じて当期純損益またはその他

の包括損益として認識されます。すなわち、未認識確定契約及び認識済債権債務の公正価値ヘッジと

して適格な金融派生商品の公正価値の変動は、当期損益として認識されます。未認識確定契約、認識

済債権債務及び予定取引のキャッシュフローヘッジとして適格な金融派生商品の公正価値の変動

は、その他の包括損益として報告され、当該金額は、ヘッジ対象物が損益に影響を及ぼす期間と同期

間に損益勘定に振替えられます。

(ホ)販売促進費

特定の販売促進費及びリベートは販売費及び一般管理費に計上せず、売上高から控除しています。

(ヘ)リース

リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの以外のファイナンス・リース取引につい

ては、わが国では一般に賃貸借取引に準じた会計処理を行っていますが、キャピタル・リースについ

てはリース物件の公正価値で資産計上し、それに対応する債務を未払計上しています。

(ト)企業結合、のれん及びその他の無形固定資産

企業結合については、基準書第141号「企業結合」に従って、パーチェス法により処理しています。

のれんや耐用年数が不確定な無形固定資産については、基準書第142号「のれん及びその他の無形固

定資産の会計処理」に基づき、償却を行わず、減損の判定を行っています。
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(チ)有価証券の交換取引の会計処理

関係会社以外の投資先の合併等により、金銭の発生を伴わない交換損益が発生した場合には、緊急

問題専門委員会(以下「EITF」という)基準書第91-05号「原価法で評価される投資の非貨幣性交換

取引」に基づき、損益を認識しています。

(リ)連結損益計算書

わが国の損益計算書は、売上総利益、営業利益及び経常利益を段階的に求める方式（マルティプル

・ステップ方式）によっていますが、米国では、収益合計から原価及び費用合計を控除する方式（シ

ングル・ステップ方式）も認められていますので、当連結損益計算書はシングル・ステップ方式に

より表示しています。

(ヌ)連結包括利益計算書

基準書第130号「包括利益に関する報告」に基づき、当期純利益、売却可能有価証券未実現評価損

益の変動、デリバティブ未実現評価損益の変動、最小年金債務調整勘定の変動、年金債務調整勘定の

変動及び外貨換算調整勘定の変動から構成される包括利益計算書を作成しています。 

(ル)特別損益

わが国では、固定資産売却損益等は特別損益として表示されますが、当社のそれらの項目は連結損

益計算書上、臨時項目を除き収益の「その他」、原価及び費用の「その他」に含まれています。

(ヲ)持分法による投資損益

持分法による投資損益は、わが国では営業外損益に記載されますが、当連結損益計算書では、持分

法による投資損益前当期純利益の下に表示しています。

(ワ)少数株主持分

連結貸借対照表上、少数株主持分は負債の部と資本の部の中間に独立の項目として表示していま

す。
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連結財務諸表に対する注記

①　連結財務諸表の作成基準及び重要な会計方針の要約

[事業活動の内容]

連結会社(下記(イ)にて定義)は、ハム・ソーセージ、加工食品、食肉、水産物及び乳製品等の生産・

販売を行っております。また、連結会社は主として日本国内で事業を行っております。

　

[連結財務諸表の作成基準]

当連結財務諸表は、米国において一般に公正妥当と認められている会計原則に準拠して作成して

います。したがって、当連結財務諸表の作成に当たっては、主としてわが国の会計慣行に準拠して作

成された会計帳簿に記帳された数値に対していくつかの修正を加えています。

米国で一般に公正妥当と認められている会計原則に準拠した財務諸表の作成にあたり、期末日現

在の資産・負債の金額、偶発的な資産・負債の開示及び報告対象期間の収益・費用の金額に影響を

与える様々な見積りや仮定を用いています。実際の結果は、これらの見積りなどと異なる場合があり

ます。

また、当期の表示に合わせて、前期の数値を一部組替えて表示しています。

　

[重要な会計方針の要約]

当連結財務諸表の作成に当たって採用した重要な会計方針の要約は下記のとおりです。

(イ)連結方針

当連結財務諸表は、当社と当社が直接・間接に議決権の過半数を所有している子会社のすべて(以

下、当社及び子会社を総称して「連結会社」という)の各勘定を連結したものです。各会社間の内部

取引項目は相殺消去しています。

当連結財務諸表に含まれている連結子会社数の内訳は次のとおりです。

　

区分
前期

平成19年３月31日
当期

平成20年３月31日

国内子会社 77 66

在外子会社 31 30

合計 108 96

(注) 主要な連結子会社名は「第１　企業の概況」４ 関係会社の状況に記載しているため省略しています。

　

　

全ての関連会社(議決権の20％から50％を実質的に所有する会社)に対する投資は、持分法の適用

によって計算した価額をもって表示しています。
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持分法適用会社数の内訳は次のとおりです。

　

区分
前期

平成19年３月31日
当期

平成20年３月31日

国内関連会社 8 7

在外関連会社 3 3

合計 11 10

　

　

(ロ)現金及び現金同等物

現金及び現金同等物は、現金及び要求払預金です。連結貸借対照表上の定期預金は、当初の満期ま

での期間が90日以内のものを含んでいます。

(ハ)売上債権

連結会社の販売先は主として国内の小売業者及び卸売業者です。

(ニ)棚卸資産

棚卸資産は、平均法による原価又は時価のいずれか低い価額で表示しています。時価は正味実現可

能価額によっています。

(ホ)市場性のある有価証券及び投資

連結会社の負債証券及び市場性のある持分証券への投資（「有価証券」及び「その他の投資有価

証券」に含まれる）は、連結会社の保有意思、保有能力及び証券の特性をもとに売却可能有価証券ま

たは満期保有目的有価証券に区分されています。売却可能有価証券は公正価値で評価され、未実現保

有損益を法人税等控除後の金額で資本の内訳項目として独立掲記しています。満期保有目的有価証

券は償却原価で評価しています。また、その他の投資有価証券は、取得原価又は評価減後の価額で表

示しています。

連結会社は負債証券及び市場性のある持分証券の減損の可能性について、公正価値が帳簿価額を

下回っている程度、その公正価値の下落期間、保有能力及び保有意思等を含む判断基準に基づき定期

的に検討を行っています。取得原価で計上されたその他の投資有価証券は、定期的に減損の可能性を

検討しています。

(ヘ)減価償却

減価償却は、取得原価ベースで、前期約52％及び当期約50％の有形固定資産について定率法、残り

については定額法によっています。なお、減価償却費には、リース期間と見積り耐用年数のいずれか

短い期間を用いて償却したキャピタル・リース資産の償却額も含まれています。減価償却の算定に

用いた耐用年数は次のとおりです。

　　　　建物　　　　　　15から38年

　　　　機械及び装置　　５から12年

平成19年４月１日において、当社及び国内連結子会社は、有形固定資産の見積り残存価額を減額し

ました。この変更は処分時の資産価値をより適切に反映することができるため、より望ましいものと

考えています。 

  基準書第154号「会計上の変更及び誤謬の修正―会計原則審議会意見書第20号及び財務会計基準

審議会基準書第３号の差し替え」に準拠して、見積り残存価額の変更は、会計上の見積りの変更に該

当します。したがって、この変更の影響は変更期間以降に計上し、過年度財務諸表への遡及適用は行

いません。この変更により、当期において、減価償却費が902百万円多く計上されています。また、当期

純利益、１株当たり基本的当期純利益、１株当たり希薄化後当期純利益は、それぞれ532百万円、2.33

円、2.33円減少しています。
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(ト)長期性資産の減損

連結会社は、基準書第144号「長期性資産の減損又は処分の会計処理」を適用しています。基準書

第144号は、長期性資産の減損又は処分について統一された会計処理方法を規定しています。また売

却予定資産の区分の基準を規定し、非継続事業として報告される廃止事業の範囲を拡大し、そのよう

な事業から生じる損失の認識時期を規定しています。

長期性資産の減損については、資産の帳簿価額の回収が困難となる兆候が発生していないかの判

定を行っています。もし、帳簿価額の回収が不可能と判定された場合には、当該資産について適切な

方法により減損を認識しています。

(チ)のれん及びその他の無形固定資産

連結会社は、基準書第142号「のれん及びその他の無形固定資産」を適用しています。基準書第142

号は、のれんの会計処理について償却に代えて少なくとも年１回の減損の判定を行うことを要求し

ています。また、耐用年数の認識が可能な無形固定資産は利用可能期間にわたり償却すると同時に減

損判定も実施します。耐用年数が不確定な無形固定資産は、償却を行わず、耐用年数が不確定の間は

減損の判定のみを行うことを要求しています。

(リ)企業結合

連結会社は、基準書第141号「企業結合」に従い、企業結合についてパーチェス法を適用していま

す。

(ヌ)退職金及び年金債務

連結会社は、退職金及び年金制度に対して基準書第87号「雇用主の年金会計」及び基準書第158号

「確定給付型年金及びその他の退職後給付制度に関する事業主の会計」を適用しています。

また、連結会社は基準書第88号「給付建年金制度の清算及び縮小並びに退職給付に関する雇用者

の会計」に基づき、退職給付債務の清算額が勤務費用と利息費用の合計額以下の場合には清算損益

の認識を行っていません。

(ル)金融商品の公正価値

連結会社は、金融派生商品以外の金融商品について、当該金融商品の帳簿価額と公正価値が相違し

ている場合、連結財務諸表に対する注記において公正価値を開示しています。ただし、帳簿価額と公

正価値が近似している場合には、公正価値の開示を省略しています。公正価値は、各期末日現在の入

手可能な市場価格、取引業者の見積り及びその他の評価方式に基づいて見積り計算しています。
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(ヲ)法人税等

連結会社は、基準書第109号「法人所得税の会計処理」を適用しています。基準書第109号によれば

繰延税金資産及び負債は、一時差異が課税所得に影響を与えると予想される年度の実効税率を使用

して、会計上と税務上との間の資産及び負債の一時的差異、繰越欠損金及び繰越税額控除をもとに計

算されます。また、繰延税金費用及び収益は、将来の実現可能性の評価に基づき決定された繰延税金

資産及び負債の変動額として算定されます。

平成18年６月、財務会計基準審議会は、財務会計基準審議会解釈指針(以下「解釈指針」という)第

48号「法人税等の不確実性に関する会計処理―基準書第109号の解釈指針」を公表しました。解釈指

針第48号は、基準書第109号に従って計上される法人税等の不確実性に関する会計処理を明確化し、

税務申告において採用した、または採用する予定の税務ポジションの財務諸表における認識と測定

のための認識基準及び測定方法を規定しています。解釈指針第48号はまた、認識の中止、計上区分、利

息及び課徴金、期中の会計処理、開示及び移行措置に関する指針を提供しています。平成19年４月１

日に解釈指針第48号を適用した結果、累積的影響額として期首のその他の利益剰余金が61百万円減

少し、当期純利益は132百万円減少しました。 

　当社は子会社の未配分利益について、再投資のため今後とも留保すると考えている場合、あるいは

配当金として受領するとしても現行のわが国税法のもとでは課税されない場合には、その子会社の

未配分利益について法人税等を計上していません。 

(ワ)株式に基づく報酬制度

当社は、基準書第123号改訂版（2004年改訂）「株式に基づく報酬の会計処理」を適用していま

す。基準書第123号改訂版の規定によれば、株式に基づく報酬費用は公正価値法で認識されます。

　公正価値法に基づき、株式に基づく報酬費用は付与日に報奨の公正価値に基づいて測定され、権利

が確定する年数（１年）にわたって認識されています。報奨の公正価値は、ブラック・ショールズ・

オプション価格算定モデルを用いて見積もられています。

(カ)一株当たりの金額

基本的一株当たり純利益は、当期純利益を発行済株式の加重平均株式数で除して算定しています。

希薄化後一株当たり純利益は、当期純利益を、ストックオプションの付与による希薄化効果を加味

した発行済株式の加重平均株式数で除して算定しています。

基本的及び希薄化後一株当たり純利益に使用した当期純利益及び株式数は以下のとおりです。

　

項目
前期

平成18年４月１日
～平成19年３月31日

当期
平成19年４月１日
～平成20年３月31日

純利益(分子)：

　　当期純利益(百万円) 11,386 1,555

株式数(分母)：

　　基本的１株当たり純利益算定のための
　　加重平均株式数(千株)

228,236 228,192

　　ストックオプションの
　　付与による希薄化の影響(千株)

255 348

　　希薄化後の１株当たり純利益算定のための
　　平均株式数(千株)

228,491 228,540
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(ヨ)収益の認識

連結会社は、所有権及び危険負担が顧客に移転し、顧客が製品を受領した時に収益を認識していま

す。

(タ)販売促進費

連結会社は、販売促進費及びリベートについてEITF基準書第01-09号「販売者が商品の購入者(再

販売者を含む)に支払う対価に関する会計」を適用しています。

EITF基準書第01-09号は特定の販売促進費及びリベートを販売費及び一般管理費に計上するので

はなく売上高からの控除として処理することを要求しています。

(レ)広告宣伝費

広告宣伝費は、発生時に費用処理しており、「販売費及び一般管理費」に含めて表示しています。

前期及び当期の広告宣伝費の金額はそれぞれ14,003百万円及び11,867百万円です。

(ソ)研究開発費

研究開発費は、発生時に費用処理しています。前期及び当期の研究開発費の金額はそれぞれ2,459

百万円及び2,283百万円です。

(ツ)金融派生商品及びヘッジ活動

連結会社は、基準書第133号「金融派生商品とヘッジ活動に関する会計処理」、基準書第138号「特

定の金融派生商品及び特定のヘッジ活動の会計処理－基準書第133号の修正」及び基準書第149号

「金融派生商品及びヘッジ活動に関する基準書第133号の修正」を適用しています。これらの基準書

はすべての金融派生商品を公正価値で貸借対照表上、資産または負債として認識することを要求し

ています。金融派生商品の公正価値の変動額は金融派生商品の使用目的に応じて当期純損益または

その他の包括損益として認識されます。すなわち、未認識確定契約及び認識済債権債務の公正価値

ヘッジとして適格な金融派生商品の公正価値の変動は、当期損益として認識されます。未認識確定契

約、認識済債権債務及び予定取引のキャッシュフローヘッジとして適格な金融派生商品の公正価値

の変動は、その他の包括損益として報告され、当該金額は、ヘッジ対象物が損益に影響を及ぼす期間

と同一会計期間に、損益勘定に振替えられます。

(ネ)債務保証

連結会社は、解釈指針第45号「第三者の負債に対する間接保証を含む保証に関する保証者の会計

処理及び開示」を適用しています。解釈指針第45号は、債務保証を行うことに伴う債務保証者の義務

に関する開示を規定しています。また、同解釈指針は特定の保証については、保証開始時に債務認識

を要求しており、その債務は保証開始時の公正価値で認識されます。
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(ナ)新会計基準

公正価値の測定－平成18年９月に、財務会計基準審議会は基準書第157号「公正価値の測定」を発

行しました。基準書第157号は、公正価値を定義し、公正価値を測定するための枠組みを確立するとと

もに、公正価値の測定に関する開示を拡大しています。基準書第157号は、平成19年11月15日以降に開

始する事業年度から適用されます。平成20年２月に財務会計基準審議会は、職員意見書基準書第157-

１号「基準書第13号におけるリースの分類もしくは測定を目的とする、公正価値の測定を規定する

基準書第13号及びその他の会計基準への基準書第157号の適用」及び職員意見書基準書第157-２号

「基準書第157号の適用日」を発行しました。これらの意見書は特定の非金融資産及び負債に対する

基準書第157号の適用日を部分的に一年間延期し、さらに特定のリース取引をその適用範囲から除外

しています。基準書第157号の適用が将来の連結財務諸表に与える重要な影響はないと予想していま

す。

　

確定給付型年金及びその他の退職後給付制度に関する事業主の会計－平成18年９月に、財務会計

基準審議会は基準書第158号「確定給付型年金及びその他の退職後給付制度に関する事業主の会計

－基準書第87号、第88号、第106号及び第132号改訂版の改訂」を発行しました。基準書第158号は、確

定給付型年金及びその他の退職後給付制度（以下、総称して「退職後給付制度」という）の事業主

に退職後給付制度の積立状況を連結貸借対照表で認識し、年金資産の公正価値及び予測給付債務を

連結会計年度末日現在で測定し、追加の開示をすることを要求しています。連結会社は、認識及び開

示に関する規定については、前期末に適用しています。基準書第158号の測定日の変更に関する規定

は、平成20年12月15日以降に終了する事業年度から適用されます。測定日の変更に関する規定の適用

が将来の連結財務諸表に与える影響については、現在検討中です。

　

金融資産及び金融負債の公正価値の選択－平成19年２月に、財務会計基準審議会は基準書第159号

「金融資産及び金融負債の公正価値の選択－基準書第115号の改訂を含む」を発行しました。基準書

第159号は、特定の選択日において、現在は公正価値で測定することを要求されていない金融商品等

を公正価値で測定することの選択を認めています。基準書第159号は、平成19年11月15日以降に開始

する事業年度から適用されますが、早期適用を選択する場合を除き遡及適用は認められていません。

基準書第159号の適用が将来の連結財務諸表に与える影響については、現在検討中です。

　

企業結合－平成19年12月に、財務会計基準審議会は基準書第141号改訂版（2007年改訂）「企業結

合」を発行しました。基準書第141号改訂版は、取得者が取得した識別可能資産、引き受けた負債、被

買収者の非支配持分及び取得したのれんを財務諸表において、認識し、測定するための原則及び要件

を規定しています。また基準書第141号改訂版は、企業結合の性質及び財政上の影響を評価するため

の開示要件を規定しています。基準書第141号改訂版は、取得日が、平成20年12月15日以降に開始する

最初の事業年度開始日後である企業結合に適用されます。当社においては、平成21年４月１日以後に

発生するすべての企業結合に適用されます。
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連結財務諸表における非支配持分－平成19年12月に、財務会計基準審議会は基準書第160号「連結

財務諸表における非支配持分－会計研究公報第51号の改訂」を発行しました。基準書第160号は、子

会社の非支配持分及び連結対象外となった場合の会計処理及び報告の基準を規定しています。また、

基準書第160号は、親会社持分及び非支配持分とを明確に特定かつ識別しており、親会社持分及び非

支配持分に帰属する損益を識別して開示することを要求しています。基準書第160号は、平成20年12

月15日以降に開始する事業年度から適用されます。基準書第160号の適用が将来の連結財務諸表に与

える影響については、現在検討中です。

　

金融派生商品及びヘッジ活動の開示－平成20年３月に、財務会計基準審議会は基準書第161号「金

融派生商品及びヘッジ活動の開示－基準書第133号の改訂」を発行しました。基準書第161号は、基準

書第133号の金融派生商品及びヘッジ活動についての開示を改訂し、拡充しています。基準書第161号

は、金融派生商品を利用する目的及び戦略についての定性的な開示、貸借対照表における金融派生商

品の公正価値及びその表示科目並びに損益計算書における金融派生商品に関する損益及びその表示

科目についての表形式での定量的な開示及び金融派生商品契約に含まれる信用リスクに関連した偶

発条項の開示を要求しています。基準書第161号は、平成20年11月15日以降に開始する事業年度及び

四半期に発行される財務諸表に適用されます。

　

一般に認められた会計原則の階層－平成20年５月に、財務会計基準審議会は基準書第162号「一般

に認められた会計原則の階層」を発行しました。基準書第162号は、米国で一般に認められた会計原

則に準拠した非公的組織の財務諸表を作成する際に使用される原則を選択するための枠組みと会計

原則の出典を特定しています。基準書第162号は、公開会社会計監視委員会による監査基準AU第411項

（一般に認められた会計原則に準拠した適正な表示の意味）の修正に対する米国証券取引委員会の

承認から60日後に適用されます。基準書第162号の適用が将来の連結財務諸表に与える重要な影響は

ないと予想しています。 
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②　棚卸資産

各期末日現在の棚卸資産の内訳は次のとおりです。
　

区分
前期

平成19年３月31日
当期

平成20年３月31日

製品及び商品(百万円) 75,088 73,450

原材料及び仕掛品(百万円) 33,644 34,253

貯蔵品(百万円) 5,906 4,515

合計 114,638 112,218

　
③　市場性のある有価証券及び投資

各期末日現在の「有価証券」及び「その他の投資有価証券」に含まれている負債証券及び市場性の

ある持分証券の取得原価、未実現損益及び公正価値は次のとおりです。

　

区分

前期
平成19年３月31日

当期
平成20年３月31日

取得原価
(百万円)

未実現
利益
(百万円)

未実現
損失

(百万円)

公正価値
(百万円)

取得原価
(百万円)

未実現
利益
(百万円)

未実現
損失
(百万円)

公正価値
(百万円)

売却可能有価証券

　持分証券 13,7497,590△ 23921,10012,9383,511△ 48015,969

　負債証券 372 33 ― 405 341 3  △ 5 339

満期保有目的有価証券 499 1 △ 1 499 300 0 ― 300

合計 14,6207,624△ 24022,00413,5793,514△ 48516,608

　

各期末日現在の負債証券及び市場性のある持分証券の投資カテゴリー別及び未実現損失の状態が継

続的に生じている期間ごとの、未実現損失及び公正価値は次のとおりです。

　

区分

前期
平成19年３月31日

当期
平成20年３月31日

12ヶ月以下 12ヶ月以下

公正価値
(百万円)

未実現損失
(百万円)

公正価値
(百万円)

未実現損失
(百万円)

売却可能有価証券

　持分証券 2,167 △ 239 3,102 △ 480

  負債証券 ― ― 39 △ 5

満期保有目的有価証券 299 △ 1 ― ―

合計 2,466 △ 240 3,141 △ 485

各期末日現在、未実現損失の状態が12ヶ月以上継続している投資はありません。
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売却可能有価証券の売却収入は、前期83百万円、当期48百万円です。また、当該売却による実現損益は

次のとおりです。

　

区分
前期

平成18年４月１日
～平成19年３月31日

当期
平成19年４月１日
～平成20年３月31日

実現利益(百万円) 50 1

実現損失(百万円) 0 △ 13

　

売却損益実現額の算定に当たり、売却された有価証券の原価は、銘柄別移動平均法によっています。

　

当期末日現在、売却可能有価証券及び満期保有目的有価証券に区分された負債証券の償還期限は次

のとおりです。

　

区分

当期
平成20年３月31日

取得原価
(百万円)

公正価値
(百万円)

１年以内 300 300

１年超５年以内 69 70

５年超 272 269

合計 641 639

　

その他の市場性のない関係会社株式以外の投資有価証券は、前期2,468百万円及び当期2,452百万円

であり、公正価値の見積りが困難なため取得原価（減損後のものを含む）で表示しています。

各期末日現在の関連会社に対する投資及び貸付金の内訳は次のとおりです。

　

区分
前期

平成19年３月31日
当期

平成20年３月31日

投資(百万円) 2,203 2,105

貸付金(百万円) 136 115

合計 2,339 2,220

関連会社に対する投資の貸借対照表価額は、各期末日現在における関連会社の純資産に占める当社

の持分とほぼ一致しています。
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④　有形固定資産

各期末日現在の有形固定資産の内訳は次のとおりです。

　

科目
前期

平成19年３月31日
当期

平成20年３月31日

土地(百万円) 89,329 88,591

建物(百万円) 257,991 256,365

機械及び装置(百万円) 214,943 217,496

建設仮勘定(百万円) 883 808

合計 563,146 563,260

減価償却累計額(百万円) △ 305,555 △ 316,386

有形固定資産(百万円) 257,591 246,874

　

有形固定資産の除売却損益は、前期は500百万円、当期は484百万円の損失となっています。これらの

損失は、連結損益計算書上、原価及び費用の「その他」に含めて表示しています。

当期に、オーストラリアで養豚事業を営む連結子会社において、事業用固定資産の減損損失を認識し

ました。計上した金額は2,456百万円で、連結損益計算書上、原価及び費用の「その他」に含まれていま

す。これは、収益性の悪化により将来予想キャッシュ・フローが低下したことによるものです。

減損金額の算定の基礎とした公正価値は、割引キャッシュ・フロー法により算定しています。また、

減損した長期性資産が含まれている報告セグメントは、食肉事業本部です。

なお、前期及び当期のこれ以外の減損損失は、重要ではありません。

　

⑤　無形固定資産

前期末日及び当期末日現在の償却対象となる無形固定資産（連結貸借対照表上、「その他の資産」

に含まれる）の内訳は次のとおりです。

　

区分

前期
平成19年３月31日

当期
平成20年３月31日

取得原価
(百万円)

償却累計額
(百万円)

取得原価
(百万円)

償却累計額
(百万円)

ソフトウェア 10,274 6,141 8,419 3,970

ソフトウェア仮勘定 1,236 ― 2,439 ―

その他 936 528 901 538

合　計 12,446 6,669 11,759 4,508

　

前期末日及び当期末日現在の償却対象外の無形固定資産は軽微です。

前期1,285百万円、当期1,498百万円の無形固定資産の償却費が発生しています。

無形固定資産の加重平均償却期間は約５年です。

平成21年、平成22年、平成23年、平成24年及び平成25年３月31日に終了する各事業年度の、予想償却費

はそれぞれ2,075百万円、1,894百万円、1,355百万円、1,028百万円及び676百万円です。

前期及び当期末日現在ののれんの計上額並びに前期及び当期ののれんの変動額は、連結会社の営業

活動に重要な影響はありません。
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⑥　短期借入金及び長期債務

各期末日現在の短期借入金残高に対する年利率は、主として前期は0.8％～6.9％、当期は0.9％～

10.7％です。

当社は、金融機関との間に合計77,000百万円のコミットメントライン契約を締結しており、即時に利

用可能です。前期末日及び当期末日現在の使用残高はありません。

各期末日現在の長期債務の内訳は次のとおりです。

　

区分
前期

平成19年３月31日
(百万円)

当期
平成20年３月31日
(百万円)

担保付：

　銀行、保険会社及び農業協同組合等よりの
　借入金　最終返済期限平成31年迄

　　　　年利率　　　　　　前期　0.9％～2.7％ 14,856 12,944

　　　　　　　　　　　　　当期　0.9％～2.7％

無担保：

　銀行、保険会社及び農業協同組合等よりの
　借入金　最終返済期限平成24年迄

　　　　年利率　　　　　　前期　0.8％～4.7％ 68,772 61,411

　　　　　　　　　　　　　当期　0.8％～4.7％

　平成20年９月満期2.25％利付普通社債 9,700 9,700

　平成24年12月満期1.45％利付普通社債 ― 20,000

　平成29年12月満期2.01％利付普通社債 ― 10,000

　無利息債務 1,147 2,368

キャピタル・リース債務
  前期 最終返済期限平成29年迄、年利率1.2％～3.3％

12,577 13,057

  当期 最終返済期限平成29年迄、年利率1.0％～4.4％

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　合計 107,052 129,480

差引：一年以内期限到来分 11,878 18,540

長期債務(一年以内期限到来分控除後) 95,174 110,940
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各期末日現在の長期債務の返済予定額の年度別内訳は次のとおりです。

　
前期

平成19年３月31日
当期

平成20年３月31日

３月31日で終了する年度 金額(百万円) ３月31日で終了する年度 金額(百万円)

平成20年度 11,878 平成21年度 18,540

平成21年度 17,901 平成22年度 6,324

平成22年度 5,713 平成23年度 41,239

平成23年度 40,577 平成24年度 22,337

平成24年度 21,813 平成25年度 22,469

平成25年度以降 9,170 平成26年度以降 18,571

合計 107,052 合計 129,480

　

各期末日現在、担保差入資産は次のとおりです。

　

科目
前期

平成19年３月31日
当期

平成20年３月31日

有形固定資産
(減価償却累計額控除後)(百万円)

26,910 25,850

　

これらの担保差入資産は下記の債務に対応するものです。

　

科目
前期

平成19年３月31日
当期

平成20年３月31日

長期債務(長期借入金)(百万円) 14,856 12,944

　

大部分の長短銀行借入金は、銀行取引約定書に基づいて借入されていますが、この約定には、銀行は

一定の場合、借手である当社及び子会社に担保、増担保、または保証人を求めうることになっており、更

に銀行は、担保が特定債務に対して差入れられた場合も、当該担保が全債務に対して供されたものとし

て取扱うことが出来る旨の規定が含まれています。また、一部の借入契約書の債務不履行条項には、銀

行が占有している当社の資産に対してある種の優先権を認めているものがあります。

　

⑦　法人税等

当社は、法人税に関して連結納税制度の適用を国税庁に申請し、平成19年３月に承認されました。前

事業年度より、連結納税制度に基づいた会計処理及び表示を行っています。

平成19年４月１日から開始する事業年度から適用されている連結納税制度では、国内の法人税額の

計算に必要な課税所得は当社と当社持分が100％の国内子会社の課税所得を合計して算定されるとと

もに、法人税に関連する繰延税金資産の回収可能額についても、当社と当社持分が100％の国内子会社

の課税所得の見積り額に基づいて評価されています。

わが国における法人税等は、法人税、住民税及び事業税からなっており、これらわが国における税金

の法定税率を基礎として計算した実効税率は前期及び当期とも約41％です。海外子会社についてはそ

れぞれの所在国の税法に基づいて課税されます。
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連結損益計算書上の法人税等の実効税率と法定税率を基礎にして計算した標準実効税率との差異は

次のとおりです。

　

区分
前期

平成18年４月１日
～平成19年３月31日

当期
平成19年４月１日
～平成20年３月31日

法定税率を基礎にして計算した標準実効税率 41.0％ 41.0％

　増加(△減少)内訳：

　　海外子会社の税率差 △ 3.3％ 13.7％

　　繰延税金資産に対する評価性引当金の増減 △ 23.9％ 35.5％

　　子会社再編に係る影響 ― △ 33.6％

　　永久的に税務上損金算入されない費用 3.8％ 10.8％

　　その他―純額 △ 2.6％ 0.8％

損益計算書上の実効税率 15.0％ 68.2％

　

各期末日現在、繰延税金資産及び負債を構成する一時的差異、税務上の繰越欠損金及び繰越税額控除

に係る税効果の内訳は次のとおりです。

　

区分

前期
平成19年３月31日

当期
平成20年３月31日

繰延税金資産
(百万円)

繰延税金負債
(百万円)

繰延税金資産
(百万円)

繰延税金負債
(百万円)

有価証券 △ 3,241 34 △ 1,216 21

棚卸資産 1,260 1,060 872 534

未払事業税 412 ― 327 ―

未払賞与 3,038 ― 3,211 ―

退職金及び年金債務 6,026 ― 7,159 ―

子会社に対する投資 ─ 2,504 1,034 2,133

土地 2,215 ― 2,277 288

その他の一時的差異 2,772 241 4,394 74

税務上の繰越欠損金及び繰越税額控除 11,267 ― 9,922 ―

合計 23,749 3,839 27,980 3,050

評価性引当金 △ 4,846 ─ △ 6,460 ―

差引計 18,903 3,839 21,520 3,050

　

繰延税金資産に対する評価性引当金の増減額はそれぞれ、前期6,136百万円の減少、当期1,614百万円

の増加です。また、当期末日現在、税務上の欠損金の繰越額は法人税が18,609百万円、地方税が30,504百

万円です。繰越期限が５年以内に到来するものは、法人税8,929百万円、地方税25,379百万円です。それ

以降に繰越期限が到来するものまたは繰越期限のないものは、法人税9,680百万円、地方税5,125百万円

です。

当連結財務諸表上、再投資を行うため今後とも留保すると考えられる海外子会社の未分配利益の当

期末日現在の金額は18,256百万円です。これらの会社の未分配利益及び外貨換算調整勘定に対する繰

延税金負債は認識していません。
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⑧　退職金及び年金制度

当社は、平成18年１月１日より、職位、考課及び勤続年数に基づいて毎年付与される累積ポイントに

より退職金が計算される「ポイント制退職金」をベースとした退職一時金及び企業年金基金制度を採

用しています。企業年金基金制度の給付には市場関連金利が付与されます。企業年金基金制度のもとで

は定年退職時より10年から20年間の期間にわたり年金が支払われます。また当社は、新たに確定拠出年

金制度を採用しています。現職従業員に関する適格退職年金制度資産は確定拠出年金制度に移管しま

したが、その一部は退職した従業員のための年金制度として存続しています。

　

平成19年３月31日に、連結会社は、基準書第158号の積立状況の認識及び開示に関する規定を適用し

ました。基準書第158号は、年金制度の積立状況（すなわち、年金資産の公正価値と予測給付債務の差

額）を、対応する税効果調整後で、その他の包括利益累計額として前期末の連結貸借対照表で認識する

ことを要求しています。その他の包括利益累計額への調整項目は、未認識数理差異及び未認識過去勤務

費用であり、これまでは、基準書第87号の規定に従い、連結貸借対照表上において年金制度の積立状況

と相殺されていました。基準書第158号の適用による前期以前の連結損益計算書への影響はありませ

ん。

　

当社は、確定拠出年金制度への拠出額として、前期において296百万円、当期において285百万円の費

用を認識しています。

　

当社の退職金及び年金制度に係る期間純年金費用は、次の各項目から構成されています。

　

項目
前期

平成18年４月１日
～平成19年３月31日

当期
平成19年４月１日
～平成20年３月31日

勤務費用(百万円) 1,188 1,207

利息費用(百万円) 788 804

制度資産の期待運用収益(百万円) △ 514 △ 551

過去勤務費用の償却額(百万円) △ 196 △ 242

数理差異の認識額(百万円) 407 525

清算損失(百万円) 448 593

期間純年金費用(百万円) 2,121 2,336
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各期末日現在の上記制度に関する情報は次のとおりです。

　

区分
前期

平成19年３月31日
当期

平成20年３月31日

予測給付債務の変動額

　　期首残高(百万円) 41,535 41,390

　　勤務費用(百万円) 1,188 1,207

　　利息費用(百万円) 788 804

　　数理損失(△益)(百万円) 878 △ 169

　　清算による給付額(百万円) △ 1,526 △ 1,744

　　その他の給付額(百万円) △ 1,473 △ 1,768

　　期末残高(百万円) 41,390 39,720

制度資産(公正価値)の変動額

　　期首残高(百万円) 43,119 42,188

　　実現運用損失(百万円) △ 1,149 △ 2,502

　　雇用主拠出額(百万円) 1,691 1,609

　　その他の給付額(百万円) △ 1,473 △ 1,768

　　期末残高(百万円) 42,188 39,527

積立状況 798 △ 193

　

各期末日現在の連結貸借対照表における認識額は、以下のとおりです。

科目

前期　　　　　　　　　　　　　　　　　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　平成19年３月31日
（百万円）

当期　　　　　　　　　　　　　　　　　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　平成20年３月31日
（百万円）

前払年金費用 3,571 3,015

未払年金債務 △ 2,773 △ 3,208

798 △ 193

　

各期末日現在のその他の包括利益(△損失)累計額における認識額は、以下のとおりです。

科目

前期　　　　　　　　　　　　　　　　　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　平成19年３月31日
（百万円）

当期　　　　　　　　　　　　　　　　　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　平成20年３月31日
（百万円）

数理差異 12,066 13,832

過去勤務費用 △ 3,254 △ 3,012

8,812 10,820

　

各期末日現在の確定給付制度の累積給付債務は、以下のとおりです。

項目

前期　　　　　　　　　　　　　　　　　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　平成19年３月31日
（百万円）

当期　　　　　　　　　　　　　　　　　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　平成20年３月31日
（百万円）

累積給付債務 41,390 39,720
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退職金及び年金制度において、予測給付債務が年金資産を上回る予測給付債務及び年金資産の公正

価値、また累積給付債務が年金資産を上回る累積給付債務及び年金資産の公正価値は、以下のとおりで

す。

項目

前期　　　　　　　　　　　　　　　　　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　平成19年３月31日
（百万円）

当期　　　　　　　　　　　　　　　　　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　平成20年３月31日
（百万円）

予測給付債務が年金資産を上回る制度

　   予測給付債務 10,316 9,555

　   年金資産の公正価値 7,542 6,346

累積給付債務が年金資産を上回る制度

　   累積給付債務 10,316 9,555

　   年金資産の公正価値 7,542 6,346

　

当期における、その他の包括利益(△損失)累計額の変動額は、以下のとおりです。

項目
金額　　　　　　　　　　　　　　　　　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　
（百万円）

数理差異の当期発生額 2,884

過去勤務費用の償却額 242

数理差異の認識額 △ 1,118

　

翌事業年度において、その他の包括利益(△損失)累計額から純年金費用として計上される確定給付

制度の過去勤務費用及び数理差異の見積り償却額は、以下のとおりです。

項目

翌期　　　　　　　　　　　　　　　　　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　平成21年３月31日
（百万円）

過去勤務費用 △ 264

数理差異 664

　

［測定日]

当社及び一部の子会社は12月31日を制度の測定日として使用しています。
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［前提条件として使用した仮定］

上記制度に関する給付債務に係る情報の確定にあたって使用した仮定は、以下のとおりです。

項目
前期

平成19年３月31日
当期

平成20年３月31日

割引率 2.0％ 2.0％

　

上記制度に関する期間純年金費用に係る情報の確定にあたって使用した仮定は、以下のとおりです。

項目
前期

平成18年４月１日
～平成19年３月31日

当期
平成19年４月１日
～平成20年３月31日

割引率 2.0％ 2.0％

予定昇給率 ―％ ―％

長期期待運用収益率 2.5％ 2.5％

当社は、平成18年１月１日より、ポイント制退職金をベースとした退職一時金及び企業年金基金制度

を採用しました。この制度では、退職金は、職位、考課及び勤続年数に基づいて毎年付与される累積ポイ

ントにより計算されます。このため、前期及び当期における期間純年金費用の確定にあたって、予定昇

給率は使用していません。

長期期待運用収益率は、過去の運用実績を考慮した上で、各年金資産の期待収益率を予測して設定し

ています。

　

［年金資産］

当社の国内における資産カテゴリー別の年金資産の構成は以下のとおりです。

区分
前期

平成19年３月31日
当期

平成20年３月31日

持分有価証券 54.0% 53.7%

負債有価証券 26.2% 26.2%

現金 4.8% 3.9%

生保一般勘定 15.0% 16.2%

合計 100.0% 100.0%

企業年金基金の資産カテゴリー別年金資産の目標配分比率は、前期、当期とも、持分有価証券28％、負

債有価証券62％、生保一般勘定10％でした。上表の持分有価証券には、退職給付信託に係る年金資産が

含まれています。

当社の年金資産運用は、必要とされる総合収益を長期的に確保し、加入員及び受給者に対する年金給

付の支払を将来にわたり確実に行うことを基本方針としています。このため各年金資産の期待運用収

益率の予測、標準偏差、相関係数等を考慮した上で中長期にわたり安定的に期待収益率を達成するため

の政策的資産構成割合を策定し、これに基づいて資産を配分しています。当社は年金資産の長期期待運

用収益と実際の運用収益との乖離幅を毎年検証しています。当社は、年金資産の長期期待運用収益率を

達成するために政策的資産構成割合を修正する必要がある場合は、その見直しを行っています。

［拠出金］

翌事業年度において、当社は企業年金基金制度に1,516百万円拠出する予定です。

　

［将来予想給付額］

将来の予想給付額は、次のとおりです。

当期
平成20年３月31日
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３月31日で終了する年度 金額(百万円)

平成21年度 2,231

平成22年度 2,397

平成23年度 2,030

平成24年度 2,108

平成25年度 2,069

平成26年度から平成30年度 10,591

合計 21,426

　

子会社においても、適格退職年金制度及び退職一時金制度を有しているところがあります。当該子会

社の退職金及び年金債務は従業員に対する将来給付債務の割引現在価値のうち、従業員が貸借対照表

日までに稼得した部分を計上しています。

当該子会社の退職金及び年金制度についての要約情報は次のとおりです。
　

項目
前期

平成19年３月31日
当期

平成20年３月31日

期間純年金費用(百万円) 1,447 2,550

給付債務の期末残高(百万円) 14,820 16,221

制度資産の公正価値の期末残高(百万円) 5,443 5,686

認識債務の期末残高(百万円) 9,377 10,535

上記の計算に用いられる仮定は、当社の制度に用いられているものと概ね同様です。

　

また連結会社は、内規に基づき、前期769百万円、当期556百万円の役員退職慰労引当金を計上してい

ます。

早期退職及び当社から子会社への転籍による特別退職加算金が、連結損益計算書上、原価及び費用の

「その他」に、前期312百万円、当期3,472百万円含まれています。
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⑨　株式に基づく報酬制度

当社は、株主総会の決議に基づき、前期までは当社の取締役、監査役及び執行役員を対象として、当期

は当社の取締役(社外取締役を除く)及び執行役員を対象として定額ストックオプション制度により当

社の普通株式を購入できるオプションを付与しました。

当該ストックオプション制度において付与したオプションの行使価格は１株当たり１円です。オプ

ションは、１年間で比例的に確定し、退任の１年後から行使可能となり、最長20年間行使可能です。

当期及び前期中に付与したオプションの公正価値の見積りには、以下の仮定を使用したブラック・

ショールズ・オプション価格算定モデルを用いています。

見積り配当率は、当社の直近の実績及び予想に基づいています。見積りボラティリティは、当社のス

トックオプションの見積り権利行使期間に対応した直近期間における過去の株価のボラティリティ等

に基づいています。リスク・フリー利子率は、見積り権利行使期間に対応した日本国債の利率に基づい

ています。付与されたオプションの残存期間である見積り権利行使期間は、主として過去の行使状況に

基づいています。

　

加重平均想定値
前期

平成19年３月31日
当期

平成20年３月31日

見積り配当率 1.2％ 1.2％

見積りボラティリティ 24.5％ 25.2％

リスク・フリー利子率 1.5％ 1.5％

見積り権利行使期間 5.6年 6.3年

　

当期末現在のストックオプション制度の状況の要約及び当期の変動は次のとおりです。
　

項目 株数 行使価格(円)
平均残存
契約年数

本源的価値の総
額(百万円)

期首現在未行使残高 342,000 1 ― ―

付与 98,000 1 ― ―

権利行使 △ 20,000 1 ― ―

期末現在未行使残高 420,000 1 15.2 518

期末現在行使可能残高 11,000 1 3.9 13

　

項目
前期

平成19年３月31日
（百万円）

当期
平成20年３月31日
（百万円）

認識した総報酬費用 134 131

認識した法人税等控除額 42 54

　
付与されたストックオプションの付与日の１株当たり加重平均公正価値は、それぞれ前期1,260円、

当期1,231円です。行使されたオプションの本源的価値の総額は、前期12百万円、当期24百万円です。

当期末現在で、権利が確定していないオプションに関連する未認識費用が40百万円あります。この費

用は、翌事業年度に費用として認識されます。

オプションの行使によって払い込まれた現金は、前期、当期とも重要ではありません。

平成20年５月９日開催の取締役会において、ストックオプション制度を平成19年度以前のストック

オプション付与分を残して廃止することが決議されました。
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⑩　資本金

平成18年５月１日より新会社法が施行され、さまざまな改正が行われており、平成18年５月１日以降

又は同日以降に終了する事業年度に発生する事象又は取引について適用されています。会社法におけ

る財務的又は会計的に重要な改正は以下のとおりです。

(a)配当

　会社法においては、年度末の株主総会の決議に基づく配当に加えて、会社はいつでも配当が実施可能

です。一定の基準、すなわち（１）取締役会、（２）独立の監査人、（３）監査役会を有しており、さら

に（４）定款により取締役の任期を通常の任期である２年に代えて１年としている会社は、定款の定

めに従い、取締役会の決議により、配当（現物配当を除く）が出来ます。当社は、この基準を満たしてい

ます。

会社法は、国内会社に対して、一定の制限と追加的な規定に基づき現物配当（非現金資産）を認めて

います。

定款をもって規定している場合には、一年に一度、取締役会の決議に基づく中間配当が実施できま

す。会社法では、自己株式の買取り及び配当可能額に関して一定の制限を行っています。制限は株主へ

の分配可能額に関するものですが、配当後の純資産額が３百万円未満となることはできません。

会社法上の分配可能額は、日本の会計慣行に従って当社の個別会計帳簿に記帳された金額に基づく

ものです。平成20年３月31日現在の当社の会社法上の分配可能額は、126,710百万円です。

(b)資本金、準備金及び剰余金の振替え及び増減

　会社法においては、資本準備金及び利益準備金の合計額が資本金の金額の25％に達するまで、配当額

の10％相当額を利益準備金（利益剰余金の一部）又は資本準備金（資本剰余金の一部）として積み立

てなければなりません。会社法では、株主総会の承認があれば、資本準備金及び利益準備金を取り崩す

ことができます。また、会社法は、株主総会の決議に基づく一定の条件の下で、資本金、利益準備金、資本

準備金、その他の資本剰余金及び利益剰余金の勘定間における振替えを認めています。

(c)自己株式及び自己株式の取得権

　会社法は取締役会の決議に基づき自己株式を購入し消却することを認めています。自己株式の購入価

格は、一定の計算式により算定される株主に対する分配可能額を超えることはできません。

　

当社は、平成５年５月20日に平成５年３月31日現在の株主に対し1：1.1の割合で株式分割による新

株式を20,703,062株発行しましたが、資本金及び資本準備金の変動はありません。

米国の企業が同様の取引で株式を発行すれば、公正価値でその他の利益剰余金から資本剰余金に振

替えられます。もしこのような米国での慣行が当社の無償新株式の発行に適用されたならば、平成６年

３月31日現在の資本剰余金は33,746百万円増加し、その他の利益剰余金が同額減少することになりま

す。
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⑪　その他の包括利益(△損失)累計額

前期末日、当期末日現在における、法人税等控除後のその他の包括利益(△損失)累計額の内訳は以下

のとおりです。

　

科目
前期

平成19年３月31日
（百万円）

当期
平成20年３月31日
（百万円）

売却可能有価証券未実現評価益 4,348 1,778

デリバティブ未実現評価(△損)益 670 △ 335

年金債務調整勘定 △ 3,718 △ 5,556

外貨換算調整勘定 4,437 940

その他の包括利益(△損失)累計額合計 5,737 △ 3,173

　

⑫　リース資産及び賃借料

連結会社は、キャピタル・リース契約により一部の建物、機械及び装置を賃借しています。

前期末日、当期末日現在における、連結貸借対照表に計上されているキャピタル・リースに該当する

リース資産の内容は次のとおりです。

　

資産の種類
前期

平成19年３月31日
当期

平成20年３月31日

建物(百万円) 13,375 13,375

機械及び装置(百万円) 3,704 5,661

小計 17,079 19,036

減価償却累計額(百万円) 5,157 6,932

合計 11,922 12,104

　

キャピタル・リースに関して、将来支払われる最低リース料の年度別の金額及び連結貸借対照表上、

「長期債務」に計上されている最低リース料の当期末日現在における現在価値は次のとおりです。

　

３月31日で終了する年度 金額(百万円)

平成21年度 2,080

平成22年度 2,080

平成23年度 2,027

平成24年度 1,865

平成25年度 1,575

平成26年度以降 4,652

リース料の最低支払額 14,279

控除：利息相当額 1,222

現在価値 13,057

控除：短期リース債務 1,761

長期キャピタル・リース債務 11,296

　

また、連結会社は、オペレーティングリースにより事務所、従業員社宅及び事務所備品を賃借してい
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ます。これらに対する各年度の賃借料は前期は14,603百万円、当期は13,542百万円です。

　

解約不能オペレーティング・リースに関して、当期末日現在において将来支払われる最低リース料

の年度別の金額は次のとおりです。

　

３月31日で終了する年度 金額(百万円)

平成20年度 1,735

平成21年度 1,698

平成22年度 1,606

平成23年度 1,537

平成24年度 917

平成25年度以降 1,286

合計 8,779

　

⑬　為替差損益

当期純利益の算定にあたり前期は710百万円の為替差益、当期は2,392百万円の為替差損が含まれて

います。

　

⑭　金融商品

各期末日現在の金融商品の帳簿価額及び公正価値は次のとおりです。

　

区分

前期
平成19年３月31日

当期
平成20年３月31日

帳簿価額
(百万円)

公正価値
(百万円)

帳簿価額
(百万円)

公正価値
(百万円)

　市場性のある持分証券及び負債証券(注記③) 22,004 22,004 16,608 16,608

　長期債務 △ 95,174△ 93,511△ 110,940△ 110,147

　先物外国為替契約及び通貨スワップ契約 1,438 1,438△ 2,367△ 2,367

　金利スワップ契約 54 54 4 4

　

上記以外の金融商品の帳簿価額はその見積り公正価値とほぼ近似しています。長期債務の公正価値

は市場金利を使用した見積りによっています。異なった仮定又は方法を使用すれば公正価値の見積り

は変動することもあり得ます。
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⑮　金融派生商品とヘッジ活動

連結会社は、いくつかの種類の通貨による外貨建の輸出入業務を行なっています。外貨建の仕入債

務、売上債権、確定契約及び予定取引(主として米ドル)から生ずる為替変動リスクを軽減するために、

先物外国為替契約、通貨スワップ契約及び通貨オプション契約を利用しています。 

連結会社は、外国通貨ヘッジ取引を行なうための戦略を含むリスク管理方針を文書化しており、先物

外国為替契約、通貨スワップ契約及び通貨オプション契約は、これらの目的と戦略及び関連する詳細な

規定に基づいて実行されています。

金融派生商品とヘッジ対象物との決定的な条件が同一である場合は、ヘッジされたリスクに関する

公正価値又はキャッシュ・フローの変動は、取引開始時及びその後も継続して完全に相殺されると予

想されます。当期及び前期において、ヘッジの有効性の評価から除外されたために損益に計上された金

額に重要性はありません。一部の先物外国為替契約及び通貨オプション契約は、ヘッジ会計として適格

ではありません。これらの公正価値の変動は、ただちに損益認識されています。

当期末日現在、先物外国為替契約及び通貨スワップ契約に関わる未実現損失(法人税等控除後)が、

337百万円その他の包括損失に計上されています。この内、45百万円は、当期末日より12ヶ月以内に損失

に振替えられると予想されます。当期末日現在、予定取引に係る将来キャッシュ・フローの変動をヘッ

ジする最長期間は約35ヶ月です。 

当社は、主に負債に関連する将来キャッシュ・アウトフローの変動リスクにさらされており、これら

のリスクを軽減するために、金利スワップ契約を利用しています。金利スワップ契約は主に変動金利付

負債を固定金利負債に変換するために利用しています。金利スワップ契約とヘッジ対象物とのヘッジ

関係は高度に有効であり、金利リスクから生ずるキャッシュ・フローの変動を相殺しています。

当期末日現在、金利スワップ契約に関わる未実現利益(法人税等控除後)が、２百万円その他の包括利

益に計上されています。この内、１百万円は、当期末日より12ヶ月以内に利益に振替えられると予想さ

れます。

連結会社は、豚枝肉相場の変動を軽減するために商品先物契約を利用していますが、ヘッジ会計とし

て適格ではありません。したがって、これらの商品先物契約の公正価値の変動は、ただちに損益として

認識されています。 

また、連結会社は、ヘッジ目的以外には金融派生商品を利用しないことをその方針としています。

平成20年３月31日現在、連結会社には重要な与信集中リスクはありません。
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⑯　セグメント情報

当期より、連結財務諸表規則に基づくセグメント情報に代えて、基準書第131号「企業のセグメント

及び関連情報に関する開示」を適用しています。 

前連結会計年度

　連結財務諸表規則に基づく前連結会計年度のセグメント情報は次のとおりです。 

(イ)事業の種類別セグメント情報

　
食肉関連
事業
(百万円)

その他の
事業
(百万円)

計
(百万円)

消去又は
全社
(百万円)

連結
(百万円)

Ⅰ　売上高及び営業損益

　(1) 外部顧客に対する売上高 850,982126,314977,296 ― 977,296

　(2) セグメント間の内部売上高 23,171 2,868 26,039 (26,039) ―

計 874,153129,1821,003,335(26,039)977,296

　　営業費用 856,715130,335987,050(26,176)960,874

　　営業利益（△営業損失） 17,438△ 1,153 16,285 137 16,422

Ⅱ　資産、減価償却費及び資本的支出

資産 545,932 47,350 593,282 19,651 612,933

減価償却費 19,946 1,703 21,649 2,125 23,774

資本的支出 19,954 869 20,823 (784) 20,039

(注) １　事業区分は、製品の種類・性質の類似性をもとに区分していますが、食肉関連事業以外のいずれの事業の売上
高、営業利益及び資産とも全セグメントの売上高、営業利益及び資産の合計額の10％未満であるため、その他
の事業として表示しています。

　　　　「営業利益」は、日本の会計慣行に従い、売上高から売上原価、販売費及び一般管理費を控除して算出して
 　います。
２　各事業に属する主要な製品は、以下のとおりです。

食肉関連事業・・・ハム・ソーセージ、加工食品及び食肉等
その他の事業・・・水産物及び乳製品等

３　資産のうち、消去又は全社の項目に含めた全社資産の金額は 37,812百万円であり、その主なものは親会社の定
期預金、有価証券及び投資有価証券等です。

４　減価償却費及び資本的支出には長期前払費用及び繰延資産とそれらの償却額が含まれています。

　

(ロ)所在地別セグメント情報

　

日本
(百万円)

その他の
地域
(百万円)

計
(百万円)

消去又は
全社
(百万円)

連結
(百万円)

Ⅰ　売上高及び営業損益

　　売上高

　(1) 外部顧客に対する売上高 882,952 94,344 977,296 ─ 977,296

　(2) セグメント間の内部売上高 885 88,419 89,304 (89,304) ─

計 883,837182,7631,066,600(89,304)977,296

　　営業費用 866,973183,3711,050,344(89,470)960,874

　　営業利益（△営業損失） 16,864 △ 608 16,256 166 16,422

Ⅱ　資産 498,008 85,159 583,167 29,766 612,933

(注) １　国又は地域の区分は、地理的近接度によっていますが、日本以外のいずれの国又は地域の売上高及び資産の金
額とも全セグメントの売上高及び資産の金額の合計額の10％未満であるため、その他の地域に一括して表示
しています。

　　　　「営業利益」は、日本の会計慣行に従い、売上高から売上原価、販売費及び一般管理費を控除して算出して
　 います。
２　その他の地域の主なものは、オーストラリア、アメリカ及びタイです。
３　資産のうち、消去又は全社の項目に含めた全社資産の金額は 37,812百万円であり、その主なものは親会社の定
期預金、有価証券及び投資有価証券等です。
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(ハ)海外売上高

海外売上高は連結売上高の10％未満のため、記載を省略しました。

　

当連結会計年度

基準書第131号は、企業のオペレーティング・セグメントに関する情報の開示を規定しています。オ

ペレーティング・セグメントは、企業の最高経営意思決定者が経営資源の配分や業績評価を行うにあ

たり通常使用しており、財務情報が入手可能な企業の構成単位として定義されています。オペレーティ

ング・セグメントは、主として商品及び提供するサービスの性質に基づき決定されています。

連結会社のオペレーティング・セグメントは、以下の３つの事業グループから構成されています。

加工事業本部－主にハム・ソーセージ、加工食品の製造・販売　

　食肉事業本部－主に食肉の生産・販売

　関連企業本部－主に水産物、乳製品の製造・販売

セグメント間の内部取引における価格は、外部顧客との取引価格に準じています。

なお、前連結会計年度について、基準書第131号で要求されるセグメント情報を補足開示しています。

　

前期及び当期におけるオペレーティング・セグメント情報は次のとおりです。

前期(平成18年４月１日～平成19年３月31日)

加工事業
本部
(百万円)

食肉事業
本部
(百万円)

関連企業
本部
(百万円)

計
(百万円)

消去調整他
(百万円)

連結
(百万円)

Ⅰ　売上高

　(1) 外部顧客に対する売上高 299,335543,189144,977987,501(10,205)977,296

　(2) セグメント間の内部売上高 13,26588,15915,793117,217(117,217)―

計 312,600631,348160,7701,104,718(127,422)977,296

　　営業費用 306,982619,768161,4531,088,203(127,329)960,874

　　セグメント利益(△セグメント損失) 5,61811,580△ 683 16,515 (93)16,422

Ⅱ　資産、減価償却費及び資本的支出

　　資産 177,575305,55164,920548,04664,887612,933

　　減価償却費 9,394 8,656 2,25820,3082,66722,975

　　資本的支出 6,75011,0691,10618,925 516 19,441
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当期(平成19年４月１日～平成20年３月31日)

加工事業
本部
(百万円)

食肉事業
本部
(百万円)

関連企業
本部
(百万円)

計
(百万円)

消去調整他
(百万円)

連結
(百万円)

Ⅰ　売上高

　(1) 外部顧客に対する売上高 305,968590,608146,2311,042,807(10,516)1,032,291

　(2) セグメント間の内部売上高 13,50090,73615,964120,200(120,200)―

計 319,468681,344162,1951,163,007(130,716)1,032,291

　　営業費用 317,172666,373162,8151,146,360(131,560)1,014,800

　　セグメント利益(△セグメント損失) 2,29614,971△ 620 16,647 844 17,491

Ⅱ　資産、減価償却費及び資本的支出

　　資産 172,680297,56659,456529,70279,107608,809

　　減価償却費 9,575 9,348 2,22321,1462,79323,939

　　資本的支出 6,491 9,378 1,21117,0801,54718,627

(注) １　「消去調整他」には、配賦不能項目、セグメント間の内部取引消去他が含まれています。

２　全社費用及び特定の子会社の損益は、一部の配賦不能項目を除き、各報告オペレーティングセグメントに配賦

しています。これらの子会社は、各報告オペレーティングセグメントに含まれる連結会社のために間接的な

サービス及び業務支援をおこなっています。

３　セグメント利益(△セグメント損失)は、売上高から売上原価、販売費及び一般管理費を控除して算出していま

す。

４　「消去調整他」に含まれる資産の主なものは、親会社の定期預金、有価証券及び投資有価証券です。

５　減価償却費は、各報告セグメントに固有の有形固定資産及び無形固定資産の償却額であり、注記２の全社費用

及び特定の子会社の損益に含まれる減価償却費は含んでいません。

６　資本的支出は、有形固定資産及び無形固定資産の増加額です。

　

前期及び当期における、セグメント利益の合計額と法人税等及び持分法による投資損益前当期純利

益との調整表は次のとおりです。

項　　　　　目

前期
平成18年４月１日
～平成19年３月31日

 (百万円)

当期
平成19年４月１日
～平成20年３月31日

(百万円)

セグメント利益の合計額 16,515 16,647

支払利息 △ 2,928 △ 2,786

その他収益・費用 174 △ 9,782

消去調整他 △ 93 844

法人税等及び持分法による投資損益前当期純利益 13,668 4,923
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前期及び当期における外部顧客に対する製品別売上情報は次のとおりです。

区　　　　分

前期
平成18年４月１日
～平成19年３月31日

(百万円)

当期
平成19年４月１日
～平成20年３月31日

(百万円)

ハム・ソーセージ 131,987 132,820

加工食品 184,320 185,734

食肉 510,695 557,969

水産物 83,353 86,226

乳製品 21,832 22,124

その他 45,109 47,418

計 977,296 1,032,291

　

前期及び当期における地域別情報は次のとおりです。

前期(平成18年４月１日～平成19年３月31日)

日本
(百万円)

その他の
地域
(百万円)

計
(百万円)

消去
(百万円)

連結
(百万円)

　　売上高

　(1) 外部顧客に対する売上高 882,95294,344977,296 ― 977,296

　(2) 地域間の内部売上高 885 88,419 89,304(89,304) ―

計 883,837182,7631,066,600(89,304)977,296

　　営業費用 866,973183,3711,050,344(89,470)960,874

　　営業利益(△営業損失) 16,864 △ 608 16,256 166 16,422

　　長期性資産 235,32233,658268,980 ― 268,980

　

当期(平成19年４月１日～平成20年３月31日)

日本
(百万円)

その他の
地域
(百万円)

計
(百万円)

消去
(百万円)

連結
(百万円)

　　売上高

　(1) 外部顧客に対する売上高 936,06896,2231,032,291 ― 1,032,291

　(2) 地域間の内部売上高 787 91,653 92,440 (92,440) ―

計 936,855187,8761,124,731(92,440)1,032,291

　　営業費用 914,802192,5981,107,400(92,600)1,014,800

　　営業利益(△営業損失) 22,053△ 4,722 17,331 160 17,491

　　長期性資産 232,16727,240259,407 ― 259,407

(注) １　外部顧客に対する売上高は、連結会社の所在地別に分類しています。

２　営業利益(△営業損失)は、売上高から売上原価、販売費及び一般管理費を控除して算出しています。

３　日本で発生した全社費用及び特定の子会社の損益は、一部の配賦不能項目を除き、「その他の地域」に配賦し

ています。これらの子会社は、連結会社のために間接的なサービス及び業務支援をおこなっています。

４　長期性資産の主なものは有形固定資産です。

　

前期及び当期における開示すべき単一の外部顧客への売上高はありません。

　

⑰　契約残高及び偶発債務
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連結会社は関連会社及び取引先の借入債務について保証を行っています。当期末現在、当該保証に

よって連結会社が潜在的に負う最大支払額は885百万円となっています。取引先の借入債務の保証に

は、特定の動産及び不動産が担保として提供されています。当期末現在の担保資産の見積り公正価値は

101百万円です。

当期末日現在における固定資産の購入契約残高は462百万円です。

　

⑱　後発事象

平成20年５月16日開催の取締役会において、平成20年３月31日現在の株主に対して現金配当3,651百

万円（１株当たり16.0円）を支払うことが決議されました。
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⑦ 【連結附属明細表】

【社債明細表】

当該情報は、「連結財務諸表に対する注記」⑥に記載しています。

　

【借入金等明細表】

当該情報は、「連結財務諸表に対する注記」⑥に記載しています。

　

(2) 【その他】

該当事項はありません。
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２ 【財務諸表等】

(1) 【財務諸表】

① 【貸借対照表】
　

前事業年度
(平成19年３月31日)

当事業年度
(平成20年３月31日)

区分
注記
番号

金額(百万円)
構成比
(％)

金額(百万円)
構成比
(％)

(資産の部)

Ⅰ　流動資産

　　１　現金及び預金 ※１ 20,374 32,164

　　２　受取手形 ※２ 757 328

　　３　売掛金 ※３ 78,316 81,361

　　４　有価証券 ※４ 200 8,300

　　５　製品及び商品 30,486 27,571

　　６　原材料 11,077 11,490

　　７　仕掛品 471 478

　　８　貯蔵品 795 667

　　９　前払費用 476 692

　　10　繰延税金資産 1,290 3,872

　　11　関係会社短期貸付金 71,805 83,788

　　12　その他 4,199 9,986

　　　　貸倒引当金 △ 63 △ 48

　　　　流動資産合計 220,18358.0 260,64963.9

Ⅱ　固定資産

　　１ 有形固定資産 ※５

　　 （1）建物 52,229 52,548

　　　　　減価償却累計額 30,027 22,202 31,024 21,524

　　 （2）構築物 7,696 7,695

　　　　　減価償却累計額 4,936 2,760 5,107 2,588

　　 （3）機械及び装置 54,299 54,368

　　　　　減価償却累計額 43,472 10,827 44,638 9,730

　 　（4）車輌運搬具 1,440 1,417

　　　　　減価償却累計額 1,308 132 1,309 108

　　 （5）工具・器具及び備品 4,644 4,540

　　　　　減価償却累計額 3,817 827 3,783 757

　　 （6）土地 29,875 29,727

　 　（7）建設仮勘定 108 117

　　　　有形固定資産合計 66,73117.6 64,55115.8

　　２ 無形固定資産

　　 （1）借地権 61 61

　　 （2）ソフトウェア 4,225 5,480

　　 （3）その他 160 147

　　　　無形固定資産合計 4,4461.1 5,6881.4
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　 前事業年度
(平成19年３月31日)

当事業年度
(平成20年３月31日)

区分
注記
番号

金額(百万円)
構成比
(％)

金額(百万円)
構成比
(％)

  　３ 投資その他の資産

　  　(1) 投資有価証券 ※６ 20,553 15,452

　　 （2）関係会社株式 30,842 29,820

　　 （3）出資金 331 331

　　 （4）長期貸付金 140 114

　　 （5）従業員長期貸付金 549 504

　　 （6）関係会社長期貸付金 25,221 22,812

　　 （7）破産更生債権等 119 231

　　 （8）長期前払費用 130 132

　　 （9）前払年金費用 5,631 6,794

　  （10）繰延税金資産 6,828 2,055

　　（11）その他 3,408 3,320

　　　　貸倒引当金 △ 5,263 △ 4,327

　　　　投資その他の資産合計 88,48923.3 77,23818.9

　　　　固定資産合計 159,66642.0 147,47736.1

　　　　資産合計 379,849100.0 408,126100.0

(負債の部)

Ⅰ　流動負債

　　１　支払手形 1,198 1,234

　　２　買掛金 ※７ 72,903 71,352

　　３　１年以内返済予定
　　　　長期借入金

5,332 3,057

　　４　１年以内償還予定
　　　　社債

－ 9,700

　　５　未払金 ※８ 4,780 4,684

　　６　未払費用 9,686 10,061

　　７　未払法人税等 375 250

　　８　預り金 643 1,025

　　９　関係会社預り金 12,021 16,138

　　10　設備支払手形 168 65

　　11　その他 74 665

　　　　流動負債合計 107,18028.2 118,23129.0

Ⅱ　固定負債

　　１　社債 9,700 30,000

　　２　長期借入金 ※９ 59,609 57,552

　　３　退職給付引当金 680 634

　　４　長期未払金 204 162

　　　　固定負債合計 70,19318.5 88,34821.6

　　　　負債合計 177,37346.7 206,57950.6
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　 前事業年度
(平成19年３月31日)

当事業年度
(平成20年３月31日)

区分
注記
番号

金額(百万円)
構成比
(％)

金額(百万円)
構成比
(％)

(純資産の部)

Ⅰ　株主資本

　１　資本金 24,1666.4 24,1665.9

　２　資本剰余金

　　(1) 資本準備金 43,084 43,084

　　　資本剰余金合計 43,08411.3 43,08410.6

　３　利益剰余金

　　(1) 利益準備金 6,041 6,041

　　(2) その他利益剰余金

　　　　海外投資等損失準備金 14 7

　　　　特別償却準備金 13 8

　　　　固定資産圧縮積立金 620 620

　　　　別途積立金 115,000 115,000

　　　　繰越利益剰余金 9,348 11,388

　　　利益剰余金合計 131,03634.5 133,06432.6

　４　自己株式 △ 302△0.1 △ 313△0.1

　　　株主資本合計 197,98452.1 200,00149.0

Ⅱ　評価・換算差額等

　１　その他有価証券
　　　評価差額金

4,434 1,706

　２　繰延ヘッジ損益 △ 44 △ 393

　　　評価・換算差額等合計 4,3901.2 1,3130.3

Ⅲ　新株予約権 102 0.0 233 0.1

　　　純資産合計 202,47653.3 201,54749.4

　　　負債純資産合計 379,849100.0 408,126100.0

　

EDINET提出書類

日本ハム株式会社(E00334)

有価証券報告書

 83/113



② 【損益計算書】

　
前事業年度

(自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日)

当事業年度
(自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日)

区分
注記
番号

金額(百万円)
百分比
(％)

金額(百万円)
百分比
(％)

Ⅰ　売上高 ※１ 619,745100.0 662,840100.0

Ⅱ　売上原価 ※２

　１　製品及び商品期首棚卸高 37,916 30,486

　２　当期製品製造原価 71,360 74,325

　３　当期商品仕入高 471,740 514,461

　　　合計 581,016 619,272

　４　他勘定振替高 ※３ 1,061 1,015

　５　製品及び商品期末棚卸高 30,486549,46988.7 27,571590,68689.1

　　　売上総利益 70,27611.3 72,15410.9

Ⅲ　販売費及び一般管理費 ※４ 68,94211.1 67,28110.2

　　　営業利益 1,3340.2 4,8730.7

Ⅳ　営業外収益

　１　受取利息 ※５ 1,426 1,624

　２　受取配当金 ※６ 2,239 7,227

　３　不動産賃貸料 ※７ 1,567 1,562

　４　雑収入 1,177 6,4091.0 795 11,2081.7

Ⅴ　営業外費用

　１　支払利息 817 899

　２　社債利息 219 366

　３　社債発行費 ― 151

　４　賃貸資産費用 976 1,148

　５　雑損金 427 2,4390.3 632 3,1960.5

　　　経常利益 5,3040.9 12,8851.9

Ⅵ　特別利益

　１　固定資産売却益 ※８ 803 200

　２　その他 15 818 0.1 ― 200 0.0

Ⅶ　特別損失

　１　固定資産売却損 ※９ 30 48

　２　固定資産廃棄損 ※10 298 315

　３　特別退職金 709 3,396

　４　子会社整理損 507 ―

　５　貸倒引当金繰入額 1,549 ―

　６　関係会社株式評価損 ― 992

　７　減損損失 ※11 153 ―

　８　支社移転費用 ― 600

　９　工場閉鎖損失 410 ―

　10　その他 46 3,7020.6 471 5,8220.8

　　　税引前当期純利益 2,4200.4 7,2631.1

　　　法人税、住民税
　　　及び事業税

110 △ 2,769

　　　法人税等調整額 741 851 0.1 4,329 1,5600.2

　　　当期純利益 1,5690.3 5,7030.9
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製造原価明細書

　
前事業年度

(自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日)

当事業年度
(自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日)

区分
注記
番号

金額(百万円)
構成比
(％)

金額(百万円)
構成比
(％)

Ⅰ 材料費 43,459 60.9 46,378 62.4

Ⅱ 労務費 11,812 16.6 11,805 15.9

Ⅲ 経費 ※ 16,072 22.5 16,149 21.7

     当期総製造費用 71,343100.0 74,332100.0

     期首仕掛品棚卸高 488 471

合計 71,831 74,803

     期末仕掛品棚卸高 471 478

     当期製品製造原価 71,360 74,325

　

(注)※　経費の主な内訳は、次のとおりであります。

項目 前事業年度（百万円） 当事業年度（百万円）

運送費 3,018 3,040

減価償却費 3,401 3,314

水道・電力・燃料費 2,009 2,125

　

（原価計算の方法）

当社の原価計算の方法は、工程別等級別総合原価計算を採用しております。
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③ 【株主資本等変動計算書】

前事業年度(自　平成18年４月１日　至　平成19年３月31日)

株主資本

資本金

資本剰余金 利益剰余金

自己
株式

株主
資本
合計

資本
準備金

資本
剰余金
合計

利益
準備金

その他利益剰余金
利益
剰余金
合計

海外
投資等
損失
準備金

特別
償却
準備金

固定
資産
圧縮
積立金

別途
積立金

繰越
利益
剰余金

平成18年３月31日残高
                   (百万円)

24,16643,08443,0846,041 27 70 620123,5852,788133,131△ 221200,160

事業年度中の変動額

　海外投資等損失準備金の取崩
 （注）

△ 7 7 － －

　海外投資等損失準備金の取崩 △ 6 6 － －

　特別償却準備金の積立（注） 6 △ 6 － －

　特別償却準備金の取崩（注） △ 32 32 － －

　特別償却準備金の取崩 △ 31 31 － －

　別途積立金の取崩（注） △ 8,5858,585 － －

　剰余金の配当（注） △ 3,652△ 3,652 △ 3,652

　当期純利益 1,5691,569 1,569

　自己株式の取得 － △ 93 △ 93

　自己株式の処分 △ 12 △ 12 12 0

　株主資本以外の項目の
　事業年度中の変動額(純額)

事業年度中の変動額合計
                   (百万円)

－ － － － △ 13△ 57 － △ 8,5856,560△ 2,095△ 81△ 2,176

平成19年３月31日残高
                   (百万円)

24,16643,08443,0846,041 14 13 620115,0009,348131,036△ 302197,984

　

評価・換算差額等

新株予約権 純資産合計その他
有価証券
評価差額金

繰延ヘッジ
損益

評価・換算
差額等合計

平成18年３月31日残高
                   (百万円)

6,030 － 6,030 － 206,190

事業年度中の変動額

　海外投資等損失準備金の取崩
 （注）

－

　海外投資等損失準備金の取崩 －

　特別償却準備金の積立（注） －

　特別償却準備金の取崩（注） －

　特別償却準備金の取崩 －

　別途積立金の取崩（注） －

　剰余金の配当（注） △ 3,652

　当期純利益 1,569

　自己株式の取得 △ 93

　自己株式の処分 0

　株主資本以外の項目の
　事業年度中の変動額(純額)

△ 1,596 △ 44 △ 1,640 102 △ 1,538

事業年度中の変動額合計
                   (百万円)

△ 1,596△ 44△ 1,640 102△ 3,714

平成19年３月31日残高
                   (百万円)

4,434 △ 44 4,390 102 202,476

（注）平成18年６月の定時株主総会における利益処分項目であります。
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当事業年度(自　平成19年４月１日　至　平成20年３月31日)

株主資本

資本金

資本剰余金 利益剰余金

自己
株式

株主
資本
合計

資本
準備金

資本
剰余金
合計

利益
準備金

その他利益剰余金
利益
剰余金
合計

海外
投資等
損失
準備金

特別
償却
準備金

固定
資産
圧縮
積立金

別途
積立金

繰越
利益
剰余金

平成19年３月31日残高
                   (百万円)

24,16643,08443,0846,041 14 13 620115,0009,348131,036△ 302197,984

事業年度中の変動額

　海外投資等損失準備金の取崩 △ 7 7 － －

　特別償却準備金の取崩 △ 5 5 － －

　剰余金の配当 △ 3,651△ 3,651 △ 3,651

　当期純利益 5,7035,703 5,703

　自己株式の取得 － △ 35 △ 35

　自己株式の処分 △ 24 △ 24 24 0

　株主資本以外の項目の
　事業年度中の変動額(純額)

事業年度中の変動額合計
                   (百万円)

－ － － － △ 7 △ 5 － － 2,0402,028△ 11 2,017

平成20年３月31日残高
                   (百万円)

24,16643,08443,0846,041 7 8 620115,00011,388133,064△ 313200,001

　

評価・換算差額等

新株予約権 純資産合計その他
有価証券
評価差額金

繰延ヘッジ
損益

評価・換算
差額等合計

平成19年３月31日残高
                   (百万円)

4,434 △ 44 4,390 102 202,476

事業年度中の変動額

　海外投資等損失準備金の取崩 －

　特別償却準備金の取崩 －

　剰余金の配当 △ 3,651

　当期純利益 5,703

　自己株式の取得 △ 35

　自己株式の処分 0

　株主資本以外の項目の
　事業年度中の変動額(純額)

△ 2,728△ 349△ 3,077 131 △ 2,946

事業年度中の変動額合計
                   (百万円)

△ 2,728△ 349△ 3,077 131 △ 929

平成20年３月31日残高
                   (百万円)

1,706 △ 393 1,313 233 201,547
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重要な会計方針

　

項目
前事業年度

(自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日)

当事業年度
(自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日)

１　有価証券の評価基準及び

評価方法

(1) 満期保有目的の債券

　　…償却原価法(定額法)

(2) 子会社株式及び関連会社株式

　　…移動平均法に基づく原価法

(1) 満期保有目的の債券

同左

(2) 子会社株式及び関連会社株式

同左

(3) その他有価証券

　①時価のあるもの

　　…期末日の市場価格等に基づく時価

法(評価差額は全部純資産直入

法により処理し、売却原価は移

動平均法により算定)

(3) その他有価証券

　①時価のあるもの

同左

②時価のないもの

　　…移動平均法に基づく原価法

　②時価のないもの

同左

２　棚卸資産の評価基準及び

評価方法

移動平均法に基づく原価法 同左

３　固定資産の減価償却の方

法

(1) 有形固定資産

　　定率法(ただし、兵庫工場、徳島工場

及び一部の貸与資産並びに平成10

年４月１日以降に取得した建物

(建物附属設備は除く)については

定額法)を採用しております。

　　なお、主な耐用年数は以下のとおり

です。

　　　建物及び構築物　　15～38年

　　　機械及び装置　　 　5～ 9年

(1) 有形固定資産

　　定率法(ただし、兵庫工場、徳島工場

及び一部の貸与資産並びに平成10

年４月１日以降に取得した建物

(建物附属設備は除く)については

定額法)を採用しております。

　　なお、主な耐用年数は以下のとおり

です。

　　　建物及び構築物　 15～ 38年

　　　機械及び装置　　 　   ９年

(会計方針の変更）

　　　平成19年度の法人税法の改正に伴

い、当事業年度から、平成19年４月

１日以降に取得した有形固定資産

について、改正後の法人税法に基

づく減価償却の方法に変更してお

ります。

　なお、この変更に伴う当事業年度

の損益に与える影響は軽微であり

ます。

(追加情報）

　　　平成19年度の法人税法改正に伴い、

平成19年３月31日以前に取得した

資産については、改正前の法人税

法に基づく減価償却の方法の適用

により、取得価額の５％に到達し

た事業年度の翌事業年度より、取

得価額の５％相当額と備忘価額と

の差額を５年間にわたり均等償却

し、減価償却費に含めて計上して

おります。

  この結果、従来の方法に比べ、売

上総利益が263百万円、営業利益が

277百万円、経常利益、税引前当期

純利益が309百万円それぞれ減少

しております。

項目
前事業年度

(自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日)

当事業年度
(自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日)
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(2) 無形固定資産

　　定額法を採用しております。なお、自

社利用のソフトウェアについて

は、社内における利用可能期間(５

年)に基づく定額法によっており

ます。

(2) 無形固定資産

同左

(3) 少額減価償却資産

　　取得価額10万円以上20万円未満の少

額減価償却資産については、一括

償却資産として法人税法に規定す

る方法により、３年間で均等償却

する方法によっております。

(3) 少額減価償却資産

同左

４　繰延資産の処理方法 ＿ 　社債発行費

　　支出時に全額費用として処理してお

ります。

５　引当金の計上基準 (1) 貸倒引当金

　　債権の貸倒損失に備えるため、一般

債権については貸倒実績率によ

り、貸倒懸念債権等特定の債権に

ついては個別に回収可能性を勘案

し、回収不能見込額を計上してお

ります。

(1) 貸倒引当金

同左

(2) 退職給付引当金

　  従業員の退職給付に備えるため、当

事業年度末における退職給付債務

及び年金資産の見込額に基づき、

退職給付引当金及び前払年金費用

として計上しております。なお、過

去勤務債務は、その発生時の従業

員の平均残存勤務期間以内の一定

の年数(16年)による定額法により

費用処理しております。また、数理

計算上の差異は、その発生時の従

業員の平均残存勤務期間以内の一

定の年数(16年又は13年)による定

額法により按分した額をそれぞれ

発生の翌事業年度から費用処理す

ることとしております。

(2) 退職給付引当金

　  従業員の退職給付に備えるため、当

事業年度末における退職給付債務

及び年金資産の見込額に基づき、

退職給付引当金及び前払年金費用

として計上しております。なお、過

去勤務債務は、その発生時の従業

員の平均残存勤務期間以内の一定

の年数(16年)による定額法により

費用処理しております。また、数理

計算上の差異は、その発生時の従

業員の平均残存勤務期間以内の一

定の年数(13年～16年)による定額

法により按分した額をそれぞれ発

生の翌事業年度から費用処理する

こととしております。

６　リース取引の処理方法 リース物件の所有権が借主に移転

すると認められるもの以外のファ

イナンス・リース取引について

は、通常の賃貸借取引に係る方法

に準じた会計処理によっておりま

す。

同左

項目
前事業年度

(自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日)

当事業年度
(自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日)

７　ヘッジ会計の方法 ①　ヘッジ会計の方法 

原則として繰延ヘッジ処理によっ

ております。なお為替予約が付さ

れている外貨建買入債務について

は振当処理に、また金利スワップ

については特例処理によっており

ます。 

①　ヘッジ会計の方法 

　　　　　同左 
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②　ヘッジ手段とヘッジ対象

ａ.　ヘッジ手段・・・為替予約

　　 ヘッジ対象・・・キャッシュ・フ

ローが固定されそ

の変動が回避され

るもの

ｂ.　ヘッジ手段・・・金利スワップ

　   ヘッジ対象・・・借入金

②　ヘッジ手段とヘッジ対象

　　　　　　　同左

③　ヘッジ方針

　　為替予約取引は為替リスク管理方針

に基づき、取引権限及び取引限度

額を定めた社内規程で運用してお

ります。 

また、借入金の金利変動リスクを

回避する目的で金利スワップ取引

を行っております。 

③　ヘッジ方針

　　　　　同左

④　ヘッジ有効性評価の方法

　　為替予約は契約締結時に為替リスク

管理方針に従っていることを確認

することで、有効性評価の方法と

しております。また金利スワップ

については特例処理のため有効性

評価を省略しております。 

④　ヘッジ有効性評価の方法

　　　　　同左

８　その他財務諸表作成のた

めの基本となる重要な事

項

（1）消費税等の会計処理

    消費税等の会計処理は、税抜方式

によっております。

（1）消費税等の会計処理

              同左

（2）　　　    ―　 （2）連結納税制度の適用

　　当事業年度から連結納税制度を適用

しております。
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会計処理の変更

前事業年度
(自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日)

当事業年度
(自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日)

（貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準）

　当事業年度から「貸借対照表の純資産の部の表示に関

する会計基準」（企業会計基準委員会　平成17年12月９

日　企業会計基準第５号）及び「貸借対照表の純資産の

部の表示に関する会計基準等の適用指針」（企業会計基

準委員会　平成17年12月９日　企業会計基準適用指針第８

号）を適用しております。

　これによる損益に与える影響はありません。

  なお、従来の「資本の部」の合計に相当する金額は、

202,418百万円であります。

　財務諸表等規則の改正により、当事業年度における財務

諸表は、改正後の財務諸表等規則により作成しておりま

す。

―

（ストック・オプション等に関する会計基準）

　当事業年度から、「ストック・オプション等に関する会

計基準」（企業会計基準委員会　平成17年12月27日　企業

会計基準第８号）及び「ストック・オプション等に関す

る会計基準の適用指針」（企業会計基準委員会　平成18

年５月31日　企業会計基準適用指針第11号）を適用して

おります。

　これにより、営業利益が102百万円減少し、経常利益及び

税引前当期純利益が同額減少しております。

―

　

表示方法の変更

前事業年度
(自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日)

当事業年度
(自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日)

（損益計算書）

１.前期まで区分掲記しておりました「投資有価証券売

却益」（当期15百万円）は、特別利益の総額の100分の

10以下となったため、特別利益の「その他」に含めて表

示することにしました。

２.前期まで区分掲記しておりました「投資有価証券評

価損」（当期７百万円）は、特別損失の総額の100分の

10以下となったため、特別損失の「その他」に含めて表

示することにしました。

（損益計算書）

  前期まで区分掲記しておりました「子会社整理損」

（当期30百万円）、「貸倒引当金繰入額」（当期217百

万円）は、特別損失の総額の100分の10以下となったた

め、特別損失の「その他」に含めて表示することにしま

した。

　

EDINET提出書類

日本ハム株式会社(E00334)

有価証券報告書

 91/113



注記事項

(貸借対照表関係)

　

番号 区分
前事業年度

(平成19年３月31日)
当事業年度

(平成20年３月31日)

※1,4

　5,6

　9

担保の状況

長期借入金2,340百万円の担保差入資産

担保権の種類

担保に供している資産

金額
(百万円)

種類

財団根抵当権

4,727
建物及び
構築物

248
機械及び
装置

2,103 土地

計 7,078－

上記のほかに、投資有価証券300百万円、

定期預金100百万円を取引保証の担保に

差入れております。

長期借入金3,008百万円の担保差入資産

担保権の種類

担保に供している資産

金額
(百万円)

種類

財団根抵当権

4,470
建物及び
構築物

192
機械及び
装置

2,103 土地

計 6,765－

上記のほかに、有価証券300百万円、定期

預金100百万円を取引保証の担保に差入

れております。

※2

期末日満期手形

期末満期手形の会計処理については、手

形交換日をもって決済処理しておりま

す。なお、当期末日が金融機関の休日で

あったため、次の期末日満期手形が期末

残高に含まれております。

　

受取手形　　　    　       71百万円

　

―

※3,7

関係会社に

対する

資産及び負債

区分掲記されたもの以外で各科目に含ま

れている関係会社に対するものは次のと

おりです。

売掛金 50,278百万円

買掛金 51,950百万円

区分掲記されたもの以外で各科目に含ま

れている関係会社に対するものは次のと

おりです。

売掛金 54,800百万円

買掛金 51,452百万円

※8

　

消費税等の

取扱い

未払消費税等は、流動負債の「未払金」

に含めて表示しております。

　　　　　　　　同左

偶発債務

保証先 種類
金額
(百万円)

Nippon Meat 
Packers 
Australia 
Pty. Ltd.

借入保証 16,066

日本ホワイト
ファーム㈱

借入保証 975

その他５件
借入、
取引保証

1,259

計 ― 18,300

　

保証先 種類
金額
(百万円)

Nippon Meat 
Packers 
Australia 
Pty. Ltd.

借入保証 12,120

日本ホワイト
ファーム㈱

借入保証 765

その他６件
借入、
取引保証

1,511

計 ― 14,396
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(損益計算書関係)

　

番号 区分
前事業年度

(自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日)

当事業年度
(自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日)

※1 関係会社売上高
売上高のうちに含まれる関係会社に対す

る売上高は395,074百万円です。

売上高のうちに含まれる関係会社に対す

る売上高は430,309百万円です。

※2 関係会社仕入高

売上原価のうちに含まれている関係会社

からの原材料及び商品仕入高は362,014

百万円です。

売上原価のうちに含まれている関係会社

からの原材料及び商品仕入高は389,216

百万円です。

※3 他勘定振替高
製品及び商品を広告宣伝、その他に使用

したものです。

製品及び商品を広告宣伝、その他に使用

したものです。

※4
販売費及び一般

管理費

販売費に属する費用のおおよその割合は

77％で、一般管理費に属するおおよその

割合は23％です。

主要な費目及び金額は次のとおりです。

広告宣伝費 12,025百万円

包装運送費 12,203

販売手数料 5,331

給料手当 10,022

賞与手当 3,074

退職給付費用 1,300

減価償却費 1,302

冷蔵費 3,881

研究開発費 1,759

販売費に属する費用のおおよその割合は

76％で、一般管理費に属するおおよその

割合は24％です。

主要な費目及び金額は次のとおりです。

広告宣伝費 11,193百万円

包装運送費 11,799

販売手数料 5,081

貸倒引当金繰入額 88

給料手当 9,783

賞与手当 3,081

退職給付費用 1,451

減価償却費 1,293

冷蔵費 3,534

研究開発費 1,598

※2,4
研究開発費の

総額

一般管理費及び当期総製造費用に含まれ

る研究開発費の総額は、1,864百万円であ

ります。

一般管理費及び当期総製造費用に含まれ

る研究開発費の総額は、1,690百万円であ

ります。

※5,6

　7

関係会社との

取引で発生した

収益

受取利息、受取配当金、不動産賃貸料には

関係会社からのものがそれぞれ1,397百

万円、2,021百万円、1,547百万円含まれて

おります。

受取利息、受取配当金、不動産賃貸料には

関係会社からのものがそれぞれ1,597百

万円、7,010百万円、1,547百万円含まれて

おります。

※8
固定資産売却益

の内訳

主なものは土地 803百万円であります。主なものは土地 199百万円であります。

※9
固定資産売却損

の内訳

主なものは土地 15百万円、無形固定資産

（その他）12百万円であります。

主なものは土地 42百万円であります。

※10
固定資産廃棄損

の内訳

建物及び構築物 129百万円

機械及び装置 129

その他 40

計 298

建物及び構築物 167百万円

機械及び装置 121

その他 27

計 315

番号 区分
前事業年度

(自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日)

当事業年度
(自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日)
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※11 減損損失

当事業年度において、当社は以下の資産グルー

プについて減損損失を計上いたしました。 
 （1）減損損失を計上した資産グループ及び
減損損失計上額、資産の種類毎内訳 
　　　　　　　　　　　 （単位：百万円） 
  用途　　   場所　　　　 減損損失 
 賃貸用　 広島県広島市　　　　　　　　116
  資産

　　　　　　　　　　　　　(内土地　　 90)

　　　　　　　　　 (内建物・構築物　　25)

　　　　　　　　　　　　　(内その他　　1)

　遊休　　 北海道苫小牧市　　　　　 　 37

　資産

　　　　　　　　　　　　　 (内土地　　11)

　　　　　　　　　 (内建物・構築物　　25)

　　　　　　　　　　　　　(内その他　　1)

　合計　　　　     　―　　　　　　   153

　　　　　　　　　　　　　(内土地　　101)

　　　　　　　　 　(内建物・構築物　　50)

　　　　　　　　　　　　　(内その他　　2)

―

（2）資産のグルーピング 
　当社は、事業用資産については、事業の種類別
セグメントを基礎として、賃貸用資産、遊休資
産については、物件単位ごとにグルーピングし
ております。
（3）減損損失を認識するに至った経緯 
　賃貸用資産と遊休資産のうち、近年の著しい
地価下落に伴い回収可能価額が低下したもの
について、帳簿価額を回収可能価額まで減額
し、特別損失に計上しております。
（4）回収可能価額の算定方法 
　回収可能価額の算定にあたっては、賃貸用資
産については正味売却価額又は使用価値を、遊
休資産については正味売却価額を適用してお
り、正味売却価額は主として路線価による相続
税評価額により評価し、使用価値は将来キャッ
シュ・フローを5.37％で割り引いて算定して
おります。
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(株主資本等変動計算書関係)

前事業年度（自　平成18年４月１日　至　平成19年３月31日）
　
１.自己株式に関する事項

株式の種類 前事業年度末 増加 減少 当事業年度末

普通株式   (株) 186,792 73,135 10,000 249,927

　
（変動事由の概要）

増加数の主な内訳は、次のとおりであります。

　会社法第459条第１項の規定及び定款の定めに基づく自己株式取得による増加 　　　　　50,000株

　単元未満株式の買取りによる増加 　　　                                           23,135株

減少数の主な内訳は、次のとおりであります。

　ストックオプション行使による減少 　　　                                         10,000株

２.配当に関する事項

　　（１）配当金支払額

決議
株式の
種類

配当金の総額
（百万円）

１株当たり
配当額（円）

基準日 効力発生日

平成18年６月28日
定時株主総会

普通
株式

3,652 16平成18年３月31日 平成18年６月29日

　

　

　　（２）基準日が当事業年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌期となるもの

決議
株式の
種類

配当金の総額
（百万円）

配当の原資
１株当たり
配当額（円）

基準日 効力発生日

平成19年５月18日
取締役会

普通
株式

3,651利益剰余金 16平成19年３月31日 平成19年６月６日

　

　

当事業年度（自　平成19年４月１日　至　平成20年３月31日）
　
１.自己株式に関する事項

株式の種類 前事業年度末 増加 減少 当事業年度末

普通株式   (株) 249,927 27,074 20,000 257,001

　
（変動事由の概要）

増加数の主な内訳は、次のとおりであります。

　単元未満株式の買取りによる増加 　　　                                           27,074株

減少数の主な内訳は、次のとおりであります。

　ストックオプション行使による減少 　　　                                         20,000株

　

２.配当に関する事項

　　（１）配当金支払額

決議
株式の
種類

配当金の総額
（百万円）

１株当たり
配当額（円）

基準日 効力発生日

平成19年５月18日
取締役会

普通
株式

3,651 16平成19年３月31日 平成19年６月６日

　

　

　　（２）基準日が当事業年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌期となるもの

決議
株式の
種類

配当金の総額
（百万円）

配当の原資
１株当たり
配当額（円）

基準日 効力発生日

平成20年５月16日
　取締役会

普通
株式

3,651利益剰余金 16平成20年３月31日 平成20年６月６日
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(リース取引関係)

　
前事業年度

(自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日)

当事業年度
(自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日)

１．リース物件の所有権が借主に移転すると認められ

るもの以外のファイナンス・リース取引

①　リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相当額

及び期末残高相当額

取得価額
相当額
(百万円)

減価償却
累計額
相当額
(百万円)

期末残高
相当額
(百万円)

車輌運搬具 188 124 64

工具・器具
及び備品

954 447 507

合計 1,142 571 571

１．リース物件の所有権が借主に移転すると認められ

るもの以外のファイナンス・リース取引

①　リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相当額

及び期末残高相当額

取得価額
相当額
(百万円)

減価償却
累計額
相当額
(百万円)

期末残高
相当額
(百万円)

車輌運搬具 231 97 134

工具・器具
及び備品

995 416 579

ソフトウエア 7 1 6

合計 1,233 514 719

　　なお、取得価額相当額は、未経過リース料期末残高が有

形固定資産の期末残高等に占める割合が低いため、

支払利子込み法により算定しております。

　　なお、取得価額相当額は、未経過リース料期末残高が有

形固定資産の期末残高等に占める割合が低いため、

支払利子込み法により算定しております。

②　未経過リース料期末残高相当額

１年内 195百万円

１年超 376

合計 571

②　未経過リース料期末残高相当額

１年内 236百万円

１年超 483

合計 719

　　なお、未経過リース料期末残高相当額は、未経過リース

料期末残高が有形固定資産の期末残高等に占める割

合が低いため、支払利子込み法により算定しており

ます。

　　なお、未経過リース料期末残高相当額は、未経過リース

料期末残高が有形固定資産の期末残高等に占める割

合が低いため、支払利子込み法により算定しており

ます。

③　当期の支払リース料及び減価償却費相当額

(1) 支払リース料 267百万円

(2) 減価償却費相当額 267百万円

③　当期の支払リース料及び減価償却費相当額

(1) 支払リース料 228百万円

(2) 減価償却費相当額 228百万円

④　減価償却費相当額の算定方法

リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定

額法によっております。

④　減価償却費相当額の算定方法

リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定

額法によっております。

― ２．オペレーティング・リース取引

　　　未経過リース料

１年内 931百万円

１年超 3,180

合計 4,111

　

(有価証券関係)

前事業年度(自平成18年４月１日　至平成19年３月31日)及び当事業年度(自平成19年４月１日　至平

成20年３月31日)のいずれにおいても子会社株式及び関連会社株式で時価のあるものはありません。

　

次へ

EDINET提出書類

日本ハム株式会社(E00334)

有価証券報告書

 96/113



(税効果会計関係)

　
前事業年度

(自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日)

当事業年度
(自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日)

１　繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別

の内訳

　　　繰延税金資産

未払賞与 790百万円

退職給付引当金 656

関係会社株式評価損 356

貸倒引当金 2,067

減損損失 1,802

繰越欠損金 7,039 

その他 730 

     繰延税金資産小計 13,440 

     評価性引当額 △ 1,801

繰延税金資産合計 11,639

繰延税金負債

  固定資産圧縮積立金 △ 431

その他有価証券評価差額金 △ 3,072

その他 △ 18

繰延税金負債合計 △ 3,521

繰延税金資産の純額 8,118
　

１　繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別

の内訳

　　　繰延税金資産

未払賞与 886百万円

退職給付引当金 241

関係会社株式 3,306

貸倒引当金 1,772

減損損失 1,705

繰越外国税額控除 463 

繰越欠損金 4,092 

その他 1,130 

     繰延税金資産小計 13,595

評価性引当額 △ 6,050

繰延税金資産合計 7,545

繰延税金負債

固定資産圧縮積立金 △ 431

その他有価証券評価差額金 △ 1,176

  その他 △ 11

繰延税金負債合計 △ 1,618

繰延税金資産の純額 5,927
　

２　法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担

率との間に重要な差異があるときの、当該差異の原

因となった主要な項目別の内訳

法定実効税率 　41.0％

（調整）

交際費等永久に損金に算入され

ない項目
10.7

受取配当金等永久に益金に算入

されない項目
△ 35.3

住民税均等割等 4.6

評価性引当額等 15.7

その他 △ 1.5

税効果会計適用後の法人税等の

負担額
35.2

　

２　法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担

率との間に重要な差異があるときの、当該差異の原

因となった主要な項目別の内訳

法定実効税率 41.0％

（調整）

交際費等永久に損金に算入され

ない項目
5.0

受取配当金等永久に益金に算入

されない項目
△ 37.1

繰越外国税額控除 △ 6.4

住民税均等割等 1.4

評価性引当額等 22.6

連結納税適用に伴う影響 △ 2.5

その他 △ 2.5

税効果会計適用後の法人税等の

負担額
21.5
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(企業結合等関係)

前事業年度　（自　平成18年４月１日　　至　平成19年３月31日）

　該当事項はありません。

　

当事業年度　（自　平成19年４月１日　　至　平成20年３月31日）

　該当事項はありません。

　

(１株当たり情報)

　
前事業年度

(自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日)

当事業年度
(自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日)

１株当たり純資産額 886.84円

１株当たり当期純利益 6.87円

１株当たり純資産額 882.23円

１株当たり当期純利益 24.99円

潜在株式調整後１株当たり

当期純利益 6.86円

潜在株式調整後１株当たり

当期純利益 24.95円

(注)　算定上の基礎は以下のとおりであります。

(1) １株当たり純資産額

前事業年度末 当事業年度末

純資産の部の合計額（百万円） 202,476 201,547

純資産の部の合計から控除する金額（百万円） 102 233

　　（うち新株予約権） （102） （233）

普通株式に係る期末の純資産額（百万円） 202,374 201,314

１株当たり純資産額の算定に用いられた期末

の普通株式の数（千株）
228,195 228,188

　

(2) １株当たり当期純利益及び潜在株式調整後１株当たり当期純利益

前事業年度 当事業年度

１株当たり当期純利益

当期純利益(百万円) 1,569 5,703

普通株主に帰属しない金額(百万円)  ―  ―

普通株式に係る当期純利益(百万円) 1,569 5,703

普通株式の期中平均株式数(千株) 228,236 228,192

潜在株式調整後１株当たり当期純利益

当期純利益調整額(百万円)  ―  ―

普通株式増加数(千株) 305 394

(うち新株予約権　(千株)) 305 394

希薄化効果を有しないため、潜在株式調整後１株当たり当期

純利益の算定に含めなかった潜在株式の概要
 ―  ―

　

(重要な後発事象)

          該当事項はありません。

前へ
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④ 【附属明細表】

【有価証券明細表】

【株式】
　

銘柄 株式数(株) 貸借対照表計上額(百万円)

(投資有価証券)

その他有価証券

㈱百十四銀行 3,434,735 1,814

㈱香川銀行 2,556,896 1,590

㈱三菱UFJフィナンシャル・グループ 1,135,970 977

イオン㈱ 580,002 689

㈱モスフードサービス 431,382 634

㈱いなげや 596,500 543

Ｊ．フロント　リテイリング㈱ 848,400 540

㈱ジャパンファーム 900,000 450

㈱髙島屋 360,000 404

共栄火災海上保険㈱ 1,428 400

㈱札幌北洋ホールディングス 500 348

日本興亜損害保険㈱ 427,350 325

㈱セブン＆アイ・ホールディングス 119,547 299

住友信託銀行㈱ 420,000 288

スルガ銀行㈱ 220,500 277

㈱マルエツ 292,050 268

㈱ローソン 58,200 257

中部飼料㈱ 386,400 255
その他 　116 銘柄 5,242,691 3,755

計 18,012,551 14,113

　

【債券】
　

銘柄 券面総額(百万円) 貸借対照表計上額(百万円)

(有価証券)

満期保有目的の債券

　利付国庫債券29回 300 300

計 300 300

　

【その他】
　

種類及び銘柄 投資口数等(口) 貸借対照表計上額(百万円)

 (有価証券)

 その他有価証券

　譲渡性預金（２銘柄） ―　　　　　                       8,000

(投資有価証券)

その他有価証券

　(優先出資証券)

　農林中央金庫優先出資証券 1,115,540 1,000

　(投資信託受益証券)

　証券投資信託受益証券(５銘柄) 405,274,001 339

計 ―　　　　　 9,339
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【有形固定資産等明細表】

　

資産の種類
前期末残高
(百万円)

当期増加額
(百万円)

当期減少額
(百万円)

当期末残高
(百万円)

当期末減価
償却累計額
又は償却累計
額(百万円)

当期償却額
(百万円)

差引当期末
残高
(百万円)

有形固定資産

　建物 52,2291,240 921 52,548 31,0241,644 21,524

　構築物 7,696 54 55 7,695 5,107 211 2,588

　機械及び装置 54,2991,474 1,40554,368 44,6382,433 9,730

　車輌運搬具 1,440 22 45 1,417 1,309 43 108

　工具・器具及び備品 4,644 233 337 4,540 3,783 272 757

　土地 29,875 ― 148 29,727 ― ― 29,727

　建設仮勘定 108 455 446 117 ― ― 117

有形固定資産計 150,2913,478 3,357150,412 85,8614,603 64,551

無形固定資産

　借地権 61 ― ― 61 ― ― 61

　ソフトウェア 6,057 2,410 150 8,317 2,837 1,206 5,480

　その他 206 1 11 196 49 10 147

無形固定資産計 6,324 2,411 161 8,574 2,886 1,216 5,688

長期前払費用 268 66 80 254 122 50 132

繰延資産

― ― ― ― ― ― ― ―

繰延資産計 ― ― ― ― ― ― ―

　

　

【引当金明細表】

　

区分
前期末残高
(百万円)

当期増加額
(百万円)

当期減少額
(目的使用)
(百万円)

当期減少額
(その他)
(百万円)

当期末残高
(百万円)

貸倒引当金 5,326 1,656 1,299 1,308 4,375

(注)　当期減少額の「その他」は、一般債権の貸倒実績率による洗替額です。
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(2) 【主な資産及び負債の内容】

(資産の部)

(イ)流動資産

1)　現金及び預金

　

種類
現金
(百万円)

預金
合計
(百万円)当座預金

(百万円)
普通預金
(百万円)

定期預金
(百万円)

小計
(百万円)

金額 22 14,514 15,028 2,600 32,142 32,164

　

2)　受取手形

a)　相手先別内訳

　

相手先 金額(百万円)

㈱とりせん 63

千葉フード㈱ 58

ヤマモリ㈱ 40

㈱中西ハム 36

㈱九食 20

その他 111

計 328

　

b)　期日別内訳

　

期日 金額(百万円)

平成20年４月 262

平成20年５月 66

 平成20年６月 0

計 328
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3)　売掛金

a)　相手先別内訳
　

相手先 金額(百万円)

関東日本フード㈱ 9,716

中日本フード㈱ 9,172

西日本フード㈱ 9,138

東日本フード㈱ 6,222

日本ハム西部直販㈱ 3,790

その他 43,323

計 81,361

(注)　平成20年４月１日付で、「日本ハム西部直販㈱」は「日本ハム近畿直販㈱」と合併して「日本ハム西販売㈱」に

商号を変更しております。

　

b)　売掛金の発生及び回収並びに滞留状況
　
前期繰越高
(百万円)

当期発生高
(百万円)

当期回収高
(百万円)

次期繰越高
(百万円)

回収率(％) 滞留期間(日)　　

Ａ Ｂ Ｃ Ｄ
Ｃ

×100
Ａ＋Ｂ

Ａ＋Ｄ

２

Ｂ

366

78,316 695,982 692,937 81,361 89.5 42

(注)　消費税等の会計処理は税抜方式を採用していますが、上記当期発生高には消費税等が含まれております。
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4)　棚卸資産
　

摘要 金額(百万円)

製品及び商品

ハム 357

プレスハム 79

ソーセージ 992

加工食品 4,569

食肉 21,232

その他 342

計 27,571

原材料

豚肉 8,959

牛肉 726

鶏肉 551

その他 1,254

計 11,490

仕掛品 ― 478

貯蔵品

副原料 142

包装荷造材料 233

燃料 12

その他 280

計 667

　

5)　関係会社短期貸付金
　

関係会社名 金額(百万円)

インターファーム㈱ 11,349

マリンフーズ㈱ 9,287

ニッポンフィード㈱ 6,950

日本ピュアフード㈱ 5,620

日本ホワイトファーム㈱ 5,568

その他(日本ハム食品㈱ほか) 45,014

計 83,788
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(ロ)投資その他の資産

1)　関係会社株式

　

関係会社名 株式数(株) 金額(百万円)

Day-Lee Foods, Inc. 173,160 5,458

㈱宝幸 60,000,000 3,000

Nippon Meat Packers
Australia Pty. Ltd.

26,500,000 2,752

日本ホワイトファーム㈱ 31,200 1,815

Nippon Shokuhin Mexicana,S.A.DE 
C.V.

9,959,161 1,390

その他(インターファーム㈱ほか) 80,508,402 15,405

計 177,171,923 29,820

　

2)　関係会社長期貸付金

　

関係会社名 金額(百万円)

日本物流センター㈱ 4,471

日本ピュアフード㈱ 4,153

インターファーム㈱ 3,466

日本ハム食品㈱ 3,152

日本ホワイトファーム㈱ 1,852

その他(日本フードパッカー㈱ほか) 5,718

計 22,812

　

EDINET提出書類

日本ハム株式会社(E00334)

有価証券報告書

104/113



(負債の部)

(イ)流動負債

1)　支払手形

a)　相手先別内訳

　

相手先 金額(百万円)

ライファン工業㈱ 308

㈱ベストプロジェクト 237

㈱キューソー流通システム 86

鴻池運輸㈱ 62

㈱第一化成 60

その他 546

計 1,299

(注)　設備支払手形65百万円を含めて記載しております。

　

b)　期日別内訳

　

期日 金額(百万円)

平成20年４月 486

平成20年５月 449

平成20年６月 364

計 1,299

(注)　設備支払手形65百万円を含めて記載しております。

　

2)　買掛金

　

相手先 金額(百万円)

ジャパンフード㈱ 38,415

日本ハム食品㈱ 2,821

日本フードパッカー㈱ 1,954

日本ホワイトファーム㈱ 1,679

日本ハム惣菜㈱ 1,289

その他 25,194

計 71,352
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(ロ)固定負債

1)　社債

　

銘柄 金額(百万円)
摘要

発行年月日 年利率（％） 償還期限

第６回無担保社債 20,000平成19年12月13日 1.45平成24年12月20日

第７回無担保社債 10,000平成19年12月13日 2.01平成29年12月20日

計 30,000 － － －

　

2)　長期借入金

　

相手先 金額(百万円)

三菱ＵＦＪ信託銀行㈱ 12,000

農林中央金庫 8,500

明治安田生命保険相互会社 8,000

住友信託銀行㈱ 6,000

㈱三菱東京ＵＦＪ銀行 5,000

㈱三井住友銀行 4,000

その他 14,052

計 57,552

　

(3) 【その他】

該当事項はありません。

　

EDINET提出書類

日本ハム株式会社(E00334)

有価証券報告書

106/113



第６ 【提出会社の株式事務の概要】

事業年度 ４月１日から３月31日まで

定時株主総会 ６月中

基準日 ３月31日

株券の種類
100,000株券　　10,000株券　　1,000株券　　500株券　　100株券　　100株未満の株数を表示
した株券

剰余金の配当の基準日 ３月31日

１単元の株式数 1,000株

株式の名義書換え

　　取扱場所
大阪市北区堂島浜一丁目１番５号
　三菱ＵＦＪ信託銀行株式会社　大阪証券代行部

　　株主名簿管理人
東京都千代田区丸の内一丁目４番５号
　三菱ＵＦＪ信託銀行株式会社

　　取次所
三菱ＵＦＪ信託銀行株式会社　全国本支店
野村證券株式会社　全国本支店

　　名義書換手数料 無料

　　新券交付手数料 １枚につき、50円とその発行に要する印紙税相当額を加算した額

単元未満株式の買取り

　　取扱場所
大阪市北区堂島浜一丁目１番５号
　三菱ＵＦＪ信託銀行株式会社　大阪証券代行部

　　株主名簿管理人
東京都千代田区丸の内一丁目４番５号
　三菱ＵＦＪ信託銀行株式会社

　　取次所
三菱ＵＦＪ信託銀行株式会社　全国本支店
野村證券株式会社　全国本支店

　　買取手数料 無料

公告掲載方法
当社の公告方法は、電子公告とする。ただし、事故その他やむを得ない事由によって電
子公告による公告をすることができない場合は、日本経済新聞に掲載して行う。
公告掲載ＵＲＬ　　　http://www.nipponham.co.jp

株主に対する特典
３月31日現在、１単元(1,000株)以上所有している株主に対し一律3,000円相当の自社
製品をお送り致します。

(注)　当社定款の定めにより単元未満株主は、会社法第189条第２項各号に掲げる権利、株主の有する株式数に応じて募

集株式の割当ておよび募集新株予約権の割当てを受ける権利並びに取得請求権付株式の取得を請求する権利以

外の権利を有しておりません。
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第７ 【提出会社の参考情報】

１ 【提出会社の親会社等の情報】

当社には、親会社等はありません。

　

　

２ 【その他の参考情報】

当事業年度の開始日から有価証券報告書提出日までの間に、次の書類を提出しております。

　

(1)
有価証券報告書
及びその添付書類

事業年度
(第62期)

自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日

平成19年６月28日
関東財務局長に提出。

　

(2)

 

訂正発行登録書

 

平成18年６月29日に提出した発行登
録書に係る訂正発行登録書でありま
す。
 

平成19年６月28日
平成19年６月29日
平成19年12月14日
関東財務局長に提出。

　

(3)
発行登録書（社債)
及びその添付書類

平成19年９月３日
関東財務局長に提出。

　

(4)
発行登録追補書類
（普通社債)
及びその添付書類

平成19年12月４日
近畿財務局長に提出。

　

(5)半期報告書 （第63期中）
自　平成19年４月１日
至　平成19年９月30日

平成19年12月14日
関東財務局長に提出。

　

(6)

 

訂正発行登録書

 

平成19年９月３日に提出した発行登
録書に係る訂正発行登録書でありま
す。
 

平成19年12月14日
関東財務局長に提出。
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第二部 【提出会社の保証会社等の情報】

該当事項はありません。

　

　

EDINET提出書類

日本ハム株式会社(E00334)

有価証券報告書

109/113



独立監査人の監査報告書

　

平成19年６月27日

日本ハム株式会社

取締役会　御中

監査法人　トーマツ

　
指定社員
業務執行社員

公認会計士　　矢　　吹　　幸　　二　　㊞

　
　

指定社員
業務執行社員

公認会計士　　久　　田　　友　　春　　㊞

　
　

指定社員
業務執行社員

公認会計士　　関　　口　　浩　　一　　㊞

　

当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられて

いる日本ハム株式会社の平成18年４月１日から平成19年３月31日までの連結会計年度の連結財務諸表、すな

わち、連結貸借対照表、連結損益計算書、連結資本勘定計算書、連結包括利益計算書、連結キャッシュ・フロー

計算書及び連結附属明細表について監査を行った。この連結財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人

の責任は独立の立場から連結財務諸表に対する意見を表明することにある。

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基

準は、当監査法人に連結財務諸表に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めてい

る。監査は、試査を基礎として行われ、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行

われた見積りの評価も含め全体としての連結財務諸表の表示を検討することを含んでいる。当監査法人は、監

査の結果として意見表明のための合理的な基礎を得たと判断している。

当監査法人は、上記の連結財務諸表が、米国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準(連結財

務諸表に対する注記①参照)に準拠して、日本ハム株式会社及び連結子会社の平成19年３月31日現在の財政状

態並びに同日をもって終了する連結会計年度の経営成績及びキャッシュ・フローの状況をすべての重要な点

において適正に表示しているものと認める。ただし、連結財務諸表に対する注記①に記載のとおり、セグメン

ト情報については、米国財務会計基準審議会基準書第131号にかえて、「連結財務諸表の用語、様式及び作成方

法に関する規則」(昭和51年大蔵省令第28号)第15条の２に準拠して作成されている。

　

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

当監査法人は、会社に対し、監査証明との同時提供が認められる公認会計士法第２条第２項の業務を継続的

に行っている。

以　上
　
※　上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(有価証券報告書提出会社)が

別途保管している。
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独立監査人の監査報告書

　

平成20年６月27日

日本ハム株式会社

取締役会　御中

監査法人　トーマツ

　
指定社員
業務執行社員

公認会計士　　矢　　吹　　幸　　二　　㊞

　
　

指定社員
業務執行社員

公認会計士　　新　　免　　和　　久　　㊞

　
　

指定社員
業務執行社員

公認会計士　　関　　口　　浩　　一　　㊞

　

当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に

掲げられている日本ハム株式会社の平成19年４月１日から平成20年３月31日までの連結会計年度の連結財務

諸表、すなわち、連結貸借対照表、連結損益計算書、連結資本勘定計算書、連結包括利益計算書、連結キャッシュ

・フロー計算書及び連結附属明細表について監査を行った。この連結財務諸表の作成責任は経営者にあり、当

監査法人の責任は独立の立場から連結財務諸表に対する意見を表明することにある。

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基

準は、当監査法人に連結財務諸表に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めてい

る。監査は、試査を基礎として行われ、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行

われた見積りの評価も含め全体としての連結財務諸表の表示を検討することを含んでいる。当監査法人は、監

査の結果として意見表明のための合理的な基礎を得たと判断している。

当監査法人は、上記の連結財務諸表が、米国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準（連結財

務諸表に対する注記①参照）に準拠して、日本ハム株式会社及び連結子会社の平成20年３月31日現在の財政

状態並びに同日をもって終了する連結会計年度の経営成績及びキャッシュ・フローの状況をすべての重要な

点において適正に表示しているものと認める。

　

追記情報 

　連結財務諸表に対する注記⑯に記載されているとおり、セグメント情報については、当連結会計年度より、米

国財務会計基準審議会基準書第131号に準拠して作成している。

　

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以　上
　
※　上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(有価証券報告書提出会社)が

別途保管している。
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独立監査人の監査報告書

　

平成19年６月27日

日本ハム株式会社

取締役会　御中

監査法人　トーマツ

　
指定社員
業務執行社員

公認会計士　　矢　　吹　　幸　　二　　㊞

　
　

指定社員
業務執行社員

公認会計士　　久　　田　　友　　春　　㊞

　
　

指定社員
業務執行社員

公認会計士　　関　　口　　浩　　一　　㊞

　

当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられて

いる日本ハム株式会社の平成18年４月１日から平成19年３月31日までの第62期事業年度の財務諸表、すなわ

ち、貸借対照表、損益計算書、株主資本等変動計算書及び附属明細表について監査を行った。この財務諸表の作

成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から財務諸表に対する意見を表明することにある。

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。

監査の基準は、当監査法人に財務諸表に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求

めている。監査は、試査を基礎として行われ、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者に

よって行われた見積りの評価も含め全体としての財務諸表の表示を検討することを含んでいる。当監査法人

は、監査の結果として意見表明のための合理的な基礎を得たと判断している。

当監査法人は、上記の財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠し

て、日本ハム株式会社の平成19年３月31日現在の財政状態及び同日をもって終了する事業年度の経営成績を

すべての重要な点において適正に表示しているものと認める。

　

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

当監査法人は、会社に対し、監査証明との同時提供が認められる公認会計士法第２条第２項の業務を継続的

に行っている。

以　上

　
※　上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(有価証券報告書提出会社)が

別途保管している。

　

EDINET提出書類

日本ハム株式会社(E00334)

有価証券報告書

112/113



独立監査人の監査報告書

　

平成20年６月27日

日本ハム株式会社

取締役会　御中

監査法人　トーマツ

　
指定社員
業務執行社員

公認会計士　　矢　　吹　　幸　　二　　㊞

　
　

指定社員
業務執行社員

公認会計士　　新　　免　　和　　久　　㊞

　
　

指定社員
業務執行社員

公認会計士　　関　　口　　浩　　一　　㊞

　

当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に

掲げられている日本ハム株式会社の平成19年４月１日から平成20年３月31日までの第63期事業年度の財務諸

表、すなわち、貸借対照表、損益計算書、株主資本等変動計算書及び附属明細表について監査を行った。この財

務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から財務諸表に対する意見を表明するこ

とにある。

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基

準は、当監査法人に財務諸表に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。監

査は、試査を基礎として行われ、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた

見積りの評価も含め全体としての財務諸表の表示を検討することを含んでいる。当監査法人は、監査の結果と

して意見表明のための合理的な基礎を得たと判断している。

当監査法人は、上記の財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠し

て、日本ハム株式会社の平成20年３月31日現在の財政状態及び同日をもって終了する事業年度の経営成績を

すべての重要な点において適正に表示しているものと認める。

　

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以　上

　
※　上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(有価証券報告書提出会社)が

別途保管している。
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